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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

回次 第７期 第８期

決算年月 2024年12月 2025年12月

売上高 (千円) 1,094,036 2,082,341

経常損失（△） (千円) △633,116 △543,340

親会社株主に帰属する
当期純損失（△）

(千円) △628,882 △1,201,659

包括利益 (千円) △628,882 △1,201,659

純資産額 (千円) 2,745,697 1,551,838

総資産額 (千円) 4,091,331 4,384,995

１株当たり純資産額 (円) △299.05 △470.71

１ 株 当 た り 当 期 純 損 失
（△）

(円) △89.84 △171.67

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ―

自己資本比率 (％) 64.9 33.1

自己資本利益率 (％) ― ―

株価収益率 (倍) ― ―

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △328,592 △100,287

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 12,047 △510,516

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 3,338,817 773,796

現金及び現金同等物
の期末残高

(千円) 3,906,830 4,069,822

従業員数
(名)

105 167
〔外、平均臨時雇用人員〕 〔－〕 〔－〕

(注) １．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場であり、

期中平均株価が把握できないため、また、１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。

２．第７期及び第８期の１株当たり純資産額の算定にあたっては、種類株式の払込金額及び新株予約権を控除し

て算定しているため、１株当たり純資産額がマイナスとなっております。

３．自己資本利益率は、親会社株主に帰属する当期純損失であるため、記載しておりません。

４．当社株式は非上場であるため株価収益率を記載しておりません。

５．第８期の親会社株主に帰属する当期純損失の増加は、のれんの減損損失の計上等によるものであります。

６. 第７期及び第８期の営業活動によるキャッシュ・フローは、主に親会社株主に帰属する当期純損失の計上に

より、マイナスとなっております。

７. 第８期の投資活動によるキャッシュ・フローは、主に事業譲受による支出によりマイナスとなっておりま

す。

８．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（人材派遣会社からの派遣社員）は、従業員数の100分の10未満

であるため、記載しておりません。

９．前連結会計年度(第７期)及び当連結会計年度(第８期)の連結財務諸表については、株式会社東京証券取引所

の有価証券上場規程第216条第６項の規定に基づき、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に準じて、有

限責任監査法人トーマツにより監査を受けております。
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10．当社は、2026年７月15日開催の取締役会決議に基づき、2026年８月28日付でＡ種優先株式、Ａ２種優先株

式、Ａ３種優先株式及びＢ種優先株式の全てについて、定款に定める取得条項に基づき取得し、対価として

当該優先株主に対して当該優先株式１株につき普通株式１株を交付しております。また、当社が取得した全

てのＡ種優先株式、Ａ２種優先株式、Ａ３種優先株式及びＢ種優先株式については、2026年８月28日付で会

社法第178条の規定に基づき全て消却しております。

11．当社は、2026年７月15日開催の取締役会決議に基づき、2026年８月31日付で普通株式１株につき100株の割

合で株式分割を行っております。１株当たり純資産額及び１株当たり当期純損失については、第７期の期首

に当該株式分割が行われたと仮定して算定しております。
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(2) 提出会社の経営指標等

回次 第４期 第５期 第６期 第７期 第８期

決算年月 2021年12月 2022年12月 2023年12月 2024年12月 2025年12月

売上高 (千円) 162,889 343,426 595,103 1,094,036 1,956,873

経常損失（△） (千円) △132,551 △406,873 △695,462 △638,788 △636,472

当期純損失（△） (千円) △132,839 △409,163 △828,846 △633,223 △1,203,729

資本金 (千円) 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000

発行済株式総数 (株) 108,500 124,000 127,077 154,010 154,010

普通株式 70,000 70,000 70,000 70,000 70,000

Ａ種優先株式 17,500 17,500 17,500 17,500 17,500

Ａ２種優先株式 21,000 21,000 21,000 21,000 21,000

Ａ３種優先株式 ― 15,500 18,577 18,577 18,577

Ｂ種優先株式 ― ― ― 26,933 26,933

純資産額 (千円) 175,578 774,749 227,060 2,741,356 1,545,428

総資産額 (千円) 224,381 898,895 1,062,878 4,078,599 4,208,967

１株当たり純資産額 (円) △3,235.00 △9,080.19 △20,920.86 △299.67 △471.63

１株当たり配当額
(円)

― ― ― ― ―
(１株当たり中間配当額) (―) (―) (―) (－) (－)

１ 株 当 た り 当 期 純 損 失
（△）

(円) △1,897.71 △5,845.19 △11,840.67 △90.46 △171.96

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 78.2 86.1 13.6 65.0 34.4

自己資本利益率 (％) ― ― ― ― ―

株価収益率 (倍) ― ― ― ― ―

配当性向 (％) ― ― ― ― ―

従業員数
(名)

26 63 84 96 123
〔外、平均臨時雇用人員〕 〔－〕 〔－〕 〔－〕 〔－〕 〔－〕

(注) １．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場であり、

期中平均株価が把握できないため、また、１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。

２．第４期から第８期の１株当たり純資産額の算定にあたっては、種類株式の払込金額及び新株予約権を控除し

て算定しているため、１株当たり純資産額がマイナスとなっております。

３．１株当たり配当額及び配当性向については、配当を実施していないため記載しておりません。

４．自己資本利益率は、当期純損失であるため記載しておりません。

５．当社株式は非上場であるため株価収益率を記載しておりません。

６．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（人材派遣会社からの派遣社員）は、従業員数の100分の10未満

であるため、記載しておりません。

７．主要な経営指標等の推移のうち、第４期、第５期及び第６期については、会社計算規則（平成18年法務省令

第13号）の規定に基づき算出した各数値を記載しており、株式会社東京証券取引所の有価証券上場規程第

216条第６項の規定に基づき、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に準ずる監査を受けておりません。

８．前事業年度(第７期)及び当事業年度(第８期)の財務諸表については、株式会社東京証券取引所の有価証券上

場規程第216条第６項の規定に基づき、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に準じて、有限責任監査法

人トーマツにより監査を受けております。

９．株式発行後の資本金の減少について

当社は、2026年８月31日開催の臨時株主総会において、会社法第447条第1項に基づき、資本金の額を減少

し、最終的な資本金の額を1,000万円とすること（減少額は会社計算規則第27条に基づきその他資本剰余金

へ振り替える予定）について決議を行っております（以下「本件減資」といいます。）。本件減資は、上場
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後に、会社法第449条に基づく債権者保護手続（官報公告及び定款に定める電子公告並びに知れたる債権者

への個別催告）を実施し、当該手続を経たうえで、2026年12月31日を効力発生日とする予定です。本件減資

は資本の部内における振替であり、資金の流出を伴うものではありません。

当社においては、今後の事業成長及びM&A等を通じた成長戦略を継続するうえで、財務基盤を強化し、より

柔軟な資本政策（株主に対する利益還元政策を含む）を可能とする体制を整備することが重要な経営課題で

あると認識しており、本件減資は、かかる財務戦略上の要請に基づき実施するものです。あわせて、本件減

資の実施により、当社の資本金の額が1億円以下となることから、法人税法上の中小法人等として、繰越欠

損金について課税所得の全額まで控除が可能となる等、税法上のいわゆる中小企業向け措置の適用を受ける

ことが可能となる見込みであり、これらは、当社グループのキャッシュ・フローを含む財務基盤の強化及び

投資余力の拡大に資するものです。さらに、本募集及び本第三者割当増資により増加した資本金をその他資

本剰余金へ振り替えることは、将来的な株主還元を含む資本政策の選択肢を広げる効果もあり、本募集及び

本第三者割当増資と本件減資等を併せて実施する意義は高いものと考えております。

10．当社は、2026年７月15日開催の取締役会決議に基づき、2026年８月28日付でＡ種優先株式、Ａ２種優先株

式、Ａ３種優先株式及びＢ種優先株式の全てについて、定款に定める取得条項に基づき取得し、対価として

当該優先株主に対して当該優先株式１株につき普通株式１株を交付しております。また、当社が取得した全

てのＡ種優先株式、Ａ２種優先株式、Ａ３種優先株式及びＢ種優先株式については、2026年８月28日付で会

社法第178条の規定に基づき全て消却しております。

11．当社は、2026年７月15日開催の取締役会決議に基づき、2026年８月31日付で普通株式１株につき100株の割

合で株式分割を行っております。１株当たり純資産額及び１株当たり当期純損失については、第７期の期首

に当該株式分割が行われたと仮定して算定しております。

12．当社は、2026年７月15日開催の取締役会決議に基づき、2026年８月31日付で普通株式１株につき100株の割

合で株式分割を行っております。そこで、東京証券取引所自主規制法人（現日本取引所自主規制法人）の引

受担当宛通知「『新規上場申請のための有価証券報告書（Ⅰの部）』の作成上の留意点について」（平成24

年８月21日付東証上審第133号）に基づき、第４期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して算定した場

合の１株当たり指標の推移を参考までに掲げると、以下のとおりとなります。なお、第４期、第５期及び第

６期の数値（１株当たり配当額についてはすべての期の数値）については、有限責任監査法人トーマツの監

査を受けておりません。

回次 第４期 第５期 第６期 第７期 第８期

決算年月 2021年12月 2022年12月 2023年12月 2024年12月 2025年12月

１株当たり純資産額 （円） △32.35 △90.80 △209.21 △299.67 △471.63

１株当たり当期純損失（△） （円） △18.98 △58.45 △118.41 △90.46 △171.96

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益

（円） ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 （円） ― ― ― ― ―
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２ 【沿革】

年月 概要

2018年12月 東京都文京区において、株式会社estieを設立

2020年３月 オフィスビルの建物情報、賃貸募集情報及び入居テナント情報等を提供するデータ基盤サービス

「estie pro（現「estie オフィスリサーチ」）」の提供開始

2022年３月 組織拡大に伴い本社を東京都港区に移転

2023年10月 不動産の所有者情報及び取引事例等を提供し、売買取引の案件創出を支援するデータ基盤サービス

「estie 物件売買」（現「estie 所有者リサーチ」）をリリース

2023年10月 株式会社日本政策投資銀行と、同行による当社株式の取得を伴う業務提携を開始

2023年10月 不動産取引に係る案件管理業務のDX推進及び生産性向上をサポートする「estie 案件管理」をリリー

ス

2023年12月 組織拡大に伴い本社を東京都港区内で移転

2024年２月 不動産の空室状況、募集条件等の不動産情報の収集、入力、分析等のオペレーション業務の集約を目

的として、株式会社日本不動産情報リサーチ＆コンサルティング（現・連結子会社）を設立

2024年５月 物流施設の建物情報、賃貸募集情報及び入居テナント情報等を提供するデータ基盤サービス「estie

物流リサーチ」をリリース

2024年10月 賃貸住宅の建物情報、賃貸募集情報及び賃料査定機能等を提供するデータ基盤サービス「estie レジ

リサーチ」をリリース

2024年11月 J-REIT物件情報の横断検索ができる「estie J-REIT」をリリース

2025年３月 商業用不動産業界専門メディア「estie 不動産情報ポータル」を開設

2025年８月 不動産情報の流通促進を目的として、不動産業界専門紙「住宅新報」の発行等を行う株式会社住宅新

報（現・連結子会社）を100％子会社化

2026年４月 農林中央金庫と、同金庫による当社株式の取得を伴う業務提携を開始
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３ 【事業の内容】

当社グループ（当社及び連結子会社）は、「産業の真価を、さらに拓く。」をパーパスに掲げ、商業用不動産業界

の構造的課題をデータとテクノロジーの力で解決し、不動産事業者による意思決定の高度化と不動産取引の円滑化を

通じた産業全体の発展を目指して事業に取り組んでおります。

（当社グループを巡る環境認識）

オフィス、物流施設、賃貸住宅等、利益の獲得を目的として保有・利用される商業用不動産は、企業活動と社会イ

ンフラを支える中核的資産です。一方で、不動産業界は、情報の非対称性、データの非構造化、業界横断的なデータ

流通基盤の未整備といった構造的課題に直面していると当社グループは認識しております。Jones Lang LaSalle IP,

Inc.公表の「不動産透明度インデックス2024」において、調査対象となった89の国・地域のうち、日本は「市場ファ

ンダメンタルズ」が31位、「取引プロセス」が33位とされるなど、不動産情報の透明度は国際的に低い水準にありま

す。また、業界共通の「不動産ID」（※１）が十分に普及していないため、物件名や住所表記の揺れにより物件の名

寄せ（※２）が困難となるほか、企業間の情報連携も人手を介したアナログな手法に依存しており、情報は分断され、

業界横断的なデータ活用とデータに基づく円滑な不動産取引の実現が阻害されているものと認識しております。

（当社グループの取り組み）

こうした課題に対し、当社グループは、その解消にはデータとAIを活用したDX（※３）が不可欠であると判断し、

不動産取引に関わる多様な情報を複数のデータソースから収集・統合し、様々な事業者が業界横断で活用できる共通

の「土台」を整備することに一貫して取り組んでまいりました。当社グループが統合する情報には、一般に公開され

た情報のみならず、建物の稼働状況や賃料水準等、取引当事者間に偏在する情報が多く含まれます。これらは不動産

取引に欠かせない情報でありながら、インターネット上や既存の情報提供サービスからは網羅的に入手することが困

難なものです。当社グループは、分断されていた情報を統合し、データとして活用可能な状態に整備したうえで顧客

に提供することで、不動産の売買・賃貸に関する様々なユースケースにおいて顧客の業務や意思決定を支援しており

ます。

当社グループは、サービスの提供にあたり、建物の空室状況や募集賃料などの不動産情報を、不動産業界に関わ

る事業者等から仕入れるとともに、公開情報の収集及び当社グループによる現況確認等を通じて、独自に情報を収集

しております。当社グループは、2020年のオフィスビルに関するデータベースの提供開始以降、物流施設や賃貸住宅

等へと対象とするアセットを順次拡大し、アセット横断のデータベースを構築してまいりました。また、2020年から

継続的に蓄積してきた空室状況、募集賃料等の時系列データは、過去に遡って取得することが困難な情報であること

から、他社が短期間で再現することは困難であると考えております。

当社グループの各サービスは、データの収集・整備、分析、業務支援、取引支援といった機能の違いはあるものの、

業界横断で蓄積・整備した独自のデータベースにおいて更新され続ける情報を提供価値の源泉とする点、および商業

用不動産に関わる事業者を共通の顧客とする点において共通しております。当社グループは、不動産業界に従事する

プロフェッショナルの業務高度化および業界全体の情報流通の促進という共通の目的のもと、これらのサービスを相

互に連携・補完させながら一体的に開発・運営していることから、「不動産プラットフォーム事業」の単一セグメン

トとして運営しております。

（事業の内容）

当社グループは、上記の統合・整備したデータを、対象とする顧客や提供の形態に応じて、主に以下の方法で提供

しております。
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①Vertical Data

ソリューション

不動産事業者及び金融機関等に対し、当社グループが整備したVertical Data（※４）

及びその活用を支援するアプリケーション群を提供しております。現在では、総合デベロ

ッパーTop10社の９割以上（※５）、J-REIT全58銘柄の５割以上、信託業務を営む大手銀

行５行（※６）にて導入されております。（※７）

顧客企業は、これらの利活用を通じて、自社が取引を検討している不動産の売買や賃貸

について、従来の勘や経験に頼った方法ではなく、データに基づいて、最適な価格・タイ

ミング・物件選定に関する意思決定を行うことが可能になります。これにより、顧客企業

の取引機会の拡大、価格の最適化による利潤の最大化、市場分析に要する時間の効率化に

資するものと考えております。

顧客企業のニーズへの対応例としては、①総合デベロッパー及び資産運用会社における

物件取得の検討に際し、類似物件の募集賃料・空室の推移及び取引事例と比較することに

よる取得価格の妥当性の検証、②不動産管理会社及び物件所有者における保有物件のリー

シングに際し、周辺の空室状況、募集賃料水準及び入居テナントの業種構成の分析に基づ

く募集条件の設定、③不動産仲介会社における物件概要書等の資料のAIによる読み取り及

び案件情報の一元管理、並びに所有者情報に基づく売買案件の創出、④金融機関における

融資審査及び担保評価に際しての市場データの参照、等があります。

主なサービスは、以下のとおりです。

・estie オフィスリサーチ：オフィス市場に関するデータ分析基盤

・estie レジリサーチ：賃貸住宅市場に関するデータ分析基盤

・estie 物流リサーチ：物流施設に関するデータ分析基盤

・estie 所有者リサーチ：不動産所有者情報等に関するデータ分析基盤

・estie J-REIT：J-REIT物件情報等に関するデータ分析基盤

・estie 案件管理：不動産売買取引における案件管理を支援する業務高度化基盤

②エンタープライズ

実装

主に大規模な不動産事業者及び金融機関等を対象に、顧客企業が保有するデータと

Vertical Dataを統合したデータ基盤及びアプリケーションを個社別に開発・実装するシ

ステム開発サービスであります。具体的には、顧客企業内に蓄積された過去の不動産取引

や商談状況等の情報を一元化し、AIによる検索、分析及び推論に利用可能な形式に構造化

した（AI-Ready（※８）な）データ基盤を構築したうえで、これに当社グループの独自デ

ータを統合し、顧客の業務に最適化されたAI・ソフトウェアを実装しております。当該開

発・実装にあたっては、顧客現場に深く入り込み、業務理解、データ整備からAI・アプリ

ケーションの実装までを一貫して推進するエンジニア（Forward Deployed Engineer）を

派遣し、顧客個別のニーズに応じた実装支援を行っております。これにより、Vertical

Dataソリューションのみでは実現できない、顧客固有の情報とワークフローを踏まえた業

務の高度化を支援しております。

③専門情報サービス 不動産業界に関する制度・法令の改正、市況及び企業動向等に関するニュース及び解説

記事を、専門紙（紙媒体）、ポータルサイト及びWeb媒体等を通じて、不動産業界に関わ

る幅広い個人・企業や全国の不動産業界団体等に対して提供するとともに、宅地建物取引

業法に基づく登録講習等の教育サービスを提供しております。

これらの提供サービスは、いずれも当社グループが統合・整備したデータと、長年にわ

たり築いてきた業界内の情報流通基盤を土台とし、不動産業界に従事するプロフェッショ

ナルの業務高度化および不動産業界全体の情報流通の促進という共通の目的の実現に資す

るものであります。
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［事業系統図］

＜用語説明＞

※１ 不動産ID

国土交通省が推進する、不動産（土地・建物）に一意の識別番号を付与する仕組みをいう。不動産IDの普及により、物

件情報の名寄せや複数データソース間での同一物件の紐付けが容易になることが期待されている。

※２ 名寄せ

複数のデータソースに分散して存在する同一物件に関する情報を、統一的な識別子により同一物件として紐付け・統合

する処理をいう。物件名・住所表記の揺れにより、同一物件が異なるデータとして扱われ、分析精度の低下が生じるケ

ースがある。

※３ DX（Digital Transformation）

デジタル技術を活用して業務やビジネスモデルを変革し、競争上の優位性を確立することをいう。

※４ Vertical Data

特定業界に特化して収集・構造化されたデータ群。本書では主に当社グループが保有する商業用不動産市場に関するデ

ータを指す。

※５ 総合デベロッパーTop10社

総合デベロッパーTop10社は東京証券取引所上場・非上場の総合デベロッパーのうち、オフィス（一部オフィス＋他アセ

ットも含む）の賃貸有効面積を公表している企業トップ10（各社の公表資料を基にした当社調べ）をいう。

※６ 信託業務を営む大手銀行５行

信託業務を営む大手銀行５行とは、一般社団法人信託協会の加盟社員である三井住友信託銀行株式会社（三井住友トラ

ストグループ株式会社）、三菱UFJ信託銀行株式会社、みずほ信託銀行株式会社、株式会社りそな銀行の4行に加えて、

メガバンクグループである株式会社SMBC信託銀行を加えた5行を指す。

※７ 2026年８月時点の数値

※８ AI-Ready

企業内に散在する非構造化データ等を、AI（人工知能）による検索、分析及び推論に利用可能な形式に整理・構造化し

た状態をいう。



― 9 ―

４ 【関係会社の状況】
2025年12月31日現在

名称 住所
資本金
(千円)

主要な事業
の内容

議決権の所有
(又は被所有)
割合(％)

関係内容

(連結子会社)

株式会社日本不動産情報
リサーチ＆コンサルティング

新潟県新潟市 5,000
不動産プラット
フォーム事業

100.0

資金援助
当社による債務保証
経営指導
役員の兼任等 1名
（注）５

株式会社住宅新報
（注）２、３

東京都中央区 20,000
不動産プラット
フォーム事業

100.0
(100.0)

経営指導
役員の兼任等 1名
（注）５

その他 ３社 － － － － －

（注）１．議決権の所有割合の（ ）内は、間接所有割合で内数であります。

２．特定子会社であります。

３．債務超過会社であり、債務超過の額は2025年12月31日時点で76,810千円であります。

４．有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。

５．役員の兼任等には、当社従業員が関係会社の役員を兼任している場合を含んでおります。

５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

2026年８月31日現在

セグメントの名称 従業員数(名)

不動産プラットフォーム事業 188

合計 188

（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（人材派遣会社からの派遣社員）は、従業員数の100分の10未満で

あるため、記載しておりません。

２．当社グループは、不動産プラットフォーム事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略し

ております。

３. 従業員数が最近１年間において35名増加しております。これは主に事業拡大に伴う採用の増加及び新規連結

子会社の加入によるものであります。

(2) 提出会社の状況

2026年８月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

138 33.4 2.4 9,534

（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（人材会社からの派遣社員）は、従業員数の100分の10未満である

ため、記載しておりません。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３．従業員数が最近１年間において25名増加しております。これは主に事業拡大に伴う採用の増加によるもので

あります。

(3) 労働組合の状況

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。

(4) 管理職に占める女性労働者の割合、男性労働者の育児休業取得率及び労働者の男女の賃金の差異

① 提出会社

提出会社は、「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（平成27年法律第64号）及び「育児休業、介

護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」（平成３年法律第76号）の規定による公表義務が

ないため、記載を省略しております。
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② 連結子会社

連結子会社は、「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（平成27年法律第64号）及び「育児休業、

介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」（平成３年法律第76号）の規定による公表義務

がないため、記載を省略しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

文中の将来に関する事項は、本書提出日現在において当社が判断したものであります。

(1) 経営方針

当社は、「産業の真価を、さらに拓く。」というパーパスのもと、不動産業界で横断的に活用可能なデジタルイ

ンフラの構築を通じ、顧客の意思決定と業務生産性を抜本的に高めるとともに、不動産の売買や賃貸といった各種

取引がよりデータドリブン且つ滑らかに実行される世界の実現を目指しております。そのための手段として、総合

デベロッパーや大手金融機関等の大企業向けのサービス開発や営業に加えて、中堅・中小企業の開拓・深耕を同時

に行っております。このように大企業から中堅・中小企業までをカバーする包括的なソリューションの開発・提供

や、他社とのアライアンスを通じたサービス開発、統合後のPMI・ガバナンスを前提としたM&Aなど、様々な戦略的

パートナーシップを活用することで、安定的且つ効率的に売上高の積み上げを目指していく方針です。

(2) 経営環境及び経営戦略

①市場環境

我が国の不動産業は、2024年度の名目国内総生産に占める割合が13％であり、製造業に次ぐ規模の産業でありま

す（出所：内閣府「2024年度国民経済計算」に基づき当社が算出）。そうした不動産業界において、自社利用を主

たる目的とせず賃貸又は売買等による収益の獲得を主たる目的として市場で流通・運用される不動産を、商業用不

動産、若しくは収益不動産といい、その資産規模は352兆円と推計されるなど、我が国の企業活動と社会インフラを

支える中核的資産となっております（出所：ニッセイ基礎研究所「わが国の不動産投資市場規模（2025年）」）。

一方で、日本の不動産市場は、国際比較において透明性や基礎データの充実度、取引プロセスの標準化が十分と

は言えません。また、不動産業界にはデベロッパーや投資家、管理会社や金融機関など多様かつ幅広いプレイヤ

ー・事業者が存在していますが、統一化されない不動産情報の扱いや、企業間のアナログな情報連携が情報の分断

を生み、業界横断的なデータ活用が阻害されているものと認識しております。

② 経営者が認識する事業機会

当社グループは、こうした業界特有の課題を背景に、様々な事業者が業界横断で活用できるデータ基盤という

「土台」の整備に一貫して取り組んできました。空室情報、募集賃料情報、所有者情報等の不動産情報に関する、

PDF化された資料や営業メモ等の非構造化データを、AIによる解析や人手による確認も含めて収集・正規化し、網羅

性・鮮度・整合性の高い不動産データ基盤を整備するとともに、そうした当該データ基盤をもとに各種サービスを

開発し、顧客企業に提供を行うことで、データ活用に基づくデータドリブンな不動産関連取引の意思決定の支援や、

業務の効率化に貢献しております。

このように、不動産業界におけるデータの分散及び非対称性は、業界横断的なデータ基盤の構築と業務プロセス

の標準化により解消し得る課題であり、当社グループの事業機会であると考えております。加えて、近年の生成AI

の普及に伴い、顧客企業においては、自社が保有する情報をAIによる検索、分析及び推論に適した形式で構造化す

る必要性が高まっております。当社グループは創業以来、不動産データの収集及び構造化に取り組んでまいりまし

たことから、当該需要の高まりは当社グループの事業機会を拡大するものと判断しております。

当社グループが事業を展開する不動産テック及び商業用不動産の売買取引支援に関連する市場の規模については、

次の参考値に基づき、数千億円規模であると考えております。
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領域 想定する市場規模 根拠となる考え方

事業者向け不動産
テックサービス

約2,264億円
（2022年度）

株式会社矢野経済研究所が推計する、不動産情報提供サービス、不動産仲

介・管理業務支援/価格査定支援、VR（仮想現実）・AR（拡張現実）技術

を活用した支援サービス、IoT（クラウド型監視カメラ/画像解析）を含む

事業者向けサービスのB to B領域における不動産テック市場の市場規模

出所：「2024年版 不動産テック市場の実態と展望」（株式会社矢野経済

研究所）

商業用不動産の
売買取引支援

約5,100億円
（2024年度）

取引価格15億円以上の不動産の年間売買取引総額8.5兆円（2024年度、出

所：ニッセイ基礎研究所）に、宅地建物取引業法に基づく売買の媒介報酬

の上限（売主及び買主の双方から受領する場合の合計、約６％）を乗じて

当社が算出した仲介手数料の総額（フィープール）

当社グループが提供するデータ基盤及びソフトウェアは、不動産業界において従来は個々の事業者の内部で人手

により行われてきた情報の収集、整理、分析等を業界横断的に担うものであり、これに直接対応する既存の市場区

分は存在しないものと認識しております。このため、上記の市場規模は、第三者の調査に基づく不動産テック市場

の規模及び仲介手数料のフィープールを、当社グループが対象とする市場の規模を把握するための参考値として記

載したものであります。なお当社グループの事業は、不動産仲介会社に代わって取引を仲介することを目的とする

ものではなく、仲介会社を含む不動産に関わる事業者の業務を効率化し高度化するものであることから、当社グル

ープは業務の効率化及び取引の円滑化を通じた当該市場そのものの拡大に寄与することを目指しております。これ

らの金額は当社グループが獲得し得る売上高の規模を直接に示すものではありませんが、当社グループは、これら

の参考値が示す規模の市場において、当社グループのサービスが対象とし得る事業機会が存在するものと考えてお

ります。

当社グループでは、こうした数千億円規模となり得る市場機会の獲得を念頭に、総合デベロッパーや大手金融

機関等の大企業向けのプロダクト開発や営業に加えて、中堅・中小企業の開拓・深耕を同時に行っております。こ

のように大企業から中堅・中小企業までをカバーする包括的なソリューションの開発・提供を通じて、安定的且つ

効率的に売上高の積み上げを目指していく方針です。

③ 競争環境及び当社グループのポジショニング

当社グループが競合し得る事業者としては、a.既存の不動産関連情報サービス事業者、b.汎用的なAIサービス

を提供する事業者、c.システムインテグレーター、及び、d.顧客企業による内製が挙げられます。当社グループ

は、次の３点において他の事業者との差別化が図られているものと判断しております。

１. 業界内で流通する情報を収集・構造化したデータベースを、2020年以降継続的に蓄積していること。当社

グループが保有する商業用不動産データは、2026年８月末時点で、オフィスビル88,000棟、物流施設19,000

棟、ホテル17,000棟及び住宅260万棟であります。

２. 不動産業界における実務経験を有する人材を多数擁し、顧客の業務プロセスに即したアプリケーション及

び分析ロジックを設計できること。

３. 総合デベロッパー、資産運用会社及び金融機関等を含む顧客基盤を有し、当該顧客の業務を通じて得られ

る指摘を反映することでデータの精度を継続的に高める仕組みを有していること。

④経営戦略

当社グループは、上記の経営環境に関する認識に基づき、次の３点を成長戦略の柱としております。

１. 既存顧客への提供価値の拡大（顧客単価の向上）

当社グループは複数のプロダクトを提供しており、既存顧客に対する追加プロダクトの導入及び利用範囲の拡

大を進めるとともに、顧客企業が保有する情報と当社グループのデータを統合したデータ基盤の構築及びシス

テムへの実装を支援することにより、顧客１社あたりの取引規模の拡大を図ります。

２. 顧客数の拡大

当社グループのサービスは、総合デベロッパー、資産運用会社及び金融機関等の大手事業者を中心に導入が進

んでおり、今後更に市場における浸透度の向上を目指していく方針です。加えて、全国に30万以上存在すると

言われる中堅・中小の不動産業者を中心に、未開拓の顧客層も多く残されているものと考えております。（出
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所：公益財団法人不動産流通推進センター「2025 不動産業統計集」）当社グループは、大手事業者のみならず

中堅・中小の顧客層にも適したサービスの開発及び提供を通じて、顧客数の拡大を図ります。

３. 提供領域の拡張による対象市場の拡大

ソフトウェアの提供に限定することなく、データを起点としたサービスへとサービスラインアップを拡張する

ことにより、当社グループがアクセスし得る市場の拡大を図ります。その実現にあたっては、自社単独での開

発にとどまらず、他社との業務提携及び企業買収を活用する方針であります。当社グループは、M&Aを成長戦略

を実現するための手段の一つと位置付けており、これまでの間に株式会社住宅新報の株式取得を含む複数件の

M&Aを実施しております。また、自社単独では参入に時間を要する領域については、他社との共同出資による合

弁会社の設立も活用しており、2026年６月に株式会社スマート修繕との合弁会社である株式会社estieスマート

リフォームを設立しております。

(3) 経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

当社グループは、事業規模の拡大と収益性の改善を両立させながら持続的に成長することを経営上の目標としてお

り、その達成状況を判断するための客観的な指標として、売上高、調整後EBITDA及びRule of 40の３つを設定して

おります。各指標の内容及び当該指標を用いる理由は次のとおりであります。

① 売上高

当社グループは、「産業の真価を、さらに拓く。」をパーパスに掲げ、商業用不動産業界の構造的課題をデータ

とテクノロジーの力で解決し、不動産事業者による意思決定の高度化と不動産取引の円滑化を通じた産業全体の発

展を目指して事業に取り組んでおります。当社グループのサービスは、不動産事業者及び金融機関等がデータに基

づく意思決定及び業務を行うための基盤として利用されるものであり、当社グループは、不動産市場における当社

グループのサービスの浸透が進むことが、そのまま業界横断的なデータ活用の広がり、すなわち不動産業界全体の

DXの進展につながるものと考えております。当社グループの売上高は、顧客数と顧客単価、すなわち当社グループ

のサービスを利用する事業者の数と各事業者における利用の深さの積み上げによって構成されることから、不動産

市場における当社グループのサービスの浸透度を示すとともに、上記パーパスの実現に向けた進捗を測るうえで最

も適切な指標であると考えております。

② 調整後EBITDA

調整後EBITDAは、営業利益に減価償却費、のれん償却費及び株式報酬費用を加算して算出する、当社グループ独

自の利益指標であります。当社グループは、企業買収に伴うのれんの償却及び役職員へのインセンティブとして付

与する新株予約権に係る株式報酬費用が、営業利益に対して相応の影響を及ぼす費用構造にあることから、これら

の非資金性費用の影響を除いた事業活動そのものの収益力を把握するため、一般的に用いられるEBITDA（営業利益

＋のれん償却費及び減価償却費）に株式報酬費用を加算した調整後EBITDAを用いております。当社グループは、人

件費を中心とする固定費が費用の大宗を占める一方で売上高の大宗が継続的に発生する収益で構成されているため、

売上高の積み上げに伴い収益性が改善する構造にあると認識しており、固定費の規律ある管理を通じて調整後

EBITDAの黒字化及びその拡大を図っております。

③ Rule of 40

Rule of 40は、売上高成長率（前年同期比）と調整後EBITDAマージン（調整後EBITDA÷売上高）の合計として算

出する指標であり、成長性と収益性のバランスを一つの数値で評価するものであります。一般に、ソフトウェア企

業等においては、売上高成長率と利益率の合計が40％を上回る水準にあることが、成長と収益性が均衡した健全な

状態の目安とされております。当社グループは、先行投資を継続する成長段階にあり、単年度の利益水準のみでは

必ずしも経営の実態を適切に評価できないことから、成長のための投資と収益性の改善のバランスを規律付ける指

標としてRule of 40を用いております。

当社グループの主要な経営指標の推移は次のとおりであります。
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第７期 第８期
第９期中間

連結会計期間

（2024年12月期） （2025年12月期） （2026年１月～６月）

売上高 （千円） 1,094,036 2,082,341 1,750,503

調整後EBITDA （千円） △630,546 △511,210 12,203

Rule of 40 （％） 26.2 65.8 97.5

（参考）Rule of 40の内訳

売上高成長率 （％） 83.8 90.3 96.8

調整後EBITDAマージン （％） △57.6 △24.5 0.7

当社グループは、ARR（年間経常収益）、MRR（月間経常収益）及び解約率といった、サブスクリプション型の

サービスを提供する企業において一般的に用いられる指標を、経営上の目標として設定しておりません。これは、

当社グループの売上高にはソフトウェアの利用料のみならず、エンタープライズ実装における個社別の開発・実装

に係る売上高や専門情報サービス等のソフトウェア以外の売上高が含まれているほか、今後も提供領域の拡張によ

り多様な収益形態を組み合わせて成長していく方針であることから、ソフトウェアの利用契約を前提とするこれら

の指標のみをもって当社グループの経営成績を評価することは必ずしも適切でないと考えていることによるもので

あります。なお、既存顧客の解約及び契約金額の減少等の状況については、月次で把握し取締役会に報告しており

ますが、その水準は安定的に推移しております。

(4) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当社グループは、大企業から中堅・中小企業までをカバーする包括的なソリューションの開発・提供のみならず、

他社とのアライアンスを通じたサービス開発、統合後のPMI・ガバナンスを前提としたM&Aなどを通じて、持続的な成

長と利益の拡大を目指しております。当社グループの現状については、ソフトウェア利用に係る契約若しくは継続的

な保守契約に基づくリカーリング売上高が第９期中間連結会計期間の全売上高の77％を占める予見可能性の高い収益

基盤と、2026年６月末時点において総合デベロッパー、資産運用会社及び金融機関等の大手事業者を含む573社のリカ

ーリング契約顧客数による顧客基盤を構築している一方で、先行投資により営業損失が継続していること、中堅・中

小の事業者層の開拓並びにソフトウェア以外の領域への拡張が途上にあること、成長を支える人材及びデータ基盤へ

の継続的な投資が必要であることを認識しております。こうした認識のもと、成長戦略を実現するにあたり、次の事

項を優先的に対処すべき課題として認識しております。

① 収益性の改善及び財務基盤の強化

当連結会計年度における営業損失は530,130千円、調整後EBITDAは△511,210千円であり、収益性の改善が財務

上の最優先課題であると認識しております。当社グループの費用は、人件費を中心とする固定費的な性格を有す

るものが大宗を占める一方、売上高の大宗は継続的に発生する収益で構成されております。このため、売上高の

積上げに伴い売上高に対する固定費の比率が低下する構造にあると認識しており、固定費の規律ある管理と、売

上高の継続的な成長の両立により、営業損益及び調整後EBITDAの黒字化及びその拡大を図ってまいります。

② 提供価値の拡大及びサービスラインアップの拡充

経営戦略の根幹である提供価値の拡大と顧客数の拡大を両立させるためには、案件探索から実行、実行後の管

理・モニタリングに至る一連の不動産関連取引に係る業務を、包括的に支援できるソリューション群を有するこ

とが必要であると認識しております。このため、既存サービスの機能強化及び新規サービスの開発に加え、顧客

企業が保有する情報と当社グループのデータを統合したデータ基盤の構築及びシステムへの実装を支援する体制

を拡充してまいります。

その実現にあたっては、自社単独での取組みにとどまらず、他社との業務提携及び企業買収を活用してまいり

ます。当社グループは、これらの取組みを継続的に実行していくため、対象事業の評価及び提携・買収後の事業

の統合及び管理の体制を整備していくことが重要であると考えております。
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③ 優秀な人材の規律ある採用・育成・登用及びAIの活用を通じた生産性の向上

当社グループの成長の制約要因は優秀な人材の確保にあると認識しております。当社グループのパーパス及び

事業内容に共感する優秀な人材の規律ある採用を継続するとともに、既存事業の成長及び新規事業の立上げを担

う人材として育成・登用する仕組みを構築してまいります。あわせて、ソフトウェア開発における生成AIの活用

等により、人員の増加を抑制しつつ生産性を高めることにも取り組んでまいります。

④ 不動産データ基盤の質的及び量的な拡大

当社グループの競争力の源泉は、業界慣行に根差して非オンライン環境で流通する情報を含めた様々な不動産

情報の収集及びそれらを構造化したデータベースにあると考えており、その網羅性、鮮度及び正確性を維持・向

上させることが最優先の課題であると認識しております。このため、データの収集経路の拡充、データ処理基盤

への投資、及び更なるデータ精度の向上に向けた運用体制の強化に取り組んでまいります。
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２ 【サステナビリティに関する考え方及び取組】

当社グループのサステナビリティに関する考え方及び取組は、次のとおりであります。なお、文中の将来に関する

事項は、本書提出日現在において当社グループが判断したものであります。

(1) ガバナンス

サステナビリティをめぐる課題への対応は、リスクの低減のみならず収益機会にもつながる重要な経営課題である

と認識しており、今後、サステナビリティに係る基本方針の策定について検討する予定です。

なお、本書提出日現在において、当社グループはサステナビリティに係る基本方針を定めておらず、サステナビリ

ティ関連のリスク及び機会を監視し、管理するためのガバナンスの過程、統制及び手続等の体制を、その他のコーポ

レート・ガバナンスの体制と区別しておりません。サステナビリティに関する重要な事項については、リスク・コン

プライアンス委員会における審議を経て、取締役会において議論・決議することとしております。当社グループのコ

ーポレート・ガバナンスに関する詳細は、「第４ 提出会社の状況 ４ コーポレート・ガバナンスの状況等」をご参照

ください。

(2) 戦略

当社グループは現状、サステナビリティに係る基本方針を定めていないことから、サステナビリティ関連の戦略に

おける、リスク及び機会に対処するための重要な取組は検討中であります。一方、当社グループは、事業活動、事業

基盤及び人的資本の観点から、以下の取組を重点的に進めております。

① 事業活動を通じた社会課題への対応

当社グループは、「産業の真価を、さらに拓く。」をパーパスとして掲げ、商業用不動産に関するデータ基盤及び

ソフトウェアの提供を通じて、産業の生産性の向上に寄与することを目指しております。商業用不動産の取引には多

くの企業及び関係者が関与しておりますが、建物情報、募集情報、賃料情報及び入居テナント情報等は企業ごとに独

自のデータベースで管理されており、情報の更新及び共有に係るタイムラグやコミュニケーションコストが生じてお

ります。当社グループは、これらの情報を構造化したデータ基盤及びソフトウェアとして提供することにより、デー

タ流通の円滑化と、顧客における意思決定及び業務の生産性の向上に寄与することを目指しております。また、当該

事業を拡大していくこと自体が、経済活動の土台を支える重要な社会インフラである不動産の有効活用を通じて、社

会及び経済の持続的な発展に資するものと考えております。

② 情報管理体制及びデータセキュリティ

当社グループが取り扱うデータは、独自に収集及び構築した商業用不動産に関する基盤データに加え、サービスの

提供に当たり第三者から提供を受けるデータを含んでおります。このような事業の特性上、情報セキュリティに関す

る体制の構築が極めて重要であると認識しており、データの品質の確保及び適切な管理は、当社グループの事業基盤

を支えるものであると考えております。当社は、2024年５月に、情報セキュリティマネジメントシステム（ISMS）に

関する国際規格ISO/IEC 27001:2022（JIS Q 27001:2023）の認証を取得し、定期的な審査を受けております。加えて、

情報システム管理規程等の社内規程に基づく運用、従業員に対する定期的な教育及びシステム面の対策を継続的に実

施しております。
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③ 人材の多様性の確保を含む人材の育成に関する方針

当社グループは、人的資本が事業成長の源泉であると認識しております。当社グループの事業は、不動産に関する

業務知見とソフトウェア開発の技術力の双方を必要とするため、不動産業界の出身者と、ソフトウェア、金融、コン

サルティング等の他業界の出身者とが協働する体制を構築しており、性別、年齢、国籍及び入社経路にかかわらず、

能力及び適性に基づく採用及び登用を行っております。具体的な取組は次のとおりであります。

・行動指針（バリュー）として、「魂ドリブン」「今日変化を生もう」「謙虚に貪欲に」「ホワイトボードをはみ出

せ」を定め、入社時オンボーディング及び全社定例等を通じて全役職員への浸透を図るとともに、人事評価に反映し

ております。

・書籍購入費用の補助、勉強会に係る費用の負担及び資格取得の支援等を通じて、従業員の自己研鑽を支援しており

ます。

・少人数のユニットを基本単位とする組織運営により、各従業員が担当領域について主体的に意思決定を行う機会を

設けております。

④ 社内環境整備に関する方針

当社グループは、多様な人材がその能力を継続的に発揮できる職場環境の整備を進めております。具体的には、裁

量労働制及びフレックスタイム制の導入により柔軟な働き方を可能とするほか、産前産後休業及び育児休業に関する

制度を整備し、その取得を推進しております。また、全社定例及び年１回の合宿等を通じて、経営状況の共有と組織

横断的なコミュニケーションの活性化を図っております。

(3) リスク管理

当社グループは、サステナビリティ関連のリスクをその他の経営上のリスクと一体的に管理しております。具体的

には、リスク・コンプライアンス委員会を設置し、サステナビリティに関連するリスクを含む全社的なリスクについ

て、識別、評価、対応策の検討及びモニタリングを行っております。同委員会は原則として四半期に１回開催し、重

要な事項については取締役会に報告する体制としております。

また、情報セキュリティに関するリスクについては、前記「(2) 戦略 ② 情報管理体制及びデータセキュリティ」

に記載のISMSに基づく運用の中で、リスクアセスメント及び是正措置を継続的に実施しております。当社グループが

認識する事業上のリスクに関する詳細は、「第２ 事業の状況 ３ 事業等のリスク」をご参照ください。

(4) 指標及び目標

当社グループは、サステナビリティ関連のリスク及び機会に関する実績を長期的に評価し、管理及び監視するため

に用いられる情報としての指標及び目標を、本書提出日現在において具体的に定めておりません。今後、事業の進展

及びステークホルダーとの対話を踏まえ、適切な指標及び目標の設定について検討を進めてまいります。

また、前記「(2) 戦略」に記載した人材の多様性の確保を含む人材の育成及び社内環境整備に関する方針につきま

しては、当社グループは組織の拡大過程にあり、人員構成の変動が各指標に与える影響が大きいことから、現時点に

おいて、女性、外国人、中途採用者等の区分による管理職の構成割合や人数の目標値等は定めておりません。その具

体的な目標設定及び状況の開示については、今後の課題として検討してまいります。

３ 【事業等のリスク】

本書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者が連結会社の財政状態、経営成績及びキャ

ッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識している主要なリスクは、以下のとおりでありま

す。

当社グループのリスク管理体制に関しましては、「４ コーポレート・ガバナンスの状況等、（１）コーポレート・

ガバナンスの概要、② 企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由、ｃ リスク・コンプライアンス委員会」

に記載のとおりであります。

なお、文中の将来に関する事項は、本書提出日現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 事業環境に関するリスク
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① 市場環境について（顕在化の可能性：中、顕在化の時期：特定時期なし、影響度：中）

当社グループは、不動産情報プラットフォームの提供及びデータを活用した業務支援事業を展開しており、不

動産業界に属する幅広い顧客を対象としております。不動産市場の動向は、国内外の景気、金利水準、企業活動、

オフィス需要の変動等に大きく影響を受けますが、その影響の程度はデベロッパー、投資会社、管理会社、金融

機関、仲介会社等といった顧客セグメントごとに異なります。今後、景気後退や金利上昇等により不動産取引量

や投資意欲が減退した場合、当社サービスを利用する顧客の活動水準やIT投資意欲が低下し、当社グループの業

績に悪影響を及ぼすおそれがあります。特に、当社グループの顧客基盤が不動産業界内の特定の顧客セグメント

に偏る場合には、当該セグメントの事業環境の悪化が当社グループの業績に及ぼす影響が大きくなるおそれがあ

ります。

当社グループは、当該リスクに対し、不動産業界における多様な顧客セグメントを幅広くターゲットとし、特

定の顧客セグメントに過度に依存しない顧客基盤の構築を進めるとともに、市場の景況に左右されにくいサービ

スの付加価値向上及びサービスラインナップの多角化に努めることで、市場環境変動の影響の低減を図っており

ます。

② 競合について（顕在化の可能性：低、顕在化の時期：特定時期なし、影響度：大）

当社グループは、不動産情報に特化したサービスを提供しております。不動産業界の業態や取引慣行には特有

の側面があるため、新規参入者が不動産業界のビジネスノウハウを習得し、当社と同様のビジネスモデルを構築

するには、相応の参入障壁があるものと考えております。

当社グループは、かかるリスクに対して、不動産業界における深い専門知識と独自のデータ資産を活かした差

別化戦略を推進するとともに、継続的なプロダクト改善及び顧客との関係強化を通じて競争優位性の維持・向上

に努めております。しかしながら、同種のサービスを展開する新たな競合が出現した場合には、当社グループの

経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

③ 技術革新について（顕在化の可能性：中、顕在化の時期：中期、影響度：中）

当社グループは新技術の積極的な投入を行い、適時に独自のサービスを構築していく方針でありますが、技術

革新への対応が遅れた場合や、競合他社がより優れたサービスを展開した場合には、当社グループの競争力が低

下する可能性があります。また、新技術への対応のために、予想外に開発費が発生する可能性があります。今後、

新たな技術やサービスへの対応が遅れた場合、当社グループの競争力の低下を招き、当社グループの業績に影響

を及ぼす可能性があります。

当社グループは、当該リスクに対し、技術動向や市場トレンドに関する情報収集体制を強化するとともに、先

端技術の検証を継続的に実施しております。また、外部の技術パートナーとの連携や社内エンジニアのスキル向

上施策を通じて、技術革新への迅速な対応力の確保に努めております。

(2) 事業運営に関するリスク

① 特定サービスへの依存について（顕在化の可能性：低、顕在化の時期：短期、影響度：中）

当社グループは、不動産プラットフォーム事業の単一セグメントであり、中でも商業用不動産データ分析基盤

（Vertical Dataソリューション）の利用料が大半を占めております。不動産市場における競合他社との競合激化

等により、Vertical Dataソリューションの収益が減少した場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性

があります。また、当社グループはVertical Dataソリューションの大手顧客層への導入を進めており、当該顧客

層への導入が一定程度進捗した段階においては、新規契約の獲得による売上高の増加ペースが過年度と同水準で

は推移しない可能性があります。当社グループは、Vertical Dataソリューションの既存顧客における利用部門の

拡大及び提供サービスの追加並びに未取引の顧客層への展開により、引き続き成長の余地があるものと考えてお

りますが、これらが想定どおりに進捗しない場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

当社グループは、当該リスクに対し、新たなサービスの開発・展開を推進し、Vertical Dataソリューションの

競争力の向上を図るとともに、エンタープライズ実装（顧客企業のデータ基盤の構築及びシステムの実装）等の

複合的なサービスの開発・展開を推進し収益源の多角化を図り、既存サービスの継続的な機能強化及び顧客基盤

の拡大並びに既存顧客に対するアップセル及びクロスセルの推進を通じて、特定サービスへの依存度の低減に努

めております。
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② 新規事業について（顕在化の可能性：中、顕在化の時期：中期、影響度：中）

当社グループは、中長期的な成長を見据え、生成AIを活用した新たなサービスの企画・開発を推進しておりま

す。具体的には、物件概要書等の資料をAIにより読み取り構造化する機能、生成AIを活用した市場データの分析

及び業務支援機能（AIエージェント）並びに顧客企業が保有するデータをAIによる活用に適した形式に整備する

データ基盤の構築等に取り組んでおります。これらのサービスは、業務効率化や新たな顧客価値の創出を目的と

しておりますが、生成AIは技術革新の速度が極めて速く、顧客ニーズの変化や競合環境の激化も著しい領域で

す。

このような状況下において、当社が投入した開発資源や販売体制が市場の要求に十分に適合せず、期待した収

益化に至らない場合、また、サービスの精度や信頼性に対する社会的懸念、法規制の変化、倫理的な問題等が顕

在化した場合には、当該領域における売上高の伸長が当初の想定を下回る、あるいは継続的なコスト負担により、

当社の経営成績および財政状態に影響を及ぼす可能性があります。当社グループは、当該リスクに対し、段階的

な開発投資と市場検証を行う体制を構築するとともに、生成AIに関する社内ガイドラインの整備及び法規制動向

のモニタリングを実施し、リスクの低減に努めております。

③ システム障害について（顕在化の可能性：低、顕在化の時期：特定時期なし、影響度：大）

当社グループのシステムは、クライアントへのサービス提供を担うプロダクトシステムと、受注から売上計上

に至る業務フローを一元管理する社内管理システムの大きく２つから構成されております。

プロダクトシステムについては、クラウドを介してインターネット経由でサービスを提供しており、通信ネッ

トワークやインフラストラクチャーに依存しております。当社グループは、システムの稼働状況の監視、バック

アップ及びクラウドサーバーの冗長化を実施し、障害発生の未然防止と発生時の影響最小化に努めております。

しかしながら、自然災害、事故、不正アクセス等の予期しえない要因により大規模なシステム障害が発生した場

合には、サービスの提供が停止し、顧客の信頼低下や損害賠償責任が生じる等、当社グループの事業及び業績に

影響を及ぼす可能性があります。

社内管理システムについては、受注から売上計上までの業務処理が当該システムを通じて自動的に連携・処理

される仕組みとなっております。障害が発生し自動化された業務処理が正常に機能しない場合には、売上の正確

な計上が困難となる等、適正な財務報告に影響を及ぼす可能性があります。当社グループは、このようなリスク

に対して、システム構成の継続的な見直し及びインシデント対応マニュアルの整備・定期的な障害復旧訓練を実

施することにより、障害発生時の迅速な復旧と影響範囲の最小化を図り、リスクの軽減に努めております。

④ M&A及び業務提携について（顕在化の可能性：中、顕在化の時期：中期、影響度：中）

当社グループは、パーパスである「産業の真価を、さらに拓く。」の実現に向けて、自社によるサービス開発

に加え、事業を補完・強化し得る企業又は事業を対象とするM&A及び業務提携を成長戦略の一つと位置付けてお

り、今後も継続的に検討していく方針であります。M&Aの実施に際しては、対象企業又は事業の財務、税務、法

務、ビジネス及び情報システム等について外部専門家を含めたデューデリジェンスを実施しておりますが、実施

後に認識していなかった問題が判明した場合、市場環境や競合状況の変化等により対象事業が計画どおりに進ま

ない場合、統合プロセス（PMI）に想定以上の期間若しくは費用を要する場合、又は主要な人材が流出した場合に

は、期待した効果が得られず、取得した株式、事業資産若しくはのれんについて減損処理が必要となる等、当社

グループの事業、業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。また、業務提携については、提携先の経

営方針の変更、提携関係の解消又は想定していた協業効果が実現しないことにより、当社グループの事業戦略の

遂行に影響を及ぼす可能性があります。

当社グループは、顧客基盤の獲得及び保有データの拡充により長期的な企業価値の向上に資すると判断して実

施した過去のM&Aについて、上場会社グループに求められる管理体制への適合を含む統合プロセス（PMI）に要す

る費用及び経営資源の負担により短期的な収益が取得時の計画を下回る見込みとなったことから、のれんの減損

損失を計上しております。これを踏まえ、当該案件に係る事後検証及び独立社外取締役によるレビューの結果を

反映したM&A実施ガイドラインを制定し、投資判断及び統合管理の体制の整備・向上に取り組んでおります。投資

判断に当たっては、統合に要する費用及び経営資源を織り込んだ事業計画をストレスケースを含めて策定したう

えで取得価額の妥当性を検証し、デューデリジェンスにおいて検出したリスクを取得価額又は契約条件等により
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手当てできない場合には案件の中止を検討することとしているほか、想定される会計処理を事前に検討し、取締

役会への付議に先立ち監査役会において事前協議を行っております。投資実行後は、一定規模以上の案件につい

て取得後一定期間経過時点で事業計画対比の実績及びのれんの回収可能性を評価して取締役会に報告し、重大な

乖離が認められる場合には改善策又は事業の継続若しくは撤退の方針を付議することとしております。これらの

手続の遵守状況は、内部監査人及び監査役が独立した立場から検証しております。

⑤ データの取得について（顕在化の可能性：低、顕在化の時期：特定時期なし、影響度：中）

当社グループは、サービスの提供にあたり、不動産デベロッパー、不動産管理会社、仲介会社等の第三者から、

商業用不動産に関するデータ（建物情報、募集情報、賃料情報及び入居テナント情報等）の提供を受けておりま

す。当社グループは、これらのデータの提供を受けるに当たり、当該第三者において適法に取得され、かつ当社

グループへの提供が適法に行われるものである旨の表明及び保証を取得するとともに、外部の法律専門家による

確認を通じて、当社グループの不動産プラットフォーム事業の運営の適法性の確保に努めております。また、主

要なデータ提供元との間では、提供を受けるデータの範囲及び提供対象外とすべき情報の取扱い等について、定

期的に協議する機会を設けております。

しかしながら、データソースとなる第三者が常に適法かつ正確なデータの提供を行っていることを当社グルー

プが確認することには限界があり、当該第三者の故意又は過失により、適法性又は正確性を欠く情報が当社グル

ープに提供される可能性を完全に排除することはできず、当社グループの事業及び業績に影響を及ぼす可能性が

あります。

(3) コンプライアンスに関するリスク

① 情報漏洩について（顕在化の可能性：中、顕在化の時期：中期、影響度：中）

当社グループが提供するサービスにおいて、物件保有者の個人情報、またユーザー企業の保有する第三者の個

人情報に関与するケースがあります。当社グループは、個人情報の取り扱いに関する重要性を十分に認識し、個

人情報を含むすべての情報資産の管理並びに保護をしております。具体的には、「情報システム管理規程」及び

「情報セキュリティマニュアル」を定め、秘密情報の保護に関し役員及び従業員が遵守すべき事項を規定すると

ともに、社内イントラへの掲載並びに入社時及び定期の研修を通じて周知徹底を図っております。また、「情報

セキュリティ基本方針」を対外的に公開するとともに、当社においては、ISMSの認証を取得し、外部専門機関に

よる定期的な審査を通じて実効性の維持・向上を図っております。個人情報保護についても「個人情報保護規

程」を定め、管理体制を整備しております。

しかしながら、重要な情報資産の外部漏洩により、当社グループが行政指導や行政処分等を受け、当社グルー

プの社会的信用が失墜し、もしくは損害賠償請求が発生する可能性があり、また、情報資産の取り扱いに関する

法規制もしくは運用の厳格化等により、当社グループのサービスの停止、情報の利用に対する制約等が発生した

場合には、当社グループの事業及び業績に影響を及ぼす可能性があります。

② 知的財産権について（顕在化の可能性：低、顕在化の時期：特定時期なし、影響度：小）

当社グループは、第三者の知的財産権を侵害することがないように常に細心の注意を払って事業活動を行って

おります。具体的には、新規サービスの開発時における第三者の知的財産権の事前調査及び必要に応じた外部専

門家への相談体制を整備し、知的財産権侵害リスクの低減に努めております。本書提出日現在において当社グル

ープの認識する限り、第三者の知的財産権を侵害したこと及び侵害を理由とした損害賠償等の訴訟が発生してい

る事実はありませんが、今後当社の調査・確認漏れ、不測の事態の発生等により、第三者の知的財産権に抵触す

る等の理由から、損害賠償請求や使用差止請求等を受けるような事態が発生した場合には、当社グループの事業

及び業績に重要な影響を及ぼす可能性があります。

③ 訴訟・係争について（顕在化の可能性：中、顕在化の時期：特定時期なし、影響度：中）

本書提出日現在において、当社グループの業績に影響を及ぼす訴訟や紛争は生じておりません。

しかしながら、今後何らかの事情によって当社に関連する訴訟、紛争が行われる可能性は否定できず、かかる

事態となった場合、その経過または結果によっては、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。当

社グループは、当該リスクに対し、法令遵守の徹底、顧問弁護士等の外部専門家との連携強化及び契約書のリー
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ガルチェック体制の整備等を通じて、訴訟リスクの未然防止に努めております。

④ 法的規制について（顕在化の可能性：中、顕在化の時期：中期、影響度：中）

本書提出日現在において、当社グループの事業継続に著しく重要な影響を及ぼす法的規制はありませんが、当

社グループの事業は、電気通信事業法の規制の影響を受けております。今後、法的規制の改正や業界の自主ルー

ルが整備されることなどにより、当社グループの事業が何らかの制約を受けることとなった場合や規制強化等の

対応が求められることとなった場合には、当社グループの事業及び業績に影響を及ぼす可能性があります。

当社グループは、当該リスクに対し、関連法規制の動向を継続的にモニタリングするとともに、外部の法律専

門家との連携を通じて、法改正等への迅速な対応体制の整備に努めております。

(4) 組織に関するリスク

① 特定人物への依存について（顕在化の可能性：低、顕在化の時期：短期、影響度：大）

当社の代表取締役である平井瑛は、当社の創業者であり、設立以来当社の経営方針や事業戦略の立案やその遂

行において重要な役割を担っております。当社グループは特定の人物に依存しない体制を構築するべく、幹部社

員の情報共有や権限の委譲によって平井瑛に過度に依存しない組織体制の整備を進めておりますが、何らかの理

由により平井瑛の当社グループにおける業務遂行が困難になった場合、当社グループの事業及び業績に重要な影

響を及ぼす可能性があります。

当社グループは、当該リスクに対し、経営幹部層の育成及び後継者計画の策定を進めるとともに、取締役会に

おける重要事項の合議制による意思決定体制を整備し、特定人物への依存度の低減に努めております。

② 内部管理体制について（顕在化の可能性：中、顕在化の時期：短期、影響度：大）

当社グループは、コーポレート・ガバナンス体制の充実を重要な経営課題と認識しており、今後の事業拡大に

対応するため、内部管理体制の充実を図っております。具体的には、内部監査機能の強化、業務プロセスの文書

化及び標準化、並びにリスク・コンプライアンス委員会の定期的な開催等を通じて、管理体制の強化を推進して

おります。

しかしながら、当社グループの急速な事業展開及び会社規模の拡大に内部管理体制の整備が追いつかなかった

場合には、業務運営に支障をきたし、当社グループの事業及び業績に重要な影響を及ぼす可能性があります。

③ 人材の確保・育成について（顕在化の可能性：中、顕在化の時期：中期、影響度：中）

当社グループが、今後も企業規模を拡大していくためには、当社グループのパーパスに共感し、当社グループ

のカルチャーに適合する高い意欲を持った優秀な人材を確保することが必要不可欠です。当社グループは、事業

規模拡大やサービス向上に必要な優秀な人材の確保のため、今後も継続的に採用活動を行っていく予定ではあり

ますが、人材獲得競争の激化や市場ニーズの変化等により、優秀な人材が十分に獲得できなかった場合や人材流

出が生じた場合、並びに人材の育成が想定通りに進まない場合には、当社グループの事業及び業績に重要な影響

を及ぼす可能性があります。

当社グループは、当該リスクに対し、競争力のある報酬体系の維持、柔軟な働き方の推進、社内研修制度の充

実及びエンジニアコミュニティへの積極的な参加等を通じて、人材の採用力及び定着率の向上に努めておりま

す。

(5) その他のリスク

① 自然災害について（顕在化の可能性：低、顕在化の時期：特定時期なし、影響度：大）

当社グループの事業は、インターネットや第三者が提供するクラウドサーバー等に依存しています。そのため、

これらに被害をもたらすおそれのある自然災害等が発生した場合には、当社グループは事業を継続することがで

きない等の支障が生じ、当社グループの事業及び業績に影響を及ぼす可能性があります。

当社グループは、自然災害等に備えて災害時の事業継続計画を策定していますが、当社グループの事業を継続

するために十分ではない可能性があります。結果として、当社グループの事業及び業績に影響を及ぼす可能性が

あります。当社グループは、当該リスクに対し、事業継続計画の定期的な見直し及び訓練の実施、リモートワー

ク環境の整備等を通じて、自然災害発生時の事業継続性の向上に努めております。
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② 株式発行及び資本金の額の減少について（顕在化の可能性：低、顕在化の時期：中期、影響度：中）

本書提出日現在における当社の資本金の額は1億192万1,934円であり（資本金の推移については、「第４ 提出

会社の状況 １ 株式等の状況 (3) 発行済株式総数、資本金等の推移」をご参照ください。）、本募集及び本

第三者割当増資により増加した後の資本金の額について、当社は、2026年８月31日開催の臨時株主総会において、

会社法第447条第1項に基づき、資本金の額を減少し、最終的な資本金の額を1,000万円とすること（減少額は会社

計算規則第27条に基づきその他資本剰余金へ振り替える予定）について決議を行っております（以下「本件減

資」といいます。）。本件減資は、上場後に、会社法第449条に基づく債権者保護手続（官報公告及び定款に定め

る電子公告並びに知れたる債権者への個別催告）を実施し、当該手続を経たうえで、2026年12月31日を効力発生

日とする予定です。本件減資は資本の部内における振替であり、資金の流出を伴うものではありません。

当社においては、今後の事業成長及びM&A等を通じた成長戦略を継続するうえで、財務基盤を強化し、より柔軟

な資本政策（株主に対する利益還元政策を含む）を可能とする体制を整備することが重要な経営課題であると認

識しており、本件減資は、かかる財務戦略上の要請に基づき実施するものです。あわせて、本件減資の実施によ

り、当社の資本金の額が1億円以下となることから、法人税法上の中小法人等として、繰越欠損金について課税所

得の全額まで控除が可能となる等、税法上のいわゆる中小企業向け措置の適用を受けることが可能となる見込み

であり、これらは、当社グループのキャッシュ・フローを含む財務基盤の強化及び投資余力の拡大に資するもの

です。さらに、本募集及び本第三者割当増資により増加した資本金をその他資本剰余金へ振り替えることは、将

来的な株主還元を含む資本政策の選択肢を広げる効果もあり、本募集及び本第三者割当増資と本件減資等を併せ

て実施する意義は高いものと考えております。

しかしながら、今後、当社の資本金の額が増加し、これに応じた資本金の減少がなされない場合、また、上記

の中小企業向けの措置について、廃止又は変更その他の理由により、上記措置の全部又は一部が当社に適用され

なくなった場合、当社の財政状態、業績及びキャッシュ・フローに悪影響を与える可能性があります。なお、本

件減資の実施については、社外の専門家等の意見も踏まえ、取締役会にて慎重に検討いたしましたが、本件減資

は現行の法制度を利用した適法なものであり、当社の安定的な運営及び企業価値の向上に資するものであると判

断しております。ただし、上記措置を利用することにつき、今後、否定的な報道等がなされた場合には、当社の

レピュテーションに影響を与える可能性があります。

③ 配当政策について（顕在化の可能性：低、顕在化の時期：中期、影響度：小）

当社グループは、株主に対する利益還元を経営課題と認識しており、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況を勘案し、利益還元政策を決定していく所存であります。

しかしながら、当社グループは、現時点では成長過程にあり内部留保が充実しているとはいえず、配当を行っ

ておりません。また、現時点では事業の効率化と事業拡大のための投資等に充当し、なお一層の事業拡大を目指

すことが、株主に対する最大の利益還元に繋がると考えております。

将来的には、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況を勘案し、利益還元を行うことを検討してま

いりますが、現時点において配当実施の可能性及びその実施時期等については未定であります。当社グループは、

当該リスクに対し、株主との対話を通じて当社の成長戦略及び利益還元に関する方針を丁寧に説明するとともに、

中長期的な企業価値の向上を通じて株主利益の最大化に努めております。

④ ベンチャーキャピタルの株式保有割合について（顕在化の可能性：中、顕在化の時期：短期、影響度：中）

本書提出日現在における当社の発行済株式総数は15,443,800株であり、このうち7,424,000株（発行済株式の

48.1％）についてはベンチャーキャピタルが組成した投資事業組合（以下、「ベンチャーキャピタル」とい

う。）が保有しております。

一般的に、ベンチャーキャピタルが未上場会社の株式を取得する場合、上場後には保有する株式を売却しキャ

ピタルゲインを得ることがその目的のひとつであり、当社におきましても、上場後にベンチャーキャピタルによ

り株式が売却される可能性があります。そのような場合には、短期的に需給が悪化し、当社の株価が低下する可

能性があります。当社グループは、当該リスクに対し、ベンチャーキャピタルとの継続的な対話を通じて株式売

却のタイミングや規模に関する情報共有に努めるとともに、積極的なIR活動を通じた安定的な株主基盤の構築を

推進しております。
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⑤ 新株予約権の行使による株式価値の希薄化について（顕在化の可能性：高、顕在化の時期：短期、影響度：

小）

当社は、業績向上に対する意欲向上を目的として、会社法の規定に基づく新株予約権を当社グループの役職員

等に付与しております。本書提出日現在、新株予約権の株数は2,354,000株であり、当社発行済株式数の

15,443,800株に対する潜在株式比率は15.2％に相当しております。これらの新株予約権の行使が行われた場合に

は、当社の株式価値が希薄化する可能性があります。当社グループは、当該リスクに対し、新株予約権の付与に

際して既存株主の利益を考慮した適切な発行規模の設定及び行使条件の検討を行うとともに、株式価値の希薄化

の影響を最小限に抑えるよう努めております。

４ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績等の状況の概要

当連結会計年度における当社グループ(当社及び連結子会社)の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー(以

下、「経営成績等」という。)の状況の概要は次のとおりであります。

① 経営成績の状況

第８期連結会計年度（自 2025年１月１日 至 2025年12月31日）

当連結会計年度においては、当社グループが事業展開する商業用不動産市場では、デジタルトランスフォーメー

ション（DX）推進の機運の高まりを背景に、不動産データの利活用や業務効率化に対する需要が引き続き拡大して

おります。特に、オフィス・物流・住宅等の各アセットクラスにわたって、データを活用した意思決定の高度化や

業務プロセスの効率化に対するニーズが顕在化しており、当社グループの提供するデータ基盤サービスへの引き合

いは堅調に推移いたしました。

このような事業環境の下、当社グループは、「産業の真価を、さらに拓く。」をパーパスに掲げ、不動産データ

基盤の整備・拡充を進めるとともに、既存サービスの機能強化、新規サービスの開発及び顧客基盤の拡大に取り組

んでまいりました。また、グループシナジーの創出を目的としたM&Aを積極的に推進し、事業領域の拡大及びデータ

カバレッジの向上を図りました。

これにより、デベロッパー・不動産事業会社をはじめ、投資運用会社、金融機関、管理会社等の幅広い顧客セグ

メントにおいて導入が進むと同時に、既存顧客へのアップセル及び複数サービスの導入（マルチプロダクト化）が

進展した結果、リカーリング売上高は前年同期比で72％増加いたしました。

費用面につきましては、売上原価は、サービス提供基盤の拡充や連結範囲の拡大等により増加いたしました。販

売費及び一般管理費につきましては、プロダクト開発体制及び顧客獲得体制の強化に向けた積極的な採用に加え、

連結範囲の拡大により人員が増加したことから、人件費が大きく増加いたしました。このほか、プロダクト開発の

加速により外注費が増加し、事業領域の拡大に向けたM&Aの推進に伴う支払報酬等の費用も発生いたしました。もっ

とも、売上高の伸びがこれらの費用の伸びを上回ったことから、営業損失は前連結会計年度に比べ縮小いたしまし

た。

以上の結果、当連結会計年度における当社グループの業績は、売上高は2,082,341千円（前年同期比90.3%増）、

営業損失は530,130千円（前年同期は650,853千円の営業損失）、経常損失は543,340千円（前年同期は633,116千円

の経常損失）、調整後EBITDAは△511,210千円（前年同期は△630,546千円）となりました。なお、M&Aにより取得し

た一部の事業・資産について、統合後の事業計画の精緻化及び事業環境の変化を踏まえた資産価値の見直しを行っ

た結果、減損損失656,538千円を特別損失として計上したことにより、親会社株主に帰属する当期純損失は

1,201,659千円（前年同期は628,882千円の親会社株主に帰属する当期純損失）となりました。当社グループは、取

得した事業のグループへの統合を着実に進めており、中長期的なシナジー創出及び企業価値向上に向けた取り組み

を今後も継続してまいります。

第９期中間連結会計期間（自 2026年１月１日 至 2026年６月30日）

当中間連結会計期間において、当社グループは、「産業の真価を、さらに拓く。」というパーパスのもと、不動

産業界で横断的に活用可能なデジタルインフラの構築を通じ、顧客の意思決定と業務生産性を抜本的に高めるとと
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もに、不動産の売買や賃貸といった各種取引がよりデータドリブン且つ滑らかに実行される世界の実現を目指し、

事業を推進してまいりました。当中間連結会計期間において、既存顧客に対する追加サービスの導入及び新規顧客

の獲得の双方が進展し、リカーリング売上高は前年同期比で60％増加いたしました。加えて、M&Aを通じて獲得した

新たなサービス・事業の貢献による更なる売上高の上振れも実現しました。

以上の結果、当中間連結会計期間の業績は、売上高は1,750,503千円、営業損失は1,911千円、経常損失は2,635千

円、親会社株主に帰属する中間純損失は279,084千円となりました。

なお、当社グループは不動産プラットフォーム事業の単一セグメントであるため、セグメント情報の記載を省略し

ております。

② 財政状態の状況

第８期連結会計年度（自 2025年１月１日 至 2025年12月31日）

（資産）

当連結会計年度末における資産合計は4,384,995千円となり、前連結会計年度末に比べ293,663千円増加しまし

た。これは主に、現金及び預金の増加162,992千円、売掛金の増加33,918千円によるものです。現金及び預金の増

減については、「③ キャッシュ・フローの状況」をご参照ください。

（負債）

当連結会計年度末における負債合計は2,833,156千円となり、前連結会計年度末に比べ1,487,522千円増加しま

した。これは主に、顧客企業から契約期間分の料金を一括で受領すること等による契約負債の増加459,635千円、

長期借入金の増加1,116,045千円によるものです。

（純資産）

当連結会計年度末における純資産合計は1,551,838千円となり、前連結会計年度末に比べ1,193,858千円減少し

ました。これは主に、親会社株主に帰属する当期純損失の計上による利益剰余金の減少1,201,659千円によるもの

です。

第９期中間連結会計期間（自 2026年１月１日 至 2026年６月30日）

（資産）

当中間連結会計期間末における資産合計は4,632,811千円となり、前連結会計年度末に比べ247,816千円増加し

ました。これは主に、前払費用の増加83,280千円、売掛金の増加50,742千円によるものです。現金及び預金の増

減については、「③ キャッシュ・フローの状況」をご参照ください。

（負債）

当中間連結会計期間末における負債合計は3,330,208千円となり、前連結会計年度末に比べ497,051千円増加し

ました。これは主に、顧客企業から契約期間分の料金を一括で受領すること等による契約負債の増加343,954千円

によるものです。

（純資産）

当中間連結会計期間末における純資産合計は1,302,602千円となり、前連結会計年度末に比べ249,235千円減少

しました。これは主に、親会社株主に帰属する中間純損失の計上による利益剰余金の減少279,084千円によるもの

です。なお、当中間連結会計期間末における自己資本比率は25.4%となりました。

③ キャッシュ・フローの状況

第８期連結会計年度（自 2025年１月１日 至 2025年12月31日）

当連結会計年度末における現金及び現金同等物(以下、「資金」という。)は4,069,822千円となり、前連結会計

年度末に比べ162,992千円増加しました。当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とその要因は次の

とおりであります。
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（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果支出した資金は100,287千円（前年同期は328,592千円の支出）となりました。

これは主に、税金等調整前当期純損失1,198,115千円、減損損失656,538千円、契約負債の増加額による増加

403,086千円によるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果支出した資金は510,516千円（前年同期は12,047千円の収入）となりました。

これは主に、事業譲受による支出486,213千円、有形固定資産の取得による支出11,399千円によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果得られた資金は773,796千円（前年同期は3,338,817千円の収入）となりました。

これは主に、長期借入金の返済による支出426,439千円、長期借入による収入1,200,000千円によるものです。

第９期中間連結会計期間（自 2026年１月１日 至 2026年６月30日）

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は4,090,832千円となり、前連

結会計年度末に比べ21,009千円増加しました。当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とその

要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は340,712千円となりました。

これは主に、税金等調整前中間純損失276,594千円を計上した一方、減損損失281,520千円、契約負債の増加額

343,954千円によるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果支出した資金は196,122千円となりました。

これは主に、連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出133,953千円、投資有価証券の取得による支

出55,000千円によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果支出した資金は123,579千円となりました。

これは主に、短期借入金の返済による支出62,643千円、長期借入金の返済による支出60,936千円によるもので

す。

④ 生産、受注及び販売の実績

ａ 生産実績

当社グループが提供するサービスの性格上、生産実績の記載に馴染まないため、記載を省略しております。

ｂ 受注実績

当社グループが提供するサービスの性格上、受注実績の記載に馴染まないため、記載を省略しております。

ｃ 販売実績

第８期連結会計年度及び第９期中間連結会計期間における販売実績は、次のとおりです。なお、当社グルー

プは不動産プラットフォーム事業の単一セグメントであります。
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セグメントの名称

第８期連結会計年度 第９期中間連結会計期間

金額(千円) 前年同期比(％) 金額(千円)

不動産プラットフォーム事業 2,082,341 190.3 1,750,503

合計 2,082,341 190.3 1,750,503

(注)１.最近２連結会計年度及び中間連結会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対す

る割合については、総販売実績に対する割合が100分の10以上ではないため、記載を省略しております。

２.第８期連結会計年度において、販売実績に著しい増加がありました。これは主に既存顧客へのアップセル及

び複数プロダクトの導入によるものです。

(2) 経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

経営者の視点による当社グループの経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は、次のとおりでありま

す。なお、文中の将来に関する事項は、本書提出日現在において判断したものであります。

① 重要な会計方針及び見積り

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められる会計基準に基づき作成されてお

りますが、この連結財務諸表の作成にあたっては、経営者により一定の会計基準の範囲内で見積りが行われてい

る部分があり、資産・負債や収益・費用の数値に反映されております。これらの見積りについては、不確実性を

伴うため、実際の結果はこれらとは異なる場合があります。この見積りにつきましては、継続して評価し、必要

に応じて見直しを行っております。なお、この連結財務諸表の作成にあたる重要な会計方針につきましては、

「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等 (1）連結財務諸表 注記事項（連結財務諸表作成のための基本とな

る重要な事項）」に記載しております。

経営者が当社グループの経営成績等に重要な影響を及ぼすと判断した会計上の見積りは、のれんの減損及び繰

延税金資産の回収可能性であります。その内容、算出方法及び主要な仮定並びに翌連結会計年度の連結財務諸表

に及ぼす影響は、「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等 (1）連結財務諸表 注記事項（重要な会計上の見

積り）」に記載のとおりであります。

なお、上記のほかに、翌々連結会計年度以降の連結財務諸表に重要な影響を及ぼす会計上の見積りはないも

のと判断しております。

② 会計年度の経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容

ａ 売上高

当連結会計年度における売上高は2,082,341千円（前連結会計年度比90.3％増）となりました。経営者は、

当該増収が、顧客数の増加と、既存顧客に対する追加プロダクトの導入及び利用範囲の拡大による顧客単価の

上昇の双方によりもたらされたものであると認識しております。また、当連結会計年度において総販売実績に

対する割合が100分の10以上となる相手先は存在せず、特定の相手先又は一時的な取引に依存した増収ではない

と認識しております。

また、当社グループの売上高は、その大宗が顧客企業によるソフトウェア利用契約を背景とした、継続的

に発生するリカーリング売上高で構成されており、当該収益構造が翌連結会計年度以降の売上高の予見可能性

を高めるものであると認識しております。

なお現在のリカーリング売上を維持・拡大しつつも、更なる売上高の上振れを目指すに当たっては、非ソ

フトウェアサービスの追加提供も含めた多様な売上形態の実現も今後は重要になってくるものと認識しており

ます。

ｂ 営業損益及び特別損益

当連結会計年度においては、売上高の増加に対して当該費用の増加が緩やかであったことから、営業損失

は530,130千円（前連結会計年度は650,853千円の営業損失）と改善いたしました。
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経営者は、研究開発費として計上される人件費を含めた固定費が販管費の大宗を占めるという当社グルー

プの費用構造上、一定の売上規模を超えた段階で営業損益が急速に改善する構造にあると認識しており、要員

計画を中心とした固定費の規律ある管理を、最も重要な管理事項の一つと位置付けております。当該課題への

対応方針は「１ 経営方針、経営環境及び対処すべき課題等 (4)①」に記載しております。

また、当連結会計年度においては、株式取得及び事業譲受により取得した事業・資産について、統合後の

事業計画の精緻化及び事業環境の変化を踏まえた資産価値の見直しを行った結果、株式取得及び事業譲受によ

り発生したのれんの全額に対して減損損失を計上しております（金額は「(1)① 経営成績の状況」に記載のと

おりであります。）。経営者は、企業買収を提供領域の拡張のための有効な手段と位置付けており、今後は取

得した事業の統合を着実に進めるとともに、対象事業の評価及び取得後の管理の体制を整備していくことを重

視してまいります。なお、当該のれんの未償却残高はゼロとなっているため、翌連結会計年度以降に与える影

響はありません。

③ キャッシュ・フローの状況の分析・検討内容並びに資本の財源及び資金の流動性に係る情報

当連結会計年度のキャッシュ・フローの分析につきましては、「第２ 事業の状況 ４ 経営者による財政

状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析 (1）経営成績等の状況の概要 ③ キャッシュ・フロ

ーの状況」に記載のとおりであります。

当社グループの資金需要は、主としてサービスの開発・拡充及び顧客基盤の拡大に係る人件費等の運転資金

であり、今後も複数のサービスについて開発を継続していく方針であります。また、事業領域の拡大及びデー

タカバレッジの向上を目的としたM&A等の投融資についても、案件の状況に応じて資金需要が生じる可能性があ

ります。

これらの資金需要に対しては、自己資金を基本としつつ、M&A等の相対的に大きな資金需要が生じる場合には

金融機関からの借入等も活用することとし、資金需要の額、使途及び金融市場の環境等を勘案して最適と考え

られる調達方法を選択する方針であります。

④ 経営成績に重要な影響を与える要因について

経営成績に重要な影響を与える要因については、「３ 事業等のリスク」をご参照ください。

⑤ 経営者の問題意識と今後の方針に関して

経営者の問題意識と今後の方針については、「１ 経営方針、経営環境及び対処すべき課題等」をご参照くだ

さい。
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５ 【重要な契約等】

該当事項はありません。

６ 【研究開発活動】

第８期連結会計年度（自 2025年１月１日 至 2025年12月31日）

当社グループは「産業の真価を、さらに拓く。」をパーパスに掲げ、商業用不動産業界が抱えるデータ流通の課

題をデータとテクノロジーの力で解決し、不動産業界全体のデジタルシフトとコアビジネスの高度化および効率化

を推進しております。

その中核として、不動産取引に関わる情報を複数のデータソースから収集し、業界横断で活用可能な状態に統合

する技術基盤と、当該データを用いたデータ×AIソリューション群の研究開発に取り組んでおります。2025年1月に

開設した「不動産AI Lab」を中心に、専門知識を持つプロフェッショナルとエンジニアが一体となり、大学との産

学連携や事業会社との共同研究を通じて、賃貸・売買・都市開発の各領域における独自アルゴリズムの開発を進め

るとともに、登記簿をはじめとする非構造データを構造化する技術や、生成AI・AIエージェントを活用した市場デ

ータ分析・業務支援機能の研究開発を行っております。これらの成果は、物件の取得・開発検討、リーシング、物

件運営、融資・審査業務といった顧客の業務において、データに基づく意思決定を支援するものであります。

今後も、AIを活用した開発生産性の向上を図りながら、専門知識を持つプロフェッショナルとエンジニアが一体

となって、継続的なプロダクト価値の向上に取り組んでまいります。

なお、当連結会計年度における研究開発費の総額は429,768千円となりました。

第９期中間連結会計期間（自 2026年１月１日 至 2026年６月30日）

当中間連結会計期間においても、「不動産AI Lab」を中心とする前連結会計年度と同様の研究体制のもと、引き

続き不動産取引に関わる情報を複数のデータソースから収集し、業界横断で活用可能な状態に統合する技術基盤と、

当該データを用いたデータ×AIソリューション群の研究開発に取り組んでおります。この結果、当中間連結会計期

間における研究開発費の総額は219,914千円となりました。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

第８期連結会計年度（自 2025年１月１日 至 2025年12月31日）

当連結会計年度において、実施した設備投資の総額は11,399千円であり、その主なものは、人員増加に伴う業務用

パソコン等の工具、器具及び備品の取得であります。

なお、当連結会計年度において重要な設備の除却、売却等はありません。

また、当社グループは、不動産プラットフォーム事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略し

ております。

第９期中間連結会計期間（自 2026年１月１日 至 2026年６月30日）

当中間連結会計期間において、実施した設備投資の総額は7,342千円であり、その主なものは、人員増加に伴う業務

用パソコン等の工具、器具及び備品の取得であります。

なお、当中間連結会計期間において重要な設備の除却、売却等はありません。

また、当社グループは、不動産プラットフォーム事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略し

ております。

２ 【主要な設備の状況】

第８期連結会計年度（自 2025年１月１日 至 2025年12月31日）

(1) 提出会社

2025年12月31日現在

事業所名
(所在地)

設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数
(名)

建物附属設備
工具、器具
及び備品

合計

本社
(東京都港区)

業務用PC等 0 12,589 12,589 123

(注) １．現在休止中の主要な設備はありません。

２．本社の建物は賃借しており、その年間賃借料は71,274千円です。

３．当社グループは、不動産プラットフォーム事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略し

ております。

(2) 国内子会社

2025年12月31日現在

会社名
事業所名
（所在地）

設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数

(名)建物
附属設備

工具、器具
及び備品

合計

株式会社日本不動産情報
リサーチ＆コンサルティング

本社
（新潟県新潟市）

本社事務所
業務用PC等

11,008 4,377 15,385 13

第９期中間連結会計期間（自 2026年１月１日 至 2026年６月30日）

当中間連結会計期間において主要な設備に著しい変動はありません。

３ 【設備の新設、除却等の計画】(2026年８月31日現在)

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 61,000,000

計 61,000,000

（注）１．2026年７月24日開催の臨時株主総会決議により、2026年７月24日付で定款の変更がおこなわれておりま

す。これにより、発行可能株式総数は、891,000,000株増加し、900,000,000株となっております。この

うち普通株式は495,000,000株増加し、500,000,000株、Ａ種優先株式、Ａ２種優先株式、Ａ３種優先株

式、Ｂ種優先株式はそれぞれ99,000,000株増加し、100,000,000株となっております。

２．2026年８月31日開催の臨時株主総会決議により、2026年８月31日付で定款の変更が行われております。

これにより、Ａ種優先株式、Ａ２種優先株式、Ａ３種優先株式、Ｂ種優先株式に係る定款の定めが廃止

され、発行可能株式総数は、839,000,000株減少し、61,000,000株となっております。

② 【発行済株式】

種類 発行数(株)
上場金融商品取引所名又は

登録認可金融商品取引業協会名
内容

普通株式 15,443,800 非上場 単元株式数は100株であります。

計 15,443,800 ― ―

（注）１．2026年７月15日開催の取締役会決議により、2026年８月28日付でＡ種優先株式、Ａ２種優先株式、Ａ３種

優先株式、Ｂ種優先株式のすべてにつき取得のうえ、対価として各優先株式１株につきそれぞれ普通株式１

株を交付いたしました。また、取得した優先株式のすべてを2026年８月28日付で消却しました。

２．2026年７月15日開催の取締役会決議により、2026年８月31日付で普通株式について１株を100株に株式分割

いたしました。これにより株式数は15,289,362株増加し、発行済株式数は15,443,800株となっております。

３．2026年８月31日開催の臨時株主総会決議により、2026年８月31日付で１単元を100株とする単元株制度を採

用しております。
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(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

（第１回新株予約権）

決議年月日 2020年４月10日

付与対象者の区分及び人数(名) 外部協力者 １

新株予約権の数（個） ※ 393 [393]

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数（株）
※

普通株式 393 [39,300]（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 100 [１]（注）２

新株予約権の行使期間 ※ 2020年４月10日～2050年４月９日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発
行価格及び資本組入額（円） ※

発行価格 100 [１]
資本組入額 50 [0.5]

新株予約権の行使の条件 ※ （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 ※
新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要する
ものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項
※

（注）４

※ 当事業年度の末日（2025年12月31日）における内容を記載しております。最近事業年度の末日から提出日の前月末

現在（2026年９月30日）にかけて変更された事項については、提出日の前月末現在における内容を[ ]内に記載し

ており、その他の事項については最近事業年度の末日における内容から変更はありません。

（注）１．新株予約権の割当日後、当社が株式の分割又は併合をする場合、次の算式により調整されるものとする。か

かる調整は、本新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的である株式の数について

のみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端数についてはこれを切り捨てる。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率

２．新株予約権の割当日後、以下に掲げる事由が発生した場合には、それぞれ以下のとおり行使価額を調整す

る。

① 普通株式につき株式の分割又は株式無償割当てをする場合、以下の算式により行使価額を調整する。

調整後行使価額 ＝調整前行使価額 ×
分割前発行済普通株式数

分割後発行済普通株式数

② 普通株式につき株式の併合をする場合、株式の併合の効力が生ずる日をもって次の算式により、行使価額

を調整する。

調整後行使価額 ＝調整前行使価額 ×
併合前発行済普通株式数

併合後発行済普通株式数

③ 調整前の行使価額を下回る払込金額をもって普通株式を発行又は当社が保有する普通株式を処分する場

合、次の算式により行使価額を調整する。

既発行株式数 ＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
調整前行使価額

既発行株式数＋新規発行株式数

３．新株予約権の行使の条件

① 本新株予約権は、当社の株式のいずれかの金融商品取引所への上場の日が経過するまで行使することはで

きないものとする。但し、当社が株式公開の日の前の行使を別途認めた場合はこの限りではない。

② 上記①にかかわらず、新株予約権者は、当社の買収について、法令上必要な当社の株主総会その他の機関

の承認の決議又は決定が行われた日以降当該買収の効力発生日の５日前までの間に限り、新株予約権を行

使することができるものとする。

③ 各新株予約権の一部は行使できない。

４．当社が合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割若しくは新設分割（それぞれ当社が分割

会社となる場合に限る）、株式交換又は株式移転（以下「組織再編行為」と総称する。）を行う場合は、組

織再編行為の効力発生の直前において行使されておらずかつ当社により取得されていない新株予約権者に対

して、当該新株予約権に代えて、それぞれの場合につき、会社法第236 条第１項第８号のイからホまでに掲

げる株式会社（以下「再編対象会社」と総称する。）の新株予約権を以下の条件に基づき交付するものとす

る。
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① 交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する新株予約権の数を基準に、組織再編行為の条件等を勘案して合理的に決定される

数とする。

② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案して合理的に決定される数とする。

④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法

組織再編行為の条件等を勘案して合理的に決定される額に、上記(注)２で定められる行使価額を調整して

得られる再編後行使価額に、上記③に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式

の数を乗じた額とする。

⑤ 新株予約権を行使することができる期間

上記新株予約権を行使することができる期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日か

ら、上記新株予約権を行使することができる期間の末日までとする。

⑥ 新株予約権の行使の条件、取得事由、その他の新株予約権の内容

新株予約権の内容に準じて定められる。

⑦ 新株予約権の譲渡制限

再編対象会社の取締役会の承認を要する。

⑧ 組織再編行為の際の取扱い

本注釈に準じて定められる。

（第11回新株予約権）

決議年月日 2023年12月25日

付与対象者の区分及び人数(名)
当社取締役 １
当社使用人 42

新株予約権の数（個） ※ 8,300 [7,152]

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数（株）
※

普通株式 8,300 [715,200]（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ １ [１]（注）２

新株予約権の行使期間 ※ 2025年12月26日～2033年12月25日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発
行価格及び資本組入額（円） ※

発行価格 １ [１]
資本組入額 0.5 [0.5]

新株予約権の行使の条件 ※ （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 ※
新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要する
ものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項
※

（注）４

※ 当事業年度の末日（2025年12月31日）における内容を記載しております。最近事業年度の末日から提出日の前月末

現在（2026年９月30日）にかけて変更された事項については、提出日の前月末現在における内容を[ ]内に記載し

ており、その他の事項については最近事業年度の末日における内容から変更はありません。

（注）１．当社が普通株式について株式の分割又は併合を行う場合には、未行使の本新株予約権についてその１個あた

りの目的たる株式数を次の算式に従い調整するものとし、調整により生じる１株の100分の１未満の端数は

切り捨てる。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率

２．当社が普通株式について株式の分割若しくは併合を行う場合、又は無償割当てにより普通株式を発行する場

合には、未行使の本新株予約権について、行使価額を次の算式に従い調整するものとし、調整により生じる

１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額 ＝調整前行使価額 ×
１

分割・併合・無償割当ての比率
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３．新株予約権の行使の条件

① 新株予約権の行使は、行使しようとする本新株予約権又は権利者について第11回新株予約権発行要項第７

項各号に定める取得事由が発生していないことを条件とし、取得事由が生じた新株予約権の行使は認めら

れないものとする。但し、当社が特に行使を認めた場合はこの限りでない。

② 権利者は、当社の株式のいずれかの金融商品取引所への上場がなされるまでの期間は、本新株予約権を行

使することはできないものとする。但し、当社が特に行使を認めた場合はこの限りでない。

③ 上記②にかかわらず、権利者は、当社の買収について、法令上又は当社の定款上必要な当社の株主総会そ

の他の機関の承認の決議又は決定が行われた日以降、14日間（但し、買収の効力発生日の前日までの間に

限る。）は、本新株予約権を行使することができるものとする。

４．当社が消滅会社となる吸収合併若しくは新設合併、当社が分割会社となる吸収分割若しくは新設分割、又は

当社が完全子会社となる株式交換若しくは株式移転（以下これらを総称して「組織再編行為」という。）を

行う場合は、組織再編行為の効力発生日の直前において残存する本新株予約権の権利者に対して、手続に応

じそれぞれ合併における存続会社若しくは新設会社、会社分割における承継会社若しくは新設会社、又は株

式交換若しくは株式移転における完全親会社（いずれの場合も株式会社に限る。以下総称して「再編対象会

社」という。）の新株予約権を、下記の方針に従って交付することとする。

① 交付する再編対象会社の新株予約権の数

権利者が保有する本新株予約権の目的である株式数に組織再編行為の比率を乗じた数を目的である株式数

とする新株予約権の数をそれぞれ交付するものとする。

② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記に準じて決定する。

④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記(注)２で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価額

に、③に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額とする。

⑤ 新株予約権を行使することができる期間

上記新株予約権を行使することができる期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日か

ら、上記新株予約権を行使することができる期間の末日までとする。

⑥ 新株予約権の行使の条件、取得事由、その他の新株予約権の内容

新株予約権の内容に準じて、組織再編行為にかかる契約又は計画において定めるものとする。

⑦ 新株予約権の譲渡制限

新株予約権の譲渡について、再編対象会社の取締役会の承認を要するものとする。

⑧ 組織再編行為の際の取扱い

本注釈に準じて定められる。

（第12回新株予約権）

決議年月日 2024年３月13日

付与対象者の区分及び人数(名) 当社使用人 46

新株予約権の数（個） ※ 524 [495]

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数（株）
※

普通株式 524 [49,500]（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ １ [１]（注）２

新株予約権の行使期間 ※ 2026年３月14日～2034年３月13日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発
行価格及び資本組入額（円） ※

発行価格 １ [１]
資本組入額 0.5 [0.5]

新株予約権の行使の条件 ※ （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 ※
新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要する
ものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項
※

（注）４
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※ 当事業年度の末日（2025年12月31日）における内容を記載しております。最近事業年度の末日から提出日の前月末

現在（2026年９月30日）にかけて変更された事項については、提出日の前月末現在における内容を[ ]内に記載し

ており、その他の事項については最近事業年度の末日における内容から変更はありません。

（注）１．当社が普通株式について株式の分割又は併合を行う場合には、未行使の本新株予約権についてその１個あた

りの目的たる株式数を次の算式に従い調整するものとし、調整により生じる１株の100分の１未満の端数は

切り捨てる。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率

２．当社が普通株式について株式の分割若しくは併合を行う場合、又は無償割当てにより普通株式を発行する場

合には、未行使の本新株予約権について、行使価額を次の算式に従い調整するものとし、調整により生じる

１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額 ＝調整前行使価額 ×
１

分割・併合・無償割当ての比率

３．新株予約権の行使の条件

① 新株予約権の行使は、行使しようとする本新株予約権又は権利者について第12回新株予約権発行要項第７

項各号に定める取得事由が発生していないことを条件とし、取得事由が生じた新株予約権の行使は認めら

れないものとする。但し、当社が特に行使を認めた場合はこの限りでない。

② 権利者は、当社の株式のいずれかの金融商品取引所への上場がなされるまでの期間は、本新株予約権を行

使することはできないものとする。但し、当社が特に行使を認めた場合はこの限りでない。

③ 上記②にかかわらず、権利者は、当社の買収について、法令上又は当社の定款上必要な当社の株主総会そ

の他の機関の承認の決議又は決定が行われた日以降、14日間（但し、買収の効力発生日の前日までの間に

限る。）は、本新株予約権を行使することができるものとする。

４．当社が消滅会社となる吸収合併若しくは新設合併、当社が分割会社となる吸収分割若しくは新設分割、又は

当社が完全子会社となる株式交換若しくは株式移転（以下これらを総称して「組織再編行為」という。）を

行う場合は、組織再編行為の効力発生日の直前において残存する本新株予約権の権利者に対して、手続に応

じそれぞれ合併における存続会社若しくは新設会社、会社分割における承継会社若しくは新設会社、又は株

式交換若しくは株式移転における完全親会社（いずれの場合も株式会社に限る。以下総称して「再編対象会

社」という。）の新株予約権を、下記の方針に従って交付することとする。

① 交付する再編対象会社の新株予約権の数

権利者が保有する本新株予約権の目的である株式数に組織再編行為の比率を乗じた数を目的である株式数

とする新株予約権の数をそれぞれ交付するものとする。

② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記に準じて決定する。

④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記(注)２で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価額

に、③に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額とする。

⑤ 新株予約権を行使することができる期間

上記新株予約権を行使することができる期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日か

ら、上記新株予約権を行使することができる期間の末日までとする。

⑥ 新株予約権の行使の条件、取得事由、その他の新株予約権の内容

新株予約権の内容に準じて、組織再編行為にかかる契約又は計画において定めるものとする。

⑦ 新株予約権の譲渡制限

新株予約権の譲渡について、再編対象会社の取締役会の承認を要するものとする。

⑧ 組織再編行為の際の取扱い

本注釈に準じて定められる。
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（第13回新株予約権）

決議年月日 2024年８月29日

付与対象者の区分及び人数(名) 当社使用人 66

新株予約権の数（個） ※ 785 [729]

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数（株）
※

普通株式 785 [72,900]（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ １ [１]（注）２

新株予約権の行使期間 ※ 2026年８月30日～2034年８月29日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発
行価格及び資本組入額（円） ※

発行価格 1 [１]
資本組入額 0.5 [0.5]

新株予約権の行使の条件 ※ （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 ※
新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要する
ものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項
※

（注）４

※ 当事業年度の末日（2025年12月31日）における内容を記載しております。最近事業年度の末日から提出日の前月末

現在（2026年９月30日）にかけて変更された事項については、提出日の前月末現在における内容を[ ]内に記載し

ており、その他の事項については最近事業年度の末日における内容から変更はありません。

（注）１．当社が普通株式について株式の分割又は併合を行う場合には、未行使の本新株予約権についてその１個あた

りの目的たる株式数を次の算式に従い調整するものとし、調整により生じる１株の100分の１未満の端数は

切り捨てる。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率

２．当社が普通株式について株式の分割若しくは併合を行う場合、又は無償割当てにより普通株式を発行する場

合には、未行使の本新株予約権について、行使価額を次の算式に従い調整するものとし、調整により生じる

１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額 ＝調整前行使価額 ×
１

分割・併合・無償割当ての比率

３．新株予約権の行使の条件

① 新株予約権の行使は、行使しようとする本新株予約権又は権利者について第13回新株予約権発行要項第７

項各号に定める取得事由が発生していないことを条件とし、取得事由が生じた新株予約権の行使は認めら

れないものとする。但し、当社が特に行使を認めた場合はこの限りでない。

② 権利者は、当社の株式のいずれかの金融商品取引所への上場がなされるまでの期間は、本新株予約権を行

使することはできないものとする。但し、当社が特に行使を認めた場合はこの限りでない。

③ 上記②にかかわらず、権利者は、当社の買収について、法令上又は当社の定款上必要な当社の株主総会そ

の他の機関の承認の決議又は決定が行われた日以降、14日間（但し、買収の効力発生日の前日までの間に

限る。）は、本新株予約権を行使することができるものとする。

４．当社が消滅会社となる吸収合併若しくは新設合併、当社が分割会社となる吸収分割若しくは新設分割、又は

当社が完全子会社となる株式交換若しくは株式移転（以下これらを総称して「組織再編行為」という。）を

行う場合は、組織再編行為の効力発生日の直前において残存する本新株予約権の権利者に対して、手続に応

じそれぞれ合併における存続会社若しくは新設会社、会社分割における承継会社若しくは新設会社、又は株

式交換若しくは株式移転における完全親会社（いずれの場合も株式会社に限る。以下総称して「再編対象会

社」という。）の新株予約権を、下記の方針に従って交付することとする。

① 交付する再編対象会社の新株予約権の数

権利者が保有する本新株予約権の目的である株式数に組織再編行為の比率を乗じた数を目的である株式数

とする新株予約権の数をそれぞれ交付するものとする。

② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記に準じて決定する。

④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記(注)２で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価額

に、③に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額とする。
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⑤ 新株予約権を行使することができる期間

上記新株予約権を行使することができる期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日か

ら、上記新株予約権を行使することができる期間の末日までとする。

⑥ 新株予約権の行使の条件、取得事由、その他の新株予約権の内容

新株予約権の内容に準じて、組織再編行為にかかる契約又は計画において定めるものとする。

⑦ 新株予約権の譲渡制限

新株予約権の譲渡について、再編対象会社の取締役会の承認を要するものとする。

⑧ 組織再編行為の際の取扱い

本注釈に準じて定められる。

（第14回新株予約権）

決議年月日 2024年12月19日

付与対象者の区分及び人数(名) 当社監査役 ３

新株予約権の数（個） ※ 90 [90]

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数（株）
※

普通株式 90 [9,000]（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 13,917 [140]（注）２

新株予約権の行使期間 ※ 2024年12月20日～2034年12月19日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発
行価格及び資本組入額（円） ※

発行価格 13,917 [140]
資本組入額 6,958.5 [70]

新株予約権の行使の条件 ※ （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 ※
新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要する
ものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項
※

（注）４

※ 当事業年度の末日（2025年12月31日）における内容を記載しております。最近事業年度の末日から提出日の前月末

現在（2026年９月30日）にかけて変更された事項については、提出日の前月末現在における内容を[ ]内に記載し

ており、その他の事項については最近事業年度の末日における内容から変更はありません。

（注）１．当社が普通株式について株式の分割又は併合を行う場合には、未行使の本新株予約権についてその１個あた

りの目的たる株式数を次の算式に従い調整するものとし、調整により生じる１株の100分の１未満の端数は

切り捨てる。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率

２．当社が普通株式について株式の分割若しくは併合を行う場合、又は無償割当てにより普通株式を発行する場

合には、未行使の本新株予約権について、行使価額を次の算式に従い調整するものとし、調整により生じる

１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額 ＝調整前行使価額 ×
１

分割・併合・無償割当ての比率

３．新株予約権の行使の条件

① 新株予約権の行使は、行使しようとする本新株予約権又は権利者について第14回新株予約権発行要項第７

項各号に定める取得事由が発生していないことを条件とし、取得事由が生じた新株予約権の行使は認めら

れないものとする。但し、当社が特に行使を認めた場合はこの限りでない。

② 権利者は、当社の株式のいずれかの金融商品取引所への上場がなされるまでの期間は、本新株予約権を行

使することはできないものとする。但し、当社が特に行使を認めた場合はこの限りでない。

③ 上記②にかかわらず、権利者は、当社の買収について、法令上又は当社の定款上必要な当社の株主総会そ

の他の機関の承認の決議又は決定が行われた日以降、14日間（但し、買収の効力発生日の前日までの間に

限る。）は、本新株予約権を行使することができるものとする。

４．当社が消滅会社となる吸収合併若しくは新設合併、当社が分割会社となる吸収分割若しくは新設分割、又は

当社が完全子会社となる株式交換若しくは株式移転（以下これらを総称して「組織再編行為」という。）を

行う場合は、組織再編行為の効力発生日の直前において残存する本新株予約権の権利者に対して、手続に応

じそれぞれ合併における存続会社若しくは新設会社、会社分割における承継会社若しくは新設会社、又は株

式交換若しくは株式移転における完全親会社（いずれの場合も株式会社に限る。以下総称して「再編対象会

社」という。）の新株予約権を、下記の方針に従って交付することとする。
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① 交付する再編対象会社の新株予約権の数

権利者が保有する本新株予約権の目的である株式数に組織再編行為の比率を乗じた数を目的である株式数

とする新株予約権の数をそれぞれ交付するものとする。

② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記に準じて決定する。

④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記(注)２で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価額

に、③に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額とする。

⑤ 新株予約権を行使することができる期間

上記新株予約権を行使することができる期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日か

ら、上記新株予約権を行使することができる期間の末日までとする。

⑥ 新株予約権の行使の条件、取得事由、その他の新株予約権の内容

新株予約権の内容に準じて、組織再編行為にかかる契約又は計画において定めるものとする。

⑦ 新株予約権の譲渡制限

新株予約権の譲渡について、再編対象会社の取締役会の承認を要するものとする。

⑧ 組織再編行為の際の取扱い

本注釈に準じて定められる。

（第15回新株予約権）

決議年月日 2024年12月19日

付与対象者の区分及び人数(名) 当社取締役 ４

新株予約権の数（個） ※ 4,800 [4,800]

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数（株）
※

普通株式 4,800 [480,000]（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 13,917 [140]（注）２

新株予約権の行使期間 ※ 2024年12月20日～2031年12月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発
行価格及び資本組入額（円） ※

発行価格 13,917 [140]
資本組入額 6,958.5 [70]

新株予約権の行使の条件 ※ （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 ※
新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要する
ものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項
※

（注）４

※ 当事業年度の末日（2025年12月31日）における内容を記載しております。最近事業年度の末日から提出日の前月末

現在（2026年９月30日）にかけて変更された事項については、提出日の前月末現在における内容を[ ]内に記載し

ており、その他の事項については最近事業年度の末日における内容から変更はありません。

（注）１．当社が普通株式について株式の分割又は併合を行う場合には、未行使の本新株予約権についてその１個あた

りの目的たる株式数を次の算式に従い調整するものとし、調整により生じる１株の100分の１未満の端数は

切り捨てる。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率

２．当社が普通株式について株式の分割若しくは併合を行う場合、又は無償割当てにより普通株式を発行する場

合には、未行使の本新株予約権について、行使価額を次の算式に従い調整するものとし、調整により生じる

１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額 ＝調整前行使価額 ×
１

分割・併合・無償割当ての比率
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３．新株予約権の行使の条件

① 新株予約権の行使は、行使しようとする本新株予約権又は権利者について第15回新株予約権発行要項第７

項各号に定める取得事由が発生していないことを条件とし、取得事由が生じた新株予約権の行使は認めら

れないものとする。但し、当社が特に行使を認めた場合はこの限りでない。

② 権利者は、当社の株式のいずれかの金融商品取引所への上場がなされるまでの期間は、本新株予約権を行

使することはできないものとする。但し、当社が特に行使を認めた場合はこの限りでない。

③ 権利者は、以下の条件を満たした場合に限り、割当てを受けた本新株予約権のうち以下の割合の本新株予

約権を限度として、本新株予約権を行使できる。

a) 権利者は、割当日が属する事業年度の翌期以降のある事業年度末における当社の損益計算書（連結損

益計算書を作成した場合には連結損益計算書。以下本項において同じ。）に記載された売上高（以下「通

期売上」という。）について、65億円以上の通期売上を達成した場合には、割当てを受けた本新株予約権

の3分の1を限度として本新株予約権を行使できる。ただし、2028年1月1日から始まる事業年度末までの達

成を条件とする。

b) 権利者は、割当日が属する事業年度の翌期以降のある事業年度末における当社の通期売上について、

95億円以上の通期売上を達成した場合には、割当てを受けた本新株予約権の3分の1を限度として本新株予

約権を行使できる。ただし、2030年1月1日から始まる事業年度末までの達成を条件とする。

c) 権利者は、割当日が属する事業年度の翌期以降のある事業年度末における当社の損益計算書に記載さ

れた営業利益に減価償却費、のれん償却費及び株式報酬費用を加えた額（以下「通期EBITDA」という。）

について、20億円以上の通期EBITDAを達成した場合には、割当てを受けた本新株予約権の3分の1を限度と

して本新株予約権を行使できる。ただし、2030年1月1日から始まる事業年度末までの達成を条件とする。

④ 権利者は、本新株予約権の行使時において、当社又は当社の関係会社（財務諸表等の用語、様式及び作成

方法に関する規則（昭和38年大蔵省令第59号、その後の改正も含む。）第8条に定める当社の関係会社を

意味する。）の取締役、執行役員、事業責任者、部門責任者又はこれらに類する身分を有している場合そ

の他当社が認めた場合に限り、本新株予約権を行使できるものとする。

⑤ 上記にかかわらず、権利者は、当社の買収について、法令上又は当社の定款上必要な当社の株主総会その

他の機関の承認の決議又は決定が行われた日以降、14日間（但し、買収の効力発生日の前日までの間に限

る。）は、当該決議又は決定の日において上記③及び④の条件を満たす範囲に限り、本新株予約権を行使

することができるものとする。

４．当社が消滅会社となる吸収合併若しくは新設合併、当社が分割会社となる吸収分割若しくは新設分割、又は

当社が完全子会社となる株式交換若しくは株式移転（以下これらを総称して「組織再編行為」という。）を

行う場合は、組織再編行為の効力発生日の直前において残存する本新株予約権の権利者に対して、手続に応

じそれぞれ合併における存続会社若しくは新設会社、会社分割における承継会社若しくは新設会社、又は株

式交換若しくは株式移転における完全親会社（いずれの場合も株式会社に限る。以下総称して「再編対象会

社」という。）の新株予約権を、下記の方針に従って交付することとする。

① 交付する再編対象会社の新株予約権の数

権利者が保有する本新株予約権の目的である株式数に組織再編行為の比率を乗じた数を目的である株式数

とする新株予約権の数をそれぞれ交付するものとする。

② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記に準じて決定する。

④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記(注)２で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価額

に、③に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額とする。

⑤ 新株予約権を行使することができる期間

上記新株予約権を行使することができる期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日か

ら、上記新株予約権を行使することができる期間の末日までとする。

⑥ 新株予約権の行使の条件、取得事由、その他の新株予約権の内容

新株予約権の内容に準じて、組織再編行為にかかる契約又は計画において定めるものとする。

⑦ 新株予約権の譲渡制限

新株予約権の譲渡について、再編対象会社の取締役会の承認を要するものとする。

⑧ 組織再編行為の際の取扱い

本注釈に準じて定められる。
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（第17回新株予約権）

決議年月日 2025年３月26日

付与対象者の区分及び人数(名) 当社使用人 76

新株予約権の数（個） ※ 786 [734]

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数（株）
※

普通株式 786 [73,400]（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ １ [１]（注）２

新株予約権の行使期間 ※ 2027年３月27日～2035年３月26日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発
行価格及び資本組入額（円） ※

発行価格 1 [１]
資本組入額 0.5 [0.5]

新株予約権の行使の条件 ※ （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 ※
新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要する
ものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項
※

（注）４

※ 当事業年度の末日（2025年12月31日）における内容を記載しております。最近事業年度の末日から提出日の前月末

現在（2026年９月30日）にかけて変更された事項については、提出日の前月末現在における内容を[ ]内に記載し

ており、その他の事項については最近事業年度の末日における内容から変更はありません。

（注）１．当社が普通株式について株式の分割又は併合を行う場合には、未行使の本新株予約権についてその１個あた

りの目的たる株式数を次の算式に従い調整するものとし、調整により生じる１株の100分の１未満の端数は

切り捨てる。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率

２．当社が普通株式について株式の分割若しくは併合を行う場合、又は無償割当てにより普通株式を発行する場

合には、未行使の本新株予約権について、行使価額を次の算式に従い調整するものとし、調整により生じる

１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額 ＝調整前行使価額 ×
１

分割・併合・無償割当ての比率

３．新株予約権の行使の条件

① 新株予約権の行使は、行使しようとする本新株予約権又は権利者について第17回新株予約権発行要項第７

項各号に定める取得事由が発生していないことを条件とし、取得事由が生じた新株予約権の行使は認めら

れないものとする。但し、当社が特に行使を認めた場合はこの限りでない。

② 権利者は、当社の株式のいずれかの金融商品取引所への上場がなされるまでの期間は、本新株予約権を行

使することはできないものとする。但し、当社が特に行使を認めた場合はこの限りでない。

③ 上記②にかかわらず、権利者は、当社の買収について、法令上又は当社の定款上必要な当社の株主総会そ

の他の機関の承認の決議又は決定が行われた日以降、14日間（但し、買収の効力発生日の前日までの間に

限る。）は、本新株予約権を行使することができるものとする。

４．当社が消滅会社となる吸収合併若しくは新設合併、当社が分割会社となる吸収分割若しくは新設分割、又は

当社が完全子会社となる株式交換若しくは株式移転（以下これらを総称して「組織再編行為」という。）を

行う場合は、組織再編行為の効力発生日の直前において残存する本新株予約権の権利者に対して、手続に応

じそれぞれ合併における存続会社若しくは新設会社、会社分割における承継会社若しくは新設会社、又は株

式交換若しくは株式移転における完全親会社（いずれの場合も株式会社に限る。以下総称して「再編対象会

社」という。）の新株予約権を、下記の方針に従って交付することとする。

① 交付する再編対象会社の新株予約権の数

権利者が保有する本新株予約権の目的である株式数に組織再編行為の比率を乗じた数を目的である株式数

とする新株予約権の数をそれぞれ交付するものとする。

② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記に準じて決定する。

④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記(注)２で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価額

に、③に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額とする。
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⑤ 新株予約権を行使することができる期間

上記新株予約権を行使することができる期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日か

ら、上記新株予約権を行使することができる期間の末日までとする。

⑥ 新株予約権の行使の条件、取得事由、その他の新株予約権の内容

新株予約権の内容に準じて、組織再編行為にかかる契約又は計画において定めるものとする。

⑦ 新株予約権の譲渡制限

新株予約権の譲渡について、再編対象会社の取締役会の承認を要するものとする。

⑧ 組織再編行為の際の取扱い

本注釈に準じて定められる。

（第18回新株予約権）

決議年月日 2025年８月26日

付与対象者の区分及び人数(名) 当社使用人 89

新株予約権の数（個） ※ 863 [802]

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数（株）
※

普通株式 863 [80,200]（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ １ [１]（注）２

新株予約権の行使期間 ※ 2027年８月27日～2035年８月26日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発
行価格及び資本組入額（円） ※

発行価格 1 [１]
資本組入額 0.5 [0.5]

新株予約権の行使の条件 ※ （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 ※
新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要する
ものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項
※

（注）４

※ 当事業年度の末日（2025年12月31日）における内容を記載しております。最近事業年度の末日から提出日の前月末

現在（2026年９月30日）にかけて変更された事項については、提出日の前月末現在における内容を[ ]内に記載し

ており、その他の事項については最近事業年度の末日における内容から変更はありません。

（注）１．当社が普通株式について株式の分割又は併合を行う場合には、未行使の本新株予約権についてその１個あた

りの目的たる株式数を次の算式に従い調整するものとし、調整により生じる１株の100分の１未満の端数は

切り捨てる。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率

２．当社が普通株式について株式の分割若しくは併合を行う場合、又は無償割当てにより普通株式を発行する場

合には、未行使の本新株予約権について、行使価額を次の算式に従い調整するものとし、調整により生じる

１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額 ＝調整前行使価額 ×
１

分割・併合・無償割当ての比率

３．新株予約権の行使の条件

① 新株予約権の行使は、行使しようとする本新株予約権又は権利者について第18回新株予約権発行要項第７

項各号に定める取得事由が発生していないことを条件とし、取得事由が生じた新株予約権の行使は認めら

れないものとする。但し、当社が特に行使を認めた場合はこの限りでない。

② 権利者は、当社の株式のいずれかの金融商品取引所への上場がなされるまでの期間は、本新株予約権を行

使することはできないものとする。但し、当社が特に行使を認めた場合はこの限りでない。

③ 上記②にかかわらず、権利者は、当社の買収について、法令上又は当社の定款上必要な当社の株主総会そ

の他の機関の承認の決議又は決定が行われた日以降、14日間（但し、買収の効力発生日の前日までの間に

限る。）は、本新株予約権を行使することができるものとする。

４．当社が消滅会社となる吸収合併若しくは新設合併、当社が分割会社となる吸収分割若しくは新設分割、又は

当社が完全子会社となる株式交換若しくは株式移転（以下これらを総称して「組織再編行為」という。）を

行う場合は、組織再編行為の効力発生日の直前において残存する本新株予約権の権利者に対して、手続に応

じそれぞれ合併における存続会社若しくは新設会社、会社分割における承継会社若しくは新設会社、又は株

式交換若しくは株式移転における完全親会社（いずれの場合も株式会社に限る。以下総称して「再編対象会

社」という。）の新株予約権を、下記の方針に従って交付することとする。
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① 交付する再編対象会社の新株予約権の数

権利者が保有する本新株予約権の目的である株式数に組織再編行為の比率を乗じた数を目的である株式数

とする新株予約権の数をそれぞれ交付するものとする。

② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記に準じて決定する。

④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記(注)２で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価額

に、③に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額とする。

⑤ 新株予約権を行使することができる期間

上記新株予約権を行使することができる期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日か

ら、上記新株予約権を行使することができる期間の末日までとする。

⑥ 新株予約権の行使の条件、取得事由、その他の新株予約権の内容

新株予約権の内容に準じて、組織再編行為にかかる契約又は計画において定めるものとする。

⑦ 新株予約権の譲渡制限

新株予約権の譲渡について、再編対象会社の取締役会の承認を要するものとする。

⑧ 組織再編行為の際の取扱い

本注釈に準じて定められる。

（第19回新株予約権）

決議年月日 2025年８月29日

付与対象者の区分及び人数(名) 当社取締役 １

新株予約権の数（個） ※ 100 [100]

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数（株）
※

普通株式 100 [10,000]（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 26,600 [266]（注）２

新株予約権の行使期間 ※ 2025年９月３日～2031年12月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発
行価格及び資本組入額（円） ※

発行価格 26,600 [266]
資本組入額 13,300 [133]

新株予約権の行使の条件 ※ （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 ※
新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要する
ものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項
※

（注）４

※ 当事業年度の末日（2025年12月31日）における内容を記載しております。最近事業年度の末日から提出日の前月末

現在（2026年９月30日）にかけて変更された事項については、提出日の前月末現在における内容を[ ]内に記載し

ており、その他の事項については最近事業年度の末日における内容から変更はありません。

（注）１．当社が普通株式について株式の分割又は併合を行う場合には、未行使の本新株予約権についてその１個あた

りの目的たる株式数を次の算式に従い調整するものとし、調整により生じる１株の100分の１未満の端数は

切り捨てる。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率

２．当社が普通株式について株式の分割若しくは併合を行う場合、又は無償割当てにより普通株式を発行する場

合には、未行使の本新株予約権について、行使価額を次の算式に従い調整するものとし、調整により生じる

１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額 ＝調整前行使価額 ×
１

分割・併合・無償割当ての比率
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３．新株予約権の行使の条件

① 新株予約権の行使は、行使しようとする本新株予約権又は権利者について第19回新株予約権発行要項第７

項各号に定める取得事由が発生していないことを条件とし、取得事由が生じた新株予約権の行使は認めら

れないものとする。但し、当社が特に行使を認めた場合はこの限りでない。

② 権利者は、当社の株式のいずれかの金融商品取引所への上場がなされるまでの期間は、本新株予約権を行

使することはできないものとする。但し、当社が特に行使を認めた場合はこの限りでない。

③ 上記②にかかわらず、権利者は、当社の買収について、法令上又は当社の定款上必要な当社の株主総会そ

の他の機関の承認の決議又は決定が行われた日以降、14日間（但し、買収の効力発生日の前日までの間に

限る。）は、本新株予約権を行使することができるものとする。

４．当社が消滅会社となる吸収合併若しくは新設合併、当社が分割会社となる吸収分割若しくは新設分割、又は

当社が完全子会社となる株式交換若しくは株式移転（以下これらを総称して「組織再編行為」という。）を

行う場合は、組織再編行為の効力発生日の直前において残存する本新株予約権の権利者に対して、手続に応

じそれぞれ合併における存続会社若しくは新設会社、会社分割における承継会社若しくは新設会社、又は株

式交換若しくは株式移転における完全親会社（いずれの場合も株式会社に限る。以下総称して「再編対象会

社」という。）の新株予約権を、下記の方針に従って交付することとする。

① 交付する再編対象会社の新株予約権の数

権利者が保有する本新株予約権の目的である株式数に組織再編行為の比率を乗じた数を目的である株式数

とする新株予約権の数をそれぞれ交付するものとする。

② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記に準じて決定する。

④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記(注)２で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価額

に、③に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額とする。

⑤ 新株予約権を行使することができる期間

上記新株予約権を行使することができる期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日か

ら、上記新株予約権を行使することができる期間の末日までとする。

⑥ 新株予約権の行使の条件、取得事由、その他の新株予約権の内容

新株予約権の内容に準じて、組織再編行為にかかる契約又は計画において定めるものとする。

⑦ 新株予約権の譲渡制限

新株予約権の譲渡について、再編対象会社の取締役会の承認を要するものとする。

⑧ 組織再編行為の際の取扱い

本注釈に準じて定められる。

（第20回新株予約権）

決議年月日 2025年８月29日

付与対象者の区分及び人数(名) 当社取締役 １

新株予約権の数（個） ※ 300 [300]

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数（株）
※

普通株式 300 [30,000]（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 26,600 [266]（注）２

新株予約権の行使期間 ※ 2025年９月３日～2031年12月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発
行価格及び資本組入額（円） ※

発行価格 26,600 [266]
資本組入額 13,300 [133]

新株予約権の行使の条件 ※ （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 ※
新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要する
ものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項
※

（注）４



― 43 ―

※ 当事業年度の末日（2025年12月31日）における内容を記載しております。最近事業年度の末日から提出日の前月末

現在（2026年９月30日）にかけて変更された事項については、提出日の前月末現在における内容を[ ]内に記載し

ており、その他の事項については最近事業年度の末日における内容から変更はありません。

（注）１．当社が普通株式について株式の分割又は併合を行う場合には、未行使の本新株予約権についてその１個あた

りの目的たる株式数を次の算式に従い調整するものとし、調整により生じる１株の100分の１未満の端数は

切り捨てる。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率

２．当社が普通株式について株式の分割若しくは併合を行う場合、又は無償割当てにより普通株式を発行する場

合には、未行使の本新株予約権について、行使価額を次の算式に従い調整するものとし、調整により生じる

１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額 ＝調整前行使価額 ×
１

分割・併合・無償割当ての比率

３．新株予約権の行使の条件

① 新株予約権の行使は、行使しようとする本新株予約権又は権利者について第20回新株予約権発行要項第７

項各号に定める取得事由が発生していないことを条件とし、取得事由が生じた新株予約権の行使は認めら

れないものとする。但し、当社が特に行使を認めた場合はこの限りでない。

② 権利者は、当社の株式のいずれかの金融商品取引所への上場がなされるまでの期間は、本新株予約権を行

使することはできないものとする。但し、当社が特に行使を認めた場合はこの限りでない。

③ 権利者は、以下の条件を満たした場合に限り、割当てを受けた本新株予約権のうち以下の割合の本新株予

約権を限度として、本新株予約権を行使できる。

a) 権利者は、割当日が属する事業年度の翌期以降のある事業年度末における当社の損益計算書（連結損益

計算書を作成した場合には連結損益計算書。以下本項において同じ。）に記載された売上高（以下「通

期売上」という。）について、65億円以上の通期売上を達成した場合には、割当てを受けた本新株予約

権の3分の1を限度として本新株予約権を行使できる。ただし、2028年1月1日から始まる事業年度末まで

の達成を条件とする。

b) 権利者は、割当日が属する事業年度の翌期以降のある事業年度末における当社の通期売上について、95

億円以上の通期売上を達成した場合には、割当てを受けた本新株予約権の3分の1を限度として本新株予

約権を行使できる。ただし、2030年1月1日から始まる事業年度末までの達成を条件とする。

c) 権利者は、割当日が属する事業年度の翌期以降のある事業年度末における当社の損益計算書に記載され

た営業利益に減価償却費、のれん償却費及び株式報酬費用を加えた額（以下「通期EBITDA」という。）

について、20億円以上の通期EBITDAを達成した場合には、割当てを受けた本新株予約権の3分の1を限度

として本新株予約権を行使できる。ただし、2030年1月1日から始まる事業年度末までの達成を条件とす

る。

④ 権利者は、本新株予約権の行使時において、当社又は当社の関係会社（財務諸表等の用語、様式及び作成

方法に関する規則（昭和38年大蔵省令第59号、その後の改正も含む。）第8条に定める当社の関係会社を

意味する。）の取締役の身分を有している場合その他当社が認めた場合に限り、本新株予約権を行使でき

るものとする。

⑤ 上記にかかわらず、権利者は、当社の買収について、法令上又は当社の定款上必要な当社の株主総会その

他の機関の承認の決議又は決定が行われた日以降、14日間（但し、買収の効力発生日の前日までの間に限

る。）は、当該決議又は決定の日において上記③及び④の条件を満たす範囲に限り、本新株予約権を行使

することができるものとする。

４．当社が消滅会社となる吸収合併若しくは新設合併、当社が分割会社となる吸収分割若しくは新設分割、又は

当社が完全子会社となる株式交換若しくは株式移転（以下これらを総称して「組織再編行為」という。）を

行う場合は、組織再編行為の効力発生日の直前において残存する本新株予約権の権利者に対して、手続に応

じそれぞれ合併における存続会社若しくは新設会社、会社分割における承継会社若しくは新設会社、又は株

式交換若しくは株式移転における完全親会社（いずれの場合も株式会社に限る。以下総称して「再編対象会

社」という。）の新株予約権を、下記の方針に従って交付することとする。

① 交付する再編対象会社の新株予約権の数

権利者が保有する本新株予約権の目的である株式数に組織再編行為の比率を乗じた数を目的である株式数

とする新株予約権の数をそれぞれ交付するものとする。

② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記に準じて決定する。

④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記(注)２で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価額

に、③に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額とする。
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⑤ 新株予約権を行使することができる期間

上記新株予約権を行使することができる期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日か

ら、上記新株予約権を行使することができる期間の末日までとする。

⑥ 新株予約権の行使の条件、取得事由、その他の新株予約権の内容

新株予約権の内容に準じて、組織再編行為にかかる契約又は計画において定めるものとする。

⑦ 新株予約権の譲渡制限

新株予約権の譲渡について、再編対象会社の取締役会の承認を要するものとする。

⑧ 組織再編行為の際の取扱い

本注釈に準じて定められる。
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（第21回新株予約権）

決議年月日 2026年２月26日

付与対象者の区分及び人数(名) 当社使用人 107

新株予約権の数（個） ※ 2,935 [2,775]

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数（株）
※

普通株式 2,935 [277,500]（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 94,418 [945]（注）２

新株予約権の行使期間 ※ 2028年２月27日～2036年２月26日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発
行価格及び資本組入額（円） ※

発行価格 94,418 [945]
資本組入額 47,209 [472.5]

新株予約権の行使の条件 ※ （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 ※
新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要す
るものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項
※

（注）４

※ 新株予約権証券の発行時（2026年２月28日）における内容を記載しております。発行日から提出日の前月末現在

（2026年９月30日）にかけて変更された事項については、提出日の前月末現在における内容を［ ］内に記載して

おり、その他の事項について発行時における内容から変更はありません。

（注）１．当社が普通株式について株式の分割又は併合を行う場合には、未行使の本新株予約権についてその１個あた

りの目的たる株式数を次の算式に従い調整するものとし、調整により生じる１株の100分の１未満の端数は

切り捨てる。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率

２．当社が普通株式について株式の分割若しくは併合を行う場合、又は無償割当てにより普通株式を発行する場

合には、未行使の本新株予約権について、行使価額を次の算式に従い調整するものとし、調整により生じ

る１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額 ＝調整前行使価額 ×
１

分割・併合・無償割当ての比率

３．新株予約権の行使の条件

① 新株予約権の行使は、行使しようとする本新株予約権又は権利者について第21回新株予約権発行要項

第７項各号に定める取得事由が発生していないことを条件とし、取得事由が生じた新株予約権の行使

は認められないものとする。但し、当社が特に行使を認めた場合はこの限りでない。

② 権利者は、当社の株式のいずれかの金融商品取引所への上場がなされるまでの期間は、本新株予約権

を行使することはできないものとする。但し、当社が特に行使を認めた場合はこの限りでない。

③ 上記②にかかわらず、権利者は、当社の買収について、法令上又は当社の定款上必要な当社の株主総

会その他の機関の承認の決議又は決定が行われた日以降、14日間（但し、買収の効力発生日の前日ま

での間に限る。）は、本新株予約権を行使することができるものとする。

４．当社が消滅会社となる吸収合併若しくは新設合併、当社が分割会社となる吸収分割若しくは新設分割、又は

当社が完全子会社となる株式交換若しくは株式移転（以下これらを総称して「組織再編行為」という。）

を行う場合は、組織再編行為の効力発生日の直前において残存する本新株予約権の権利者に対して、手続

に応じそれぞれ合併における存続会社若しくは新設会社、会社分割における承継会社若しくは新設会社、

又は株式交換若しくは株式移転における完全親会社（いずれの場合も株式会社に限る。以下総称して「再

編対象会社」という。）の新株予約権を、下記の方針に従って交付することとする。

① 交付する再編対象会社の新株予約権の数

権利者が保有する本新株予約権の目的である株式数に組織再編行為の比率を乗じた数を目的である株

式数とする新株予約権の数をそれぞれ交付するものとする。

② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記に準じて決定する。

④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記（注）２で定められる行使価額を調整して得られる再編後行

使価額に、③に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額と
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する。

⑤ 新株予約権を行使することができる期間

上記新株予約権を行使することができる期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い

日から、上記新株予約権を行使することができる期間の末日までとする。

⑥ 新株予約権の行使の条件、取得事由、その他の新株予約権の内容

新株予約権の内容に準じて、組織再編行為にかかる契約又は計画において定めるものとする。

⑦ 新株予約権の譲渡制限

新株予約権の譲渡について、再編対象会社の取締役会の承認を要するものとする。

⑧ 組織再編行為の際の取扱い

本注釈に準じて定められる。

（第22回新株予約権）

決議年月日 2026年３月20日

付与対象者の区分及び人数(名) 当社使用人 １

新株予約権の数（個） ※ 80 [80]

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数（株）
※

普通株式 80 [8,000]（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ １ [１]（注）２

新株予約権の行使期間 ※ 2028年３月21日～2036年３月20日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発
行価格及び資本組入額（円） ※

発行価格 １ [１]
資本組入額 0.5 [0.5]

新株予約権の行使の条件 ※ （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 ※
新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要す
るものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項
※

（注）４

※ 新株予約権証券の発行時（2026年３月22日）における内容を記載しております。発行日から提出日の前月末現在

（2026年９月30日）にかけて変更された事項については、提出日の前月末現在における内容を［ ］内に記載して

おり、その他の事項については発行時における内容から変更はありません。

（注）１．当社が普通株式について株式の分割又は併合を行う場合には、未行使の本新株予約権についてその１個あた

りの目的たる株式数を次の算式に従い調整するものとし、調整により生じる１株の100分の１未満の端数は

切り捨てる。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率

２．当社が普通株式について株式の分割若しくは併合を行う場合、又は無償割当てにより普通株式を発行する場

合には、未行使の本新株予約権について、行使価額を次の算式に従い調整するものとし、調整により生じ

る１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額 ＝調整前行使価額 ×
１

分割・併合・無償割当ての比率

３．新株予約権の行使の条件

① 新株予約権の行使は、行使しようとする本新株予約権又は権利者について第22回新株予約権発行要項

第７項各号に定める取得事由が発生していないことを条件とし、取得事由が生じた新株予約権の行使

は認められないものとする。但し、当社が特に行使を認めた場合はこの限りでない。

② 権利者は、当社の株式のいずれかの金融商品取引所への上場がなされるまでの期間は、本新株予約権

を行使することはできないものとする。但し、当社が特に行使を認めた場合はこの限りでない。

③ 上記②にかかわらず、権利者は、当社の買収について、法令上又は当社の定款上必要な当社の株主総

会その他の機関の承認の決議又は決定が行われた日以降、14日間（但し、買収の効力発生日の前日ま

での間に限る。）は、本新株予約権を行使することができるものとする。
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４．当社が消滅会社となる吸収合併若しくは新設合併、当社が分割会社となる吸収分割若しくは新設分割、又は

当社が完全子会社となる株式交換若しくは株式移転（以下これらを総称して「組織再編行為」という。）

を行う場合は、組織再編行為の効力発生日の直前において残存する本新株予約権の権利者に対して、手続

に応じそれぞれ合併における存続会社若しくは新設会社、会社分割における承継会社若しくは新設会社、

又は株式交換若しくは株式移転における完全親会社（いずれの場合も株式会社に限る。以下総称して「再

編対象会社」という。）の新株予約権を、下記の方針に従って交付することとする。

① 交付する再編対象会社の新株予約権の数

権利者が保有する本新株予約権の目的である株式数に組織再編行為の比率を乗じた数を目的である株

式数とする新株予約権の数をそれぞれ交付するものとする。

② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記に準じて決定する。

④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記（注）2で定められる行使価額を調整して得られる再編後行

使価額に、③に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額と

する。

⑤ 新株予約権を行使することができる期間

上記新株予約権を行使することができる期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い

日から、上記新株予約権を行使することができる期間の末日までとする。

⑥ 新株予約権の行使の条件、取得事由、その他の新株予約権の内容

新株予約権の内容に準じて、組織再編行為にかかる契約又は計画において定めるものとする。

⑦ 新株予約権の譲渡制限

新株予約権の譲渡について、再編対象会社の取締役会の承認を要するものとする。

⑧ 組織再編行為の際の取扱い

本注釈に準じて定められる。

（第23回新株予約権）

決議年月日 2026年８月14日

付与対象者の区分及び人数(名) 当社使用人 120

新株予約権の数（個）※ 3,265 [3,265]

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数（株）※ 普通株式 3,265 [326,500]（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ （注）２

新株予約権の行使期間 ※ 2028年８月15日～2036年８月14日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行
価格及び資本組入額（円） ※

（注）３

新株予約権の行使の条件 ※ （注）４

新株予約権の譲渡に関する事項 ※
新株予約権の譲渡については、取締役会の承認
を要するものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ※ （注）５

※ 新株予約権証券の発行時（2026年８月15日）における内容を記載しております。発行日から提出日の前月末現在

（2026年９月30日）にかけて変更された事項については、提出日の前月末現在における内容を［ ］内に記載してお

り、その他の事項については発行時における内容から変更はありません。

（注）１．当社が普通株式について株式の分割又は併合を行う場合には、未行使の本新株予約権についてその１個あた

りの目的たる株式数を次の算式に従い調整するものとし、調整により生じる１株の100分の１未満の端数は

切り捨てる。
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調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率

なお、本株式分割に伴い、目的となる株式数は326,500株に調整されました。

２．新株予約権の行使時の払込金額（行使価額）は、１株につき、当社の普通株式がいずれかの金融商品取引所

に上場される場合における募集又は売出しに係る当社の普通株式の発行価格若しくは売出価格、又は金

147,883円のいずれか高い金額（但し、当社の普通株式がいずれかの金融商品取引所に上場されるまでの期

間は金147,883円）としている。なお、当社が普通株式について株式の分割若しくは併合を行う場合、又は

無償割当てにより普通株式を発行する場合には、未行使の本新株予約権について、行使価額を次の算式に従

い調整するものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額＝調整前行使価額 ×
１

分割・併合・無償割当ての比率

３．新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格は、上記（注）２に記載の方法により決定さ

れる行使価額であり、当社の普通株式の上場に係る公開価格等により定まるため、現時点においては確定し

ていない。また、資本組入額は、当該発行価格に発行する株式数を乗じて算出される資本金等増加限度額

（会社計算規則第17条）に0.5を乗じた額とし、計算の結果１円未満の端数を生じる場合は、その端数を切

り上げた額とする。なお、増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額から増加する資本金の額を減じ

た額とする。

４．新株予約権の行使の条件

① 新株予約権の行使は、行使しようとする本新株予約権又は権利者について第23回新株予約権発行要項

第７項各号に定める取得事由が発生していないことを条件とし、取得事由が生じた新株予約権の行使

は認められないものとする。但し、当社が特に行使を認めた場合はこの限りでない。

② 権利者は、当社の株式のいずれかの金融商品取引所への上場がなされるまでの期間は、本新株予約権

を行使することはできないものとする。但し、当社が特に行使を認めた場合はこの限りでない。

③ 上記②にかかわらず、権利者は、当社の買収について、法令上又は当社の定款上必要な当社の株主総

会その他の機関の承認の決議又は決定が行われた日以降、14日間（但し、買収の効力発生日の前日ま

での間に限る。）は、本新株予約権を行使することができるものとする。

５．当社が消滅会社となる吸収合併若しくは新設合併、当社が分割会社となる吸収分割若しくは新設分割、又は

当社が完全子会社となる株式交換若しくは株式移転（以下これらを総称して「組織再編行為」という。）を

行う場合は、組織再編行為の効力発生日の直前において残存する本新株予約権の権利者に対して、手続に応

じそれぞれ合併における存続会社若しくは新設会社、会社分割における承継会社若しくは新設会社、又は株

式交換若しくは株式移転における完全親会社（いずれの場合も株式会社に限る。以下総称して「再編対象会

社」という。）の新株予約権を、下記の方針に従って交付することとする。

① 交付する再編対象会社の新株予約権の数

権利者が保有する本新株予約権の目的である株式数に組織再編行為の比率を乗じた数を目的である株

式数とする新株予約権の数をそれぞれ交付するものとする。

② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記に準じて決定する。

④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記(注)２で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使

価額に、③に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額とす

る。

⑤ 新株予約権を行使することができる期間

上記新株予約権を行使することができる期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い

日から、上記新株予約権を行使することができる期間の末日までとする。

⑥ 新株予約権の行使の条件、取得事由、その他の新株予約権の内容

新株予約権の内容に準じて、組織再編行為にかかる契約又は計画において定めるものとする。

⑦ 新株予約権の譲渡制限

新株予約権の譲渡について、再編対象会社の取締役会の承認を要するものとする。

⑧ 組織再編行為の際の取扱い

本注釈に準じて定められる。
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（第24回新株予約権）

決議年月日 2026年８月14日

付与対象者の区分及び人数(名) 当社使用人 ５

新株予約権の数（個）※ 1,500 [1,500]

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数（株）※ 普通株式 1,500 [150,000]（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ （注）２

新株予約権の行使期間 ※ 2028年８月15日～2036年８月14日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行
価格及び資本組入額（円） ※

（注）３

新株予約権の行使の条件 ※ （注）４

新株予約権の譲渡に関する事項 ※
新株予約権の譲渡については、取締役会の承認
を要するものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ※ （注）５

※ 新株予約権証券の発行時（2026年８月15日）における内容を記載しております。発行日から提出日の前月末現在

（2026年９月30日）にかけて変更された事項については、提出日の前月末現在における内容を［ ］内に記載してお

り、その他の事項については発行時における内容から変更はありません。

（注）１．当社が普通株式について株式の分割又は併合を行う場合には、未行使の本新株予約権についてその１個あた

りの目的たる株式数を次の算式に従い調整するものとし、調整により生じる１株の100分の１未満の端数は

切り捨てる。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率

なお、本株式分割に伴い、目的となる株式数は150,000株に調整されました。

２．新株予約権の行使時の払込金額（行使価額）は、１株につき、当社の普通株式がいずれかの金融商品取引所

に上場される場合における募集又は売出しに係る当社の普通株式の発行価格若しくは売出価格、又は金

147,883円のいずれか高い金額（但し、当社の普通株式がいずれかの金融商品取引所に上場されるまでの期

間は金147,883円）としている。なお、当社が普通株式について株式の分割若しくは併合を行う場合、又は

無償割当てにより普通株式を発行する場合には、未行使の本新株予約権について、行使価額を次の算式に従

い調整するものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額＝調整前行使価額 ×
１

分割・併合・無償割当ての比率

３．新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格は、上記（注）２に記載の方法により決定さ

れる行使価額であり、当社の普通株式の上場に係る公開価格等により定まるため、現時点においては確定し

ていない。また、資本組入額は、当該発行価格に発行する株式数を乗じて算出される資本金等増加限度額

（会社計算規則第17条）に0.5を乗じた額とし、計算の結果１円未満の端数を生じる場合は、その端数を切

り上げた額とする。なお、増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額から増加する資本金の額を減じ

た額とする。

４．新株予約権の行使の条件

① 新株予約権の行使は、行使しようとする本新株予約権又は権利者について第24回新株予約権発行要項

第７項各号に定める取得事由が発生していないことを条件とし、取得事由が生じた新株予約権の行使

は認められないものとする。但し、当社が特に行使を認めた場合はこの限りでない。

② 権利者は、当社の株式のいずれかの金融商品取引所への上場がなされるまでの期間は、本新株予約権

を行使することはできないものとする。但し、当社が特に行使を認めた場合はこの限りでない。

③ 権利者は、以下の条件を満たした場合に限り、割当てを受けた本新株予約権のうち以下の割合の本新

株予約権を限度として、本新株予約権を行使できるものとする。

a) 権利者は、割当日が属する事業年度の翌期以降のある事業年度末における当社の損益計算書（連結損益

計算書を作成した場合には連結損益計算書。以下同じ。）に記載された売上高（以下「通期売上」とい

う。）について、95億円以上の通期売上を達成した場合には、割当てを受けた本新株予約権の２分の１

を限度として本新株予約権を行使できる。但し、2030年１月１日から始まる事業年度末までの達成を条

件とする。

b) 権利者は、割当日が属する事業年度の翌期以降のある事業年度末における当社の損益計算書に記載され

た営業利益に減価償却費、のれん償却費及び株式報酬費用を加えた額（以下「通期EBITDA」という。）

について、20億円以上の通期EBITDAを達成した場合には、割当てを受けた本新株予約権の２分の１を限

度として本新株予約権を行使できる。但し、2030年１月１日から始まる事業年度末までの達成を条件と
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する。

④ 権利者は、本新株予約権の行使時において、当社又は当社の関係会社（財務諸表等の用語、様式及び

作成方法に関する規則（昭和38年大蔵省令第59号、その後の改正も含む。）第8条に定める当社の関

係会社を意味する。）の取締役、執行役員、事業責任者、部門責任者又はこれらに類する身分を有し

ている場合その他当社が認めた場合に限り、本新株予約権を行使できるものとする。

⑤ 上記にかかわらず、権利者は、当社の買収について、法令上又は当社の定款上必要な当社の株主総会

その他の機関の承認の決議又は決定が行われた日以降、14日間（但し、買収の効力発生日の前日まで

の間に限る。）は、当該決議又は決定の日において上記③及び④の条件を満たす範囲に限り、本新株

予約権を行使することができるものとする。

５．当社が消滅会社となる吸収合併若しくは新設合併、当社が分割会社となる吸収分割若しくは新設分割、又は

当社が完全子会社となる株式交換若しくは株式移転（以下これらを総称して「組織再編行為」という。）を

行う場合は、組織再編行為の効力発生日の直前において残存する本新株予約権の権利者に対して、手続に応

じそれぞれ合併における存続会社若しくは新設会社、会社分割における承継会社若しくは新設会社、又は株

式交換若しくは株式移転における完全親会社（いずれの場合も株式会社に限る。以下総称して「再編対象会

社」という。）の新株予約権を、下記の方針に従って交付することとする。

① 交付する再編対象会社の新株予約権の数

権利者が保有する本新株予約権の目的である株式数に組織再編行為の比率を乗じた数を目的である株

式数とする新株予約権の数をそれぞれ交付するものとする。

② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記に準じて決定する。

④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記(注)２で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使

価額に、③に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額とす

る。

⑤ 新株予約権を行使することができる期間

上記新株予約権を行使することができる期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い

日から、上記新株予約権を行使することができる期間の末日までとする。

⑥ 新株予約権の行使の条件、取得事由、その他の新株予約権の内容

新株予約権の内容に準じて、組織再編行為にかかる契約又は計画において定めるものとする。

⑦ 新株予約権の譲渡制限

新株予約権の譲渡について、再編対象会社の取締役会の承認を要するものとする。

⑧ 組織再編行為の際の取扱い

本注釈に準じて定められる。
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（第23-2回新株予約権）

決議年月日 2026年９月１日

付与対象者の区分及び人数(名) 当社使用人 １

新株予約権の数（個）※ 25 [25]

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数（株）※ 普通株式 2,500 [2,500]（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ （注）２

新株予約権の行使期間 ※ 2028年９月２日～2036年９月１日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行
価格及び資本組入額（円）※

（注）３

新株予約権の行使の条件 ※ （注）４

新株予約権の譲渡に関する事項 ※
新株予約権の譲渡については、取締役会の承認
を要するものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ※ （注）５

※ 新株予約権証券の発行時（2026年９月２日）における内容を記載しております。発行日から提出日の前月末現在

（2026年９月30日）にかけて変更された事項については、提出日の前月末現在における内容を［ ］内に記載してお

り、その他の事項については発行時における内容から変更はありません。

（注）１．当社が普通株式について株式の分割又は併合を行う場合には、未行使の本新株予約権についてその１個あた

りの目的たる株式数を次の算式に従い調整するものとし、調整により生じる１株の100分の１未満の端数は

切り捨てる。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率

２．新株予約権の行使時の払込金額（行使価額）は、１株につき、当社の普通株式がいずれかの金融商品取引所

に上場される場合における募集又は売出しに係る当社の普通株式の発行価格若しくは売出価格、又は金

1,479円のいずれか高い金額（但し、当社の普通株式がいずれかの金融商品取引所に上場されるまでの期間

は金1,479円）としている。なお、当社が普通株式について株式の分割若しくは併合を行う場合、又は無償

割当てにより普通株式を発行する場合には、未行使の本新株予約権について、行使価額を次の算式に従い調

整するものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額＝調整前行使価額 ×
１

分割・併合・無償割当ての比率

３．新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格は、上記（注）２に記載の方法により決定さ

れる行使価額であり、当社の普通株式の上場に係る公開価格等により定まるため、現時点においては確定し

ていない。また、資本組入額は、当該発行価格に発行する株式数を乗じて算出される資本金等増加限度額

（会社計算規則第17条）に0.5を乗じた額とし、計算の結果１円未満の端数を生じる場合は、その端数を切

り上げた額とする。なお、増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額から増加する資本金の額を減じ

た額とする。

４．新株予約権の行使の条件

① 新株予約権の行使は、行使しようとする本新株予約権又は権利者について第23-2回新株予約権発行要項

第７項各号に定める取得事由が発生していないことを条件とし、取得事由が生じた新株予約権の行使は

認められないものとする。但し、当社が特に行使を認めた場合はこの限りでない。

② 権利者は、当社の株式のいずれかの金融商品取引所への上場がなされるまでの期間は、本新株予約権を

行使することはできないものとする。但し、当社が特に行使を認めた場合はこの限りでない。

③ 上記②にかかわらず、権利者は、当社の買収について、法令上又は当社の定款上必要な当社の株主総会

その他の機関の承認の決議又は決定が行われた日以降、14日間（但し、買収の効力発生日の前日までの

間に限る。）は、本新株予約権を行使することができるものとする。
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５．当社が消滅会社となる吸収合併若しくは新設合併、当社が分割会社となる吸収分割若しくは新設分割、又は

当社が完全子会社となる株式交換若しくは株式移転（以下これらを総称して「組織再編行為」という。）を

行う場合は、組織再編行為の効力発生日の直前において残存する本新株予約権の権利者に対して、手続に応

じそれぞれ合併における存続会社若しくは新設会社、会社分割における承継会社若しくは新設会社、又は株

式交換若しくは株式移転における完全親会社（いずれの場合も株式会社に限る。以下総称して「再編対象会

社」という。）の新株予約権を、下記の方針に従って交付することとする。

① 交付する再編対象会社の新株予約権の数

権利者が保有する本新株予約権の目的である株式数に組織再編行為の比率を乗じた数を目的である株式

数とする新株予約権の数をそれぞれ交付するものとする。

② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記に準じて決定する。

④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記(注)２で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価

額に、③に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額とする。

⑤ 新株予約権を行使することができる期間

上記新株予約権を行使することができる期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日

から、上記新株予約権を行使することができる期間の末日までとする。

⑥ 新株予約権の行使の条件、取得事由、その他の新株予約権の内容

新株予約権の内容に準じて、組織再編行為にかかる契約又は計画において定めるものとする。

⑦ 新株予約権の譲渡制限

新株予約権の譲渡について、再編対象会社の取締役会の承認を要するものとする。

⑧ 組織再編行為の際の取扱い

本注釈に準じて定められる。
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（第24-2回新株予約権）

決議年月日 2026年９月１日

付与対象者の区分及び人数(名) 当社取締役 １

新株予約権の数（個）※ 300 [300]

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数（株）※ 普通株式 30,000 [30,000]（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ （注）２

新株予約権の行使期間 ※ 2028年９月２日～2036年９月１日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行
価格及び資本組入額（円）※

（注）３

新株予約権の行使の条件 ※ （注）４

新株予約権の譲渡に関する事項 ※
新株予約権の譲渡については、取締役会の承認
を要するものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ※ （注）５

※ 新株予約権証券の発行時（2026年９月２日）における内容を記載しております。発行日から提出日の前月末現在

（2026年９月30日）にかけて変更された事項については、提出日の前月末現在における内容を［ ］内に記載してお

り、その他の事項については発行時における内容から変更はありません。

（注）１．当社が普通株式について株式の分割又は併合を行う場合には、未行使の本新株予約権についてその１個あた

りの目的たる株式数を次の算式に従い調整するものとし、調整により生じる１株の100分の１未満の端数は

切り捨てる。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率

２．新株予約権の行使時の払込金額（行使価額）は、１株につき、当社の普通株式がいずれかの金融商品取引所

に上場される場合における募集又は売出しに係る当社の普通株式の発行価格若しくは売出価格、又は金

1,479円のいずれか高い金額（但し、当社の普通株式がいずれかの金融商品取引所に上場されるまでの期間

は金1,479円）としている。なお、当社が普通株式について株式の分割若しくは併合を行う場合、又は無償

割当てにより普通株式を発行する場合には、未行使の本新株予約権について、行使価額を次の算式に従い調

整するものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額＝調整前行使価額 ×
１

分割・併合・無償割当ての比率

３．新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格は、上記（注）２に記載の方法により決定さ

れる行使価額であり、当社の普通株式の上場に係る公開価格等により定まるため、現時点においては確定し

ていない。また、資本組入額は、当該発行価格に発行する株式数を乗じて算出される資本金等増加限度額

（会社計算規則第17条）に0.5を乗じた額とし、計算の結果１円未満の端数を生じる場合は、その端数を切

り上げた額とする。なお、増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額から増加する資本金の額を減じ

た額とする。

４．新株予約権の行使の条件

① 新株予約権の行使は、行使しようとする本新株予約権又は権利者について第24-2回新株予約権発行要項

第７項各号に定める取得事由が発生していないことを条件とし、取得事由が生じた新株予約権の行使は

認められないものとする。但し、当社が特に行使を認めた場合はこの限りでない。

② 権利者は、当社の株式のいずれかの金融商品取引所への上場がなされるまでの期間は、本新株予約権を

行使することはできないものとする。但し、当社が特に行使を認めた場合はこの限りでない。

③ 権利者は、以下の条件を満たした場合に限り、割当てを受けた本新株予約権のうち以下の割合の本新株

予約権を限度として、本新株予約権を行使できるものとする。

a) 権利者は、割当日が属する事業年度の翌期以降のある事業年度末における当社の損益計算書（連結損益

計算書を作成した場合には連結損益計算書。以下同じ。）に記載された売上高（以下「通期売上」とい

う。）について、95億円以上の通期売上を達成した場合には、割当てを受けた本新株予約権の２分の１

を限度として本新株予約権を行使できる。但し、2030年１月１日から始まる事業年度末までの達成を条

件とする。

b) 権利者は、割当日が属する事業年度の翌期以降のある事業年度末における当社の損益計算書に記載され

た営業利益に減価償却費、のれん償却費及び株式報酬費用を加えた額（以下「通期EBITDA」という。）

について、20億円以上の通期EBITDAを達成した場合には、割当てを受けた本新株予約権の２分の１を限

度として本新株予約権を行使できる。但し、2030年１月１日から始まる事業年度末までの達成を条件と

する。
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④ 権利者は、本新株予約権の行使時において、当社又は当社の関係会社（財務諸表等の用語、様式及び作

成方法に関する規則（昭和38年大蔵省令第59号、その後の改正も含む。）第8条に定める当社の関係会

社を意味する。）の取締役、執行役員、事業責任者、部門責任者又はこれらに類する身分を有している

場合その他当社が認めた場合に限り、本新株予約権を行使できるものとする。

⑤ 上記にかかわらず、権利者は、当社の買収について、法令上又は当社の定款上必要な当社の株主総会そ

の他の機関の承認の決議又は決定が行われた日以降、14日間（但し、買収の効力発生日の前日までの間

に限る。）は、当該決議又は決定の日において上記③及び④の条件を満たす範囲に限り、本新株予約権

を行使することができるものとする。

５．当社が消滅会社となる吸収合併若しくは新設合併、当社が分割会社となる吸収分割若しくは新設分割、又は

当社が完全子会社となる株式交換若しくは株式移転（以下これらを総称して「組織再編行為」という。）を

行う場合は、組織再編行為の効力発生日の直前において残存する本新株予約権の権利者に対して、手続に応

じそれぞれ合併における存続会社若しくは新設会社、会社分割における承継会社若しくは新設会社、又は株

式交換若しくは株式移転における完全親会社（いずれの場合も株式会社に限る。以下総称して「再編対象会

社」という。）の新株予約権を、下記の方針に従って交付することとする。

① 交付する再編対象会社の新株予約権の数

権利者が保有する本新株予約権の目的である株式数に組織再編行為の比率を乗じた数を目的である株式数

とする新株予約権の数をそれぞれ交付するものとする。

② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記に準じて決定する。

④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記(注)２で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価額

に、③に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額とする。

⑤ 新株予約権を行使することができる期間

上記新株予約権を行使することができる期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日か

ら、上記新株予約権を行使することができる期間の末日までとする。

⑥ 新株予約権の行使の条件、取得事由、その他の新株予約権の内容

新株予約権の内容に準じて、組織再編行為にかかる契約又は計画において定めるものとする。

⑦ 新株予約権の譲渡制限

新株予約権の譲渡について、再編対象会社の取締役会の承認を要するものとする。

⑧ 組織再編行為の際の取扱い

本注釈に準じて定められる。

② 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

③ 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。
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(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額

(千円)

資本金残高

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2022年１月11日
（注）１

Ａ３種優先株式
15,500

普通株式
70,000

Ａ種優先株式
17,500

Ａ２種優先株式
21,000

Ａ３種優先株式
15,500

503,750 603,750 503,750 702,755

2022年７月５日
（注）２

―

普通株式
70,000

Ａ種優先株式
17,500

Ａ２種優先株式
21,000

Ａ３種優先株式
15,500

△503,750 100,000 ― 702,755

2023年10月６日
（注）３

Ａ３種優先株式
3,077

普通株式
70,000

Ａ種優先株式
17,500

Ａ２種優先株式
21,000

Ａ３種優先株式
18,577

100,002 200,002 100,002 802,757

2023年12月９日
（注）４

―

普通株式
70,000

Ａ種優先株式
17,500

Ａ２種優先株式
21,000

Ａ３種優先株式
18,577

△100,002 100,000 ― 802,757

2024年10月４日
（注）５

Ｂ種優先株式
22,579

普通株式
70,000

Ａ種優先株式
17,500

Ａ２種優先株式
21,000

Ａ３種優先株式
18,577

Ｂ種優先株式
22,579

1,315,497 1,415,497 1,315,497 2,118,255

2024年10月16日
（注）６

Ｂ種優先株式
1,777

普通株式
70,000

Ａ種優先株式
17,500

Ａ２種優先株式
21,000

Ａ３種優先株式
18,577

Ｂ種優先株式
24,356

103,531 1,519,029 103,531 2,221,786

2024年12月20日
（注）７

Ｂ種優先株式
2,577

普通株式
70,000

Ａ種優先株式
17,500

Ａ２種優先株式
21,000

Ａ３種優先株式
18,577

Ｂ種優先株式
26,933

150,141 1,669,170 150,141 2,371,927
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年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額

(千円)

資本金残高

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2024年12月20日
（注）８

―

普通株式
70,000

Ａ種優先株式
17,500

Ａ２種優先株式
21,000

Ａ３種優先株式
18,577

Ｂ種優先株式
26,933

△1,569,170 100,000 ― 2,371,927

2026年３月31日
（注）９

普通株式
428

普通株式
70,428

Ａ種優先株式
17,500

Ａ２種優先株式
21,000

Ａ３種優先株式
18,577

Ｂ種優先株式
26,933

1,921 101,921 1,921 2,373,849

2026年８月28日
（注）10

普通株式
84,010

普通株式
154,438

Ａ種優先株式
17,500

Ａ２種優先株式
21,000

Ａ３種優先株式
18,577

Ｂ種優先株式
26,933

― 101,921 ― 2,373,849

2026年８月28日
（注）11

Ａ種優先株式
△17,500

Ａ２種優先株式
△21,000

Ａ３種優先株式
△18,577

Ｂ種優先株式
△26,933

普通株式
154,438

― 101,921 ― 2,373,849

2026年８月31日
（注）12

普通株式
15,289,362

普通株式
15,443,800

― 101,921 ― 2,373,849

（注）１．有償第三者割当 15,500株

発行価格 65,000円

資本組入額 32,500円

割当先 UTEC４号投資事業有限責任組合、Globis Fund VI-S, L.P.、グロービス６号Ｓファ

ンド投資事業有限責任組合、グローバル・ブレイン８号投資事業有限責任組合

２．資本政策上の柔軟性及び機動性を確保することを目的に、会社法第447条第１項の規定に基づき、資本金の額

を減少し、その全額をその他資本剰余金に振り替えております。(減少割合83.4％）

３．有償第三者割当 3,077株

発行価格 65,000円

資本組入額 32,500円

割当先 株式会社日本政策投資銀行

４．資本政策上の柔軟性及び機動性を確保することを目的に、会社法第447条第１項の規定に基づき、資本金の額

を減少し、その全額をその他資本剰余金に振り替えております。(減少割合50.0％）

５．有償第三者割当 22,579株

発行価格 116,524円

資本組入額 58,262円

割当先 UTEC４号投資事業有限責任組合、Globis Fund VII-S, L.P.、グロービス７号Ｓファ

ンド投資事業有限責任組合、グローバル・ブレイン８号投資事業有限責任組合、株

式会社日本政策投資銀行、Vertex Growth Fund II Pte. Ltd.

６．有償第三者割当 1,777株

発行価格 116,524円

資本組入額 58,262円
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割当先 UTEC４号投資事業有限責任組合

７．有償第三者割当 2,577株

発行価格 116,524円

資本組入額 58,262円

割当先 三菱UFJ信託銀行株式会社、SuMi TRUSTイノベーション投資事業有限責任組合、ZFP

第２号投資事業有限責任組合

８．資本政策上の柔軟性及び機動性を確保することを目的に、会社法第447条第１項の規定に基づき、資本金の額

を減少し、その全額をその他資本剰余金に振り替えております。(減少割合94.0％）

９．新株予約権（ストックオプション）の権利行使による増加であります。

10．2026年７月15日開催の取締役会決議により、2026年８月28日付でＡ種優先株式、Ａ２種優先株式、Ａ３種優

先株式、Ｂ種優先株式のすべてにつき取得のうえ、対価として各優先株式１株につきそれぞれ普通株式１株

を交付いたしました。

11．2026年８月28日付でＡ種優先株式、Ａ２種優先株式、Ａ３種優先株式、Ｂ種優先株式のすべてにつき消却い

たしました。

12．株式分割（１：100）によるものであります。

13. 財務体質の健全化を図るとともに、今後の資本政策上の柔軟性及び機動性を確保することを目的として、

2026年８月31日開催の臨時株主総会において、会社法第447条第1項に基づき、資本金の額を減少し、最終的

な資本金の額を1,000万円とすること（減少額は会社計算規則第27条に基づきその他資本剰余金へ振り替える

予定）について決議を行っております。この効力が発生する日は、2026年12月31日を予定しております。
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(4) 【所有者別状況】

2026年８月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）

単元未満
株式の状況

(株)
政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数
(人)

― 3 ― 8 4 ― 6 21 ―

所有株式数
(単元)

― 11,474 ― 74,718 20,874 ― 47,372 154,438 ―

所有株式数
の割合(％)

― 7.43 ― 48.38 13.52 ― 30.67 100.00 ―

（注）１．2026年７月15日開催の取締役会決議により、2026年８月31日付で普通株式について１株につき100株の割合

で株式分割を行っており、上記の株式数は当該株式分割後の株式数で記載しております。

２．2026年８月31日開催の臨時株主総会決議により、2026年８月31日付で１単元を100株とする単元株制度を採

用しております。

(5) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2026年８月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)

普通株式

15,443,800 154,438

権利内容に何ら限定のない当社におけ
る標準となる株式であります。
なお、単元株式数は100株であります。

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 15,443,800 ― ―

総株主の議決権 ― 154,438 ―

（注）１．2026年７月15日開催の取締役会決議により、2026年８月31日付で普通株式について１株につき100株の割合

で株式分割を行っており、上記の株式数は当該株式分割後の株式数で記載しております。

２．2026年８月31日開催の臨時株主総会決議により、2026年８月31日付で１単元を100株とする単元株制度を採

用しております。

② 【自己株式等】

該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】 会社法第155条第１号によるＡ種、Ａ２種、Ａ３種、Ｂ種優先株式の取得

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

区分 株式数（株） 価額の総額（百万円）

取締役会（2026年７月15日）での決議状況
（取得期間2026年８月28日）

Ａ種優先株式 17,500株
Ａ２種優先株式 21,000株
Ａ３種優先株式 18,577株
Ｂ種優先株式 26,933株

―

最近事業年度前における取得自己株式 ― ―

最近事業年度における取得自己株式
（2025年１月１日～2025年12月31日）

― ―

残存決議株式の総数及び価額の総額 ― ―

最近事業年度末日現在の未行使割合（％） ― ―

最近期間における取得自己株式

Ａ種優先株式 17,500株
Ａ２種優先株式 21,000株
Ａ３種優先株式 18,577株
Ｂ種優先株式 26,933株

提出日現在の未行使割合（％） ― ―

（注）当社は2026年７月15日開催の取締役会において、Ａ種優先株式、Ａ２種優先株式、Ａ３種優先株式、Ｂ種優先

株式のすべてにつき、定款に定める取得条項に基づき取得することを決議し、2026年８月28日付で取得のうえ、

対価として各優先株式１株につきそれぞれ普通株式１株を交付いたしました。また、取得した優先株式のすべ

てを2026年８月28日付で消却しました。

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分
最近事業年度 最近期間

株式数（株）
処分価額の総額

（百万円）
株式数（株）

処分価額の総額
（百万円）

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ―

Ａ種優先株式
17,500株

Ａ２種優先株式
21,000株

Ａ３種優先株式
18,577株

Ｂ種優先株式
26,933株

―

合併、株式交換、株式交付、会社分割に
係る移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他（ ― ） ― ― ― ―

保有自己株式数 ― ― ― ―

（注）2026年７月15日開催の取締役会決議により、2026年８月28日付で会社法第178条の規定に基づき、Ａ種優先

株式、Ａ２種優先株式、Ａ３種優先株式、Ｂ種優先株式のすべてを消却しております。
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３ 【配当政策】

当社は、株主に対する利益還元を経営の重要課題の一つとして位置付けておりますが、財務体質の強化に加えて事

業拡大のための内部留保の充実等を図り、事業の効率化と事業拡大のための投資に充当していくことが株主に対する

最大の利益還元につながると考えております。

将来的には、経営成績及び財政状態を勘案しながら株主への利益還元を検討していく所存でございますが、今後に

おいても当分は内部留保の充実を図る方針であります。内部留保資金につきましては、更なる事業拡大、優秀な人材

を確保するための資金等として有効利用してまいりたいと考えております。

当事業年度につきましては、財務体質の強化と事業拡大のための内部留保の充実等を図るため、配当を実施してお

りません。

なお、剰余金の配当を行う場合、中間及び期末配当を基本方針としており、中間配当の決定機関は取締役会、期末

配当の決定機関は株主総会となっております。
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４ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの概要】

① コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社グループは、「産業の真価を、さらに拓く。」というパーパス実現に向け、社会的責任と信頼性を強く認

識しております。株主をはじめとしたステークホルダーの権利、利益を保護する観点から、企業経営の健全化と

効率化を図るべく、企業倫理と法令遵守の徹底、経営環境の変化に応じた迅速・適切な意思決定体制を構築する

とともに、業務執行の効率化を可能とする社内体制を構築しております。

また、不動産プラットフォーム事業者として様々なステークホルダーから信頼を得ることが不可欠であると考

え、経営情報の適切な適時開示を行うと共に、透明性及び健全性が確保されるよう、コーポレート・ガバナンス

体制を整備・運用してまいります。

② 企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由

当社は、取締役会設置会社かつ監査役会設置会社であり、会社の機関としては、取締役会と監査役会のほか会

計監査人を設置しております。会社の意思決定機関として株主総会、業務執行の意思決定機関として取締役会、

取締役の業務を監査する監査役により構成され監査方針の決定や報告を行う機関として監査役会を設置しており

ます。当体制を採用することで企業経営の健全性と効率性を確保できると考えております。

当社のコーポレート・ガバナンス体制の概要は以下のとおりとなっております。

ａ 取締役会

当社の取締役会は、代表取締役平井瑛が議長を務め、取締役束原悠吾、取締役岩成達哉、取締役上田來、社

外取締役松島陽介、社外取締役藤井良太郎の６名で構成され、当社の業務執行の決定及び取締役の職務執行を

監督する権限を有しております。定時取締役会は原則月１回開催、必要に応じ臨時取締役会を都度開催し、率

直で活発な議論を交わしております。また、取締役会にはすべての監査役が出席することで業務執行の状況を

監視できる体制となっております。
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ｂ 監査役会

当社の監査役会は、社外監査役３名により構成され、各監査役は策定された監査計画に基づき、業務分担ご

とに取締役会及びその他社内重要会議への出席、各部門へのヒアリング、重要書類の閲覧等を適時行い、取締

役の職務執行の適法性（法令・定款及び社内規程に準拠）及び取締役の職務執行の妥当性（経営方針等に合理

的に準拠）を監査しております。原則として月１回監査役会を開催し、監査内容の共有を図っております。

また、監査役は内部監査室及び会計監査人と意見交換を行い、相互連携を図ることで効率的な監査が実施で

きるように努めております。

ｃ リスク・コンプライアンス委員会

代表取締役を委員長とし、各本部責任者、常勤監査役、内部監査担当者、法務担当者及びその他委員長が別

に指名した者をメンバーとするリスク・コンプライアンス委員会を整備し、リスクの把握、最適なリスク管理

体制の立案、推進を図り、全社横断的なコンプライアンス体制を整備することにより、リスクの低減及びその

適切な対応を図っております。

ｄ 内部監査室

当社の内部監査室は、代表取締役より任命された他部門を兼務するメンバー３名により構成されておりま

す。内部監査室は内部監査規程に従い、内部監査計画を策定し、計画に則り全部門責任者にヒアリング及び書

類の閲覧をすることで業務が諸規程に準拠し効率的に運用されているかを検証、評価しております。監査結果

につきましては、代表取締役に都度報告し、後日指摘に対する改善状況の確認を行っております。

取締役会及び監査役会に対しても、監査結果を定期的に報告するとともに、代表取締役に関する事項その他

代表取締役を経由することが適当でない事項については、取締役会及び監査役会に直接報告することとしてお

ります。

内部監査室、監査役会及び会計監査人は、三様監査としての実効性を高め、監査の重複を排除するとともに

全体としての監査の質的向上を図るため、四半期ごとに各監査主体間で監査計画及び監査結果の共有、意見交

換等を行い、緊密な相互連携の確保に努めております。

ｅ 会計監査人

当社は、有限責任監査法人トーマツと監査契約を締結しており、決算内容について監査を受けております。

なお、同監査法人と当社との間に特別な利害関係はありません。

（各機関の構成）

当社の各機関の構成は以下のとおりであります。（◎は議長・委員長、〇は構成員）

役職名 氏名 取締役会 監査役会
リスク・コンプライ

アンス委員会

代表取締役 平井 瑛 ◎ ◎

取締役 束原 悠吾 ○ ○

取締役 岩成 達哉 ○ ○

取締役 上田 來 ○ ○

取締役（社外） 松島 陽介 ○

取締役（社外） 藤井 良太郎 ○

常勤監査役（社外） 服部 景子 ◎ ○

監査役（社外） 永井 亮 ○

監査役（社外） 堂田 丈明 ○
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③ 企業統治に関するその他の事項

ａ 内部統制システムの整備の状況

当社は業務の適正性を確保するための体制として、「内部統制システムの基本方針」を定める決議を行い、

当該基本方針に基づいた運営を行っております。

１．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制（会社法第362 条④

六、会規100 条①四）

(1）コンプライアンスの統制方針、体制、行動規範を定めることを目的としたコンプライアンスに関する規

程を制定し、法令、定款、社内規程等に則った業務執行を行う。

(2）内部監査及び監査役監査を実施し、職務の執行が法令及び定款に適合していることを確認する。

(3）内部通報規程を制定し、業務執行に係るコンプライアンス違反及びそのおそれに関して、通報・相談を

受け付けるための窓口を設置する。

(4）会社規程集（定款を含む）を整備し、取締役及び使用人が常に目をとおせる状態にする。

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制（会規100 条①一）

(1）職務の執行に係る文書その他の情報は、文書管理規程及び関連マニュアルを制定し、保存・管理をす

る。なお、保存・管理体制は必要に応じて見直し等を行う。

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制（会規100 条①二）

(1）損失の危険（以下、「リスク」という。）の予防及び発生したリスクへの対処につきリスク・コンプラ

イアンス規程及び関連マニュアルを制定・運用するとともに使用人への教育を行う。

(2）各業務執行取締役及び執行役員は、その所掌の範囲のリスクを洗い出し、常に状況を把握するとともに

定期的に取締役会に報告する。

(3）内部監査人による内部監査の実施及び指摘事項がある場合、適切かつ速やかに対処する。

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制（会規100 条①三）

(1）職務権限規程等職務執行に関連する規程を整備・運用する。

(2）各組織単位に業務執行取締役又は執行役員を置き、所定の権限を持ち職務執行するとともに、毎月業務

執行状況を取締役会に報告する。

(3）稟議規程に基づく各階層の決裁者間で業務執行内容をチェックし、執行段階での牽制機能が働くように

する。

５．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項（会規100

条③一）

(1）監査役の求めに応じて、取締役会は監査役と協議のうえ、監査役補助人を任命し、当該監査業務の補助

に当たらせる。

６．監査役補助人の取締役からの独立性に関する事項（会規100 条③二）

(1）監査役補助人は、監査役の指揮命令に従って、監査業務を補佐するものとする。

(2）当該監査役補助人の任免、異動、人事考課、懲罰については、監査役の同意を得たうえで行うものとし、

取締役からの独立性を確保するものとする。

７．監査役補助人に対する指示の実効性の確保に関する事項（会規100 条③三）

(1）監査役補助人が監査役の指揮命令に従う旨を取締役及び使用人に周知徹底する。
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８．取締役及び使用人ならびに子会社の役員及び使用人が監査役に報告するための体制と当該報告をしたこと

を理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制（会規100 条③四、五）

(1）取締役及び使用人ならびに子会社の役員及び使用人は、監査役の要請に応じて報告をするとともに、職

務執行の状況、経営に重大な影響を及ぼす事実等の重要事項について、適時・適切に監査役または監査

役連絡会に直接または関係部署を通じて報告し、監査役と情報を共有する。

(2）監査役は、取締役会等重要な会議に出席し、付議事項について情報を共有する。

(3）重要な稟議書は、決裁者による決裁後監査役に回付され、業務執行状況が逐一報告される体制とする。

(4）前３項の報告を行った者に対し、内部通報規程に基づいて、報告したことを理由とする不利な扱いを禁

止する。

９．監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費

用又は債務の処理に係る方針に関する事項（会規100 条③六）

(1）監査役が職務の執行について生ずる費用等の請求をしたときは、当該監査役の職務の執行に必要でない

と認められた場合を除き、速やかに当該費用の精算処理を行う。

10．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制（会規100 条③七）

(1）監査役は、取締役会に出席し、業務の進捗状況を常に把握できる体制とする。

(2）内部監査人、会計監査人との定期的な連絡会を設け連携を深め、実効的監査が行えるようにする。

11．財務報告の信頼性を確保するための体制（金商法第24 条④四）

(1）財務報告の信頼性を確保するための内部統制システムの整備を経営上の最重要事項の一つとして位置付

け、財務報告の信頼性確保を推進する。

(2）内部統制が有効に機能する体制構築を図り、財務報告における虚偽記載リスクを低減し、未然に防ぐよ

うに管理する。

(3）財務報告の信頼性を確保するために、内部監査人が核となる評価チームにより、業務プロセスのリスク

評価を継続的に実施するとともに、評価結果を代表取締役に報告する。

(4）必要に応じて、金融商品取引法等の関連法令との適合性を考慮したうえで、諸規程の整備及び運用を行

う。

12．当会社グループにおける業務の適正を確保するための体制（会規100 条①五）

(1）関係会社管理規程に基づき、子会社の経営について管理部門を中心に、その自主性を尊重しつつ、重要

事項について事前協議を行う。また、子会社の業績、経営計画の進捗状況、業務の執行状況について定

期的に報告を求めるとともに、当該子会社において重要な事象が発生した場合には適宜報告を求める。

(2）管理部門及び内部監査人が子会社のコンプライアンス体制やリスク管理体制を監視すると同時に、子会

社の内部統制システムの状況を監査し、整備・運用を指導する。

(3）子会社の取締役、内部監査人を当会社から派遣し、子会社の取締役の職務執行および経営の適法性・効

率性などにつき、監視・監督または監査を行う。

(4）子会社の取締役の職務執行、コンプライアンス体制およびリスク管理体制の状況ならびにその他上記(1)

から(3)において認識した重要事項に関して、当会社の取締役会、監査役会等に報告する。
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13. 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

当会社では、反社会的勢力との関係を根絶することを基本的な方針としており、反社会的勢力対応規程に

おいて「当会社は、いかなる場合においても、反社会的勢力に対し、金銭その他の経済的利益を提供しな

い」旨を定めております。

また、当会社使用人に向けた反社会的勢力との関係根絶に向けたセミナーの開催や所轄警察署、弁護士等

の外部専門機関との連携を図ることで、反社会的勢力による被害の防止を図る取り組みを進めております。

更に、「公益財団法人暴力団追放運動推進都民センター」に加盟し、不当要求等への適切な対応方法や反社

会的勢力に関する情報収集を実施しており、万一に備えた体制整備に努めております。

ｂ リスク管理体制の整備の状況

当社のリスク・コンプライアンス委員会は、原則四半期ごとに委員会メンバーがコンプライアンスの遵守状

況及びリスク、問題点について一定の検討を行った上で、委員長である代表取締役を中心として、取締役会に

て情報共有及び改善策等の審議を行っております。

ｃ 取締役及び監査役の責任免除

当社は、職務の遂行にあたり期待される役割を十分に発揮できるよう、会社法第426条第１項に基づき、取締

役会の決議をもって、同法第423条第1項に定める取締役及び監査役（これらの者であった者を含む）の損害賠

償責任を法令の定める限度において、免除することができる旨を定款に定めております。

ｄ 責任限定契約の内容の概要

当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、社外取締役及び社外監査役との間に、同法第423条第１項の

損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める

額としております。なお、当該責任限定が認められるのは、社外取締役及び社外監査役が責任の原因となった

職務の遂行について善意でかつ重大な過失がないときに限られます。

ｅ 役員等賠償責任保険契約の内容の概要

当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しておりま

す。当該保険契約の内容の概要は、被保険者がその職務の執行に起因して、被保険者に対して損害賠償請求が

なされた場合の損害賠償金・争訟費用等の損害を当該保険契約により補填することとしております。 なお、当

該保険契約の被保険者の範囲は当社の取締役、監査役及び執行役員であり、保険料は全額当社が負担しており

ます。

ｆ 補償契約の内容の概要

当社は、会社法第430条の２第１項に規定する補償契約を取締役と監査役との間に締結しており、同項第１号

の費用および同項第２号の損失を法令の定める範囲内において当社が補償することとしております。

ｇ 役員の定数

当社の取締役は３名以上、監査役は３名以上とする旨を定款で定めております。

ｈ 取締役の選任及び解任の決議要件

取締役の選任及び解任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の過半数を有する株主が出席し、

その議決権の過半数をもって行う旨及び累積投票によらないものとする旨を定款で定めております。
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ｉ 株主総会の特別決議要件

会社法第309条第２項に定める株主総会の決議は、株主総会の円滑な運営を行うため、議決権を行使すること

ができる株主の議決権の過半数を有する株主が出席し、出席した当該株主の議決権の３分の２以上に当たる多

数をもって行う旨を定款で定めております。

ｊ 中間配当

当社は会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議によって毎年６月30日を基準日として中間配当を

行うことができる旨定款に定めております。これは、株主への機動的な利益還元を可能にするためでありま

す。

④ 取締役会の活動状況

最近連結会計年度において当社は取締役会を月１回開催しており、個々の取締役及び監査役の出席状況につい

ては次のとおりであります。

取締役会における具体的な検討内容として、当社グループの経営に関する基本方針、年度予算及び中期経営計

画、新規上場にかかる各種事項、企業買収その他の重要な業務執行に関する事項のほか、業績、財政状態のモニ

タリング、人員計画、内部統制システムの整備と運用状況などについて、議論、意見交換を行っております。

氏名 開催回数 出席回数

平井 瑛 １２回 １２回

束原 悠吾 １２回 １２回

岩成 達哉 １２回 １２回

上田 來 １２回 １２回

松島 陽介（注）１ ４回 ４回

藤井 良太郎（注）２ － －

坂本 教晃（注）３ １２回 １２回

湯浅 エムレ 秀和（注）３ １２回 １２回

服部 景子 １２回 １２回

永井 亮 １２回 １２回

堂田 丈明 １２回 １２回

（注）１．松島陽介は、2025年８月29日開催の臨時株主総会で社外取締役に新たに選任され2025年９月１日に就任して

おりますため、就任後の出席状況を記載しております。

２．藤井良太郎は、2026年８月31日開催の臨時株主総会で社外取締役に新たに選任され2026年９月１日に就任し

ておりますため、最近連結会計年度における出席状況はございません。

３．坂本教晃及び湯浅エムレ秀和は、2026年７月27日に社外取締役を辞任しております。
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(2) 【役員の状況】

① 役員一覧

男性8名 女性1名（役員のうち女性の比率11％）

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

代表取締役 平井 瑛 1991年７月８日

2014年４月 三菱地所株式会社 入社

2019年４月 当社 代表取締役就任（現任）

2024年３月 株式会社estieデータ開発 代表取締役就任（現

任）

2025年３月 HRI株式会社 代表取締役 就任（現任）

(注)

３

4,935,200

(注)６

取締役 束原 悠吾 1991年12月７日

2014年４月 三菱地所株式会社 入社

2018年５月 Rockefeller Group International, Inc. 出向

2019年５月 株式会社BESTAYTE 取締役就任

2020年５月 当社 入社

2020年６月 当社 取締役就任（現任）

2025年９月 株式会社ヤヌシテクノロジーズ 代表取締役就任

（現任）

(注)

３
405,500

取締役CTO 岩成 達哉 1991年６月30日

2017年４月 株式会社リクルートホールディングス 入社

2018年７月 Indeed Japan株式会社 転籍

2020年10月 当社 入社

2021年10月 当社 取締役CTO就任（現任）

(注)

３
405,500

取締役CFO 上田 來 1985年３月１日

2008年４月 日興シティグループ証券株式会社（現：シティグ

ループ証券株式会社） 入社

2009年10月 日興コーディアル証券株式会社（現：SMBC日興証

券株式会社） 転籍

2010年７月 モルガン・スタンレー・キャピタル株式会社 入

社

2015年６月 株式会社アドバンテッジパートナーズ 入社

2015年11月 株式会社協成 社外監査役就任

2017年３月 ユナイテッド・プレシジョン・テクノロジーズ株

式会社 社外監査役就任

2017年４月 コーケン化学株式会社 社外監査役就任

2018年１月 Permira Advisers Limited, Hong Kong 入社

2018年10月 ペルミラ・アドバイザーズ株式会社 転籍

2022年９月 当社 入社

2024年４月 当社 取締役CFO就任（現任）

2025年６月 株式会社日本産業開拓基盤 代表取締役就任（現

任）

2025年８月 株式会社住宅新報 代表取締役就任（現任）

(注)

３
180,000
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

取締役（社外）

(注)１
松島 陽介 1972年９月１日

1995年４月 第一生命保険株式会社 入社

2001年６月 A.T.カーニー株式会社 入社

2005年10月 マッキンゼー＆カンパニー 入社

2007年２月 株式会社MKSパートナーズ 入社

2008年12月 丸の内キャピタル株式会社 入社

2012年４月 NKリレーションズ株式会社(現：ノーリツ鋼機株

式会社) 代表取締役就任

2013年５月 株式会社JMDC 取締役就任

2013年６月 ノーリツ鋼機株式会社 取締役副社長COO就任

2013年10月 株式会社JMDC 代表取締役社長就任

2014年10月 株式会社JMDC 取締役就任

2016年６月 株式会社PKSHA Technology 社外取締役就任

2018年４月 株式会社JMDC 代表取締役社長兼CEO就任

2023年６月 株式会社JMDC 代表取締役会長就任

2023年10月 株式会社カラダノート 社外取締役就任(現任)

2024年１月 キャス・キャピタル株式会社 監査役就任（現

任）

2024年６月 株式会社JMDC 取締役会長(現任)

2025年９月 当社 社外取締役就任（現任）

(注)３ －

取締役（社外）

(注)１
藤井 良太郎 1975年１月30日

1997年４月 大蔵省（現：財務省）入省

2001年７月 ゴールドマン・サックス証券会社 入社

2006年５月 株式会社ＫＫＲジャパン 入社

2008年１月 株式会社ＫＫＲキャピタル・マーケッツ 取締役

就任

2010年７月 株式会社インテリジェンス（現：パーソルキャリ

ア株式会社） 社外取締役就任

2014年４月 パナソニックヘルスケアホールディングス株式会

社（現：PHCホールディングス株式会社） 社外

監査役就任

2015年７月 ペルミラ・アドバイザーズ株式会社 代表取締役

社長就任

2015年８月 株式会社スシローグローバルホールディングス

（現：株式会社FOOD & LIFE COMPANIES）

社外取締役（監査等委員）就任

2018年１月 ペルミラ・アドバイザーズ 日本代表兼パート

ナー就任

2023年１月 ペルミラ・アドバイザーズ シニア・アドバイザ

ー就任（現任）

2024年３月 サッポロホールディングス株式会社（現：サッポ

ロビール株式会社） 社外取締役就任 （現任）

2024年10月 株式会社トランジットホールディングス 社外取

締役就任（現任）

2026年６月 マルホ株式会社 社外取締役就任（現任）

2026年９月 当社 社外取締役就任（現任）

(注)４ －
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

常勤監査役

（社外）

(注)２

服部 景子 1976年１月29日

1998年４月 株式会社富士銀行（現：株式会社みずほ銀行）

入行

2000年４月 ジャーディンフレミング証券(現：JPモルガン証

券株式会社) 入社

2001年６月 BNPパリバ証券株式会社 入社

2006年12月 新日本監査法人(現：EY新日本有限責任監査法人)

入所

2016年１月 株式会社ツクルバ 常勤監査役就任

2020年12月 株式会社サンワカンパニー（現：株式会社ミラタ

ップ） 社外監査役就任（現任）

2023年８月 株式会社Fast Beauty 社外監査役就任

2023年９月 株式会社サニーサイドアップグループ 社外取締

役監査等委員就任

2023年11月 当社 常勤監査役就任（現任）

(注)５ －

監査役（社外）

(注)２
永井 亮 1982年６月13日

2008年９月 アンダーソン・毛利・友常法律事務所 入所

2012年７月 JPモルガン証券株式会社 出向

2019年１月 アンダーソン・毛利・友常法律事務所 スペシャ

ル・カウンセル就任（現任）

2020年６月 当社 社外監査役就任（現任）

2021年１月 NOT A HOTEL株式会社 社外監査役就任（現任）

2021年12月 want.jp株式会社 社外監査役就任

2022年11月 株式会社Morght 社外監査役就任（現任）

2023年４月 株式会社Leaner Technologies 社外監査役就任

（現任）

2023年７月 株式会社Azoop 社外監査役就任（現任）

2023年９月 株式会社データミックス(現：株式会社ピープル

ドット) 社外取締役就任

2025年１月 株式会社メディカルフォース(現：アトミックソ

フトウェア株式会社) 社外監査役就任（現任）

(注)５ －

監査役（社外）

(注)２
堂田 丈明 1976年３月24日

2004年９月 カロリンスカ研究所（スウェーデン） 入所

2006年10月 フレッドハッチ研究所（アメリカ） 入所

2007年12月 小西中村特許事務所 入所

2010年６月 特許業務法人三枝国際特許事務所 入所

2012年８月 京都大学iPS細胞研究所 入所

2013年９月 株式会社メガカリオン 入社

2016年５月 株式会社プリファードネットワークス 最高知財

情報責任者就任

2017年６月 Amazon Web Service（シンガポール、日本）Sr.

Technical Business Development Manager for

AI/ML就任

2020年５月 塩野義製薬株式会社 最高デジタル/データ責任

者就任

2020年５月 株式会社アイデミー 社外監査役就任

2020年６月 株式会社東京大学エッジキャピタルパートナーズ

シニアベンチャーパートナー就任

2022年８月 グーグルクラウドジャパン合同会社 Head of

Venture Capital Business Development就任

(現任）

2024年４月 当社 社外監査役就任（現任）

2025年８月 株式会社ギフトパッド 社外取締役就任（現任）

(注)５ －

計 5,926,200

(注) １．取締役松島陽介及び藤井良太郎は、社外取締役であります。

２．監査役服部景子、永井亮及び堂田丈明は、社外監査役であります。

３．取締役平井瑛、束原悠吾、岩成達哉、上田來及び松島陽介の任期は、2026年８月31日開催の臨時株主総会終

結の時から選任後１年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会終結の時までであり

ます。

４．取締役藤井良太郎は、2026年８月31日開催の臨時株主総会において取締役に選任され、2026年９月１日をも

って就任しております。任期は、就任の日から選任後１年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関す

る定時株主総会終結の時までであります。



― 70 ―

５．監査役服部景子、永井亮および堂田丈明の任期は、2026年８月31日開催の臨時株主総会終結の時から選任後

４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会終結の時までであります。

６．代表取締役平井瑛の所有株式数は、議決権の過半数を保有する資産管理会社が所有する株式数を含めた実質

所有株式数を記載しております。

② 社外役員の状況

当社は社外取締役２名、社外監査役３名の体制であります。当社は、当該役員を株式会社東京証券取引所に独

立役員として届け出ております。当社では社外取締役又は社外監査役を選任するための独立性に関する基準又は

方針は定めておりませんが、選任に当たっては、経歴や当社との関係を踏まえて、当社経営陣から独立した立場

で社外役員としての職務を遂行できるよう十分な独立性が確保されていることを前提とし、かつ株式会社東京証

券取引所の定める独立役員の独立性に関する判断基準を参考にしております。当社は取締役６名のうち２名が社

外取締役で構成され、監査役３名のうち３名が社外監査役で構成されており、監督・監査機能は確保されている

と考えております。社外取締役及び社外監査役は、取締役会を通じて事業の状況及び内部統制の状況を把握し、

独立した立場から当社経営の健全性、透明性を確保するために重要な役割を担っています。

社外取締役松島陽介は、医療・ヘルスケアという巨大産業においてデータプラットフォームを構築し、企業買

収等による非連続的な成長を遂げた株式会社JMDCにおいて、トップマネジメントとして長年にわたり経営を牽引

してこられました。また、これまで数多くの企業経営に携わり、豊富な知識と経験を有しておられることから、

当社の社外取締役として、客観的かつ独立した立場から経営全般に対し適切な監督・助言を行っていただけるも

のと判断し、選任しております。なお、松島陽介は、当社株式40,000株（すべて潜在株式）を所有しております

が、その他の人的関係、資本的関係又は重要な取引関係その他の利害関係はありません。

社外取締役藤井良太郎は、資本市場及びプライベート・エクイティ・ファンドにおける長年の実績、複数の企

業における社外取締役としての豊富な経験を有し、企業の成長戦略やM＆Aにおける投資規律及びコーポレート・

ガバナンスに関する高い見識を有しております。当社の社外取締役として、客観的かつ独立した立場から経営全

般に対し適切な監督・助言を行っていただけるものと判断し、選任しております。なお、藤井良太郎は、当社株

式30,000株（すべて潜在株式）を所有しておりますが、その他の人的関係、資本的関係又は重要な取引関係その

他の利害関係はありません。

社外監査役服部景子は、公認会計士の資格を有し、経営、会計に関して相当程度の知見を有しております。ま

た、不動産仲介業を営むスタートアップ企業において常勤監査役を務めたほか、複数の上場企業の社外監査役と

しての経験を有しており、企業の成長段階や規模に応じた内部統制およびガバナンス体制の評価に精通しており

ます。これらの経験と知見を活かし、当社の社外監査役として、独立した立場から経営および業務執行の監査を

通じて、実効性の高い監査機能を発揮し得るものと判断し、選任しております。なお、服部景子は、当社株式

3,000株（すべて潜在株式）を所有しておりますが、その他の人的関係、資本的関係又は重要な取引関係その他の

利害関係はありません。
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社外監査役永井亮は、弁護士の資格を有し、法務に関し相当程度の知見を有しております。また、複数の社外

監査役としての経験を有しており、企業の成長段階や規模に応じたコンプライアンスおよびガバナンス体制の評

価に精通しております。これらの経験と知見を活かし、独立した立場から実効性の高い監査機能を発揮し得るも

のと判断し、選任しております。なお、永井亮は、当社株式3,000株（すべて潜在株式）を所有しておりますが、

その他の人的関係、資本的関係又は重要な取引関係その他の利害関係はありません。

社外監査役堂田丈明は、事業会社における最高知財責任者としての経験を有し、数多くの企業において技術顧

問を務め、また知的財産戦略の策定に携わってきたことから、知的財産に関し相当程度の知見を有しておりま

す。また、AI・データ・クラウド分野における技術系事業開発及びデジタル戦略の実務経験を有するほか、他社

における社外監査役としての経験を通じて、テクノロジー企業に特有のガバナンス及び内部統制上の論点にも精

通しております。これらの経験と知見を活かし、当社の技術戦略、知的財産戦略及びデータガバナンスに関する

リスク管理の実効性向上に資するとともに、独立した立場から実効性の高い監査機能を果たすことができるもの

と判断し、社外監査役に選任しております。なお、堂田丈明は、当社株式3,000株（すべて潜在株式）を所有して

おりますが、その他の人的関係、資本的関係又は重要な取引関係その他の利害関係はありません。

③ 社外取締役又は社外監査役による監督又は監査と内部監査、監査役監査及び会計監査との相互連携並びに内部

統制部門との関係

当社の社外取締役は、専門的かつ客観的な視点から、取締役会の業務執行に関する監視機能を強化するととも

に、取締役会における多角的な議論を可能とすることで、当社のコーポレート・ガバナンスの実効性を高める機

能を有しているものと考えております。また、社外取締役は、取締役会等を通じて、内部監査の実施状況及び監

査結果、監査役監査の概要並びに会計監査人による監査の状況について報告を受け、必要に応じて意見交換を行

うことにより、監督機能の実効性を高めております。

当社の社外監査役は、取締役会に参加し、決議事項に関する審議や業務執行等の報告を受ける等の監督を行う

ほか、会計監査人から期初における監査計画の説明や期中・期末における監査の状況及び結果の報告を受けると

ともに意見交換等を行い、相互の連携を高めております。

また、社外監査役は常勤監査役と緊密に連携し、必要な情報を共有しております。さらに、監査役会を通じて、

会計監査人、内部監査人と連携して監査機能の向上を図っております。
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(3) 【監査の状況】

① 監査役監査の状況

当社における監査役監査は、監査役監査計画において定められた内容に基づき監査を行い、取締役会及びその

他の会議の出席や、重要書類の閲覧をし、取締役の職務執行及び意思決定についての適正性を監査する他、定期

的に業務執行取締役や社外取締役との意見交換及び内部監査担当者や会計監査人との意見交換を実施することで、

業務執行取締役の職務執行を不足なく監査できる体制を確保しております。

監査役会は原則月１回開催し、情報共有を図っております。当社は監査役３名を社外監査役とすることで、経

営への監視機能を強化しております。なお、監査役服部景子は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計

に関する相当程度の知見を有しております。監査役永井亮は、弁護士の資格を有しており、法務に関する相当程

度の知見を有しております。

最近連結会計年度において当社は監査役会を月１回開催しており、個々の監査役の出席状況については次のと

おりであります。

氏名 開催回数 出席回数

服部 景子 12回 12回（100％）

永井 亮 12回 12回（100％）

堂田 丈明 12回 12回（100％）

監査役会における具体的な検討内容は、当事業年度における監査計画及び監査方針の制定、監査業務の分担、

取締役の職務執行の監査、内部統制システムの妥当性、会計監査人の選任、会計監査人の監査の方法及び結果の

妥当性、監査報告書の作成等の検討等であります。

常勤監査役は、取締役会及び代表取締役に対し、監査計画並びに監査の実施状況及び結果について適宜報告し、

また代表取締役とは定期的な会議を行うことで、会社が対処すべき課題、監査上の重要課題について意見交換を

行い、加えて、必要に応じて取締役や使用人に対し、主要な稟議書や業務執行に関する重要な文書を閲覧し、そ

の説明を求めることにより、業務執行の適法性・妥当性について監査を実施しております。

監査役と会計監査人は定期的に会合を持ち、会計監査及び業務監査結果を共有し、積極的な連携により、監査

の品質向上及び効率化に努めております。また、内部監査室長及び会計監査人と連携して会社の内部統制状況に

ついて監視するとともに、問題点の把握・改善勧告を行い、監査機能がより有効適切に機能するよう努めており

ます。

② 内部監査の状況

当社の内部監査室は、代表取締役より任命された他部門を兼務するメンバー３名により構成されております。

内部監査室は内部監査規程に従い、内部監査計画を策定し、計画に則り全部門責任者にヒアリング及び書類の閲

覧をすることで業務が諸規程に準拠し効率的に運用されているかを検証、評価しております。監査結果につきま

しては、代表取締役に都度報告し、後日指摘に対する改善状況の確認を行っております。

取締役会及び監査役会に対しても、監査結果を定期的に報告するとともに、代表取締役に関する事項その他代

表取締役を経由することが適当でない事項については、取締役会及び監査役会に直接報告することとしておりま

す。

内部監査室、監査役会及び会計監査人は、三様監査としての実効性を高め、監査の重複を排除するとともに全

体としての監査の質的向上を図るため、四半期ごとに各監査主体間で監査計画及び監査結果の共有、意見交換等

を行い、緊密な相互連携の確保に努めております。
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③ 会計監査の状況

ａ 監査法人の名称

有限責任監査法人トーマツ

ｂ 継続監査期間：２年間

ｃ 業務を執行した公認会計士

指定有限責任社員 業務執行社員 伊藤 裕之

指定有限責任社員 業務執行社員 川村 拓哉

ｄ 監査業務に係る補助者の構成

公認会計士４名、その他12名です。

ｅ 監査法人の選定方針と理由

会計監査人の選任に際しては、日本監査役協会が公表する「会計監査人の評価及び選定基準策定に関する監

査役等の実務指針」を踏まえて外部会計監査人の評価基準を定め、効率的な監査業務を実施することができる

一定の規模を持つこと、審査体制が整備されていること、監査日数、監査従事者の構成等並びに監査費用が合

理的かつ妥当であること、さらに監査実績などにより総合的に判断しております。

有限責任監査法人トーマツを会計監査人とした理由は、同監査法人の品質管理体制、独立性、専門性並びに

監査報酬等を総合的に勘案した結果、適任と判断したためです。

ｆ 監査役及び監査役会による監査法人の評価

監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人の評価及び選定基準策定に関する監査役等の実務指

針」を踏まえ、会計監査人から監査計画・監査の実施状況・職務の遂行が適正に行われていることを確保する

ための体制・監査に関する品質管理基準等の報告を受けた上で検討を行い、会計監査人を総合的に評価してお

ります。上記評価の結果、当社の会計監査人である有限責任監査法人トーマツに問題は認められず、解任及び

不再任に該当する事象も認められないと認識しております。

④ 監査報酬の内容等

ａ 監査公認会計士等に対する報酬の内容

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

提出会社 18,000 - 21,000 5,000

連結子会社 ‐ - - -

計 18,000 - 21,000 5,000

(監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容)

(前連結会計年度)

該当事項はありません。

(当連結会計年度)

当社の株式上場を前提として、連結子会社である(株)住宅新報を対象とした株式公開のための課題抽出調査

に基づく報酬であります。
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ｂ 監査公認会計士等と同一のネットワークに対する報酬(ａを除く)

該当事項はありません。

ｃ その他の重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

該当事項はありません。

ｄ 監査報酬の決定方針

公認会計士等に対する報酬の額の決定に関する方針について、当社は、事業規模、業務の特性、当社におい

て必要と考えられる監査手続及び監査日数等を勘案し、監査法人と十分に協議のうえ、適正と判断される報酬

額について監査役会の同意を得て決定する方針としております。

ｅ 監査役会が会計監査人の報酬等に同意した理由

取締役会が提案した会計監査人に対する報酬等に対して、当社の監査役会が会社法第399条第１項の同意をし

た理由は、実績を含めた当期の監査計画、単価の妥当性を検討した結果、適切であると判断したためでありま

す。

(4) 【役員の報酬等】

① 役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針に係る事項

当社の取締役の報酬額は、株主総会において決議された報酬総額の限度内で決定しております。その個人別の

決定方法は、社内規程および役員報酬の決定方針に基づいて、役割貢献度に応じて支給する年額固定報酬の形式

とし、在任年数、業界水準、従業員給与の水準等を考慮した上で、取締役会での協議にて決定しております。取

締役の報酬額は、年額の固定報酬等及びストック・オプション等を含む非金銭報酬等により構成され、年額固定

報酬等を基本としつつ、各報酬等を適切な割合で組み合わせることにより、健全なインセンティブとして機能し

ております。当社の監査役の報酬額は、株主総会において決議された報酬総額の限度内で、常勤・非常勤の別、

監査業務の分担状況、各監査役の担当業務等を勘案し、監査役会の協議にて決定しております。

なお、取締役の報酬限度額は、2026年８月31日開催の臨時株主総会において年額150百万円以内と決議されてお

り、監査役の報酬限度額は、2026年３月31日開催の定時株主総会において年額13.8百万円以内と決議されており

ます。

最近事業年度における各取締役の個人別の報酬額については、2025年３月13日開催の取締役会において、上記

の決定方針および社内規程に基づき、報酬限度額の範囲内で決議しております。当該取締役会には、取締役およ

び監査役の全員が出席しております。また、各監査役の個人別の報酬額については、2024年３月31日開催の監査

役会において、監査役全員の協議により決定しております。

② 役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額

(千円)

報酬等の種類別の総額(千円) 対象となる
役員の員数

(名)固定報酬 業績連動報酬 退職慰労金

取締役
(社外取締役を除く。)

60,500 60,500 － － 4

監査役
(社外監査役を除く。)

－ － － － －

社外役員 15,000 15,000 － － 5
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③ 役員ごとの連結報酬等の総額等

報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

④ 使用人兼務役員の使用人分給与のうち、重要なもの

該当事項はありません。

(5) 【株式の保有状況】

該当事項はありません。
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第５ 【経理の状況】

１ 連結財務諸表及び中間連結財務諸表並びに財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

(2) 当社の中間連結財務諸表は、連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

また、当社の中間連結財務諸表は、第１種中間連結財務諸表であります。

(3) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

２ 監査証明について

(1) 当社は、株式会社東京証券取引所の有価証券上場規程第216条第６項の規定に基づき、金融商品取引法第193条の

２第１項の規定に準じて、前連結会計年度(2024年１月１日から2024年12月31日まで)及び当連結会計年度(2025年１

月１日から2025年12月31日まで)の連結財務諸表並びに前事業年度(2024年１月１日から2024年12月31日まで)及び当

事業年度(2025年１月１日から2025年12月31日まで)の財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより監査を

受けております。

(2) 当社は、株式会社東京証券取引所の有価証券上場規程第216条第６項の規定に基づき、金融商品取引法第193条の

２第１項の規定に準じて、中間連結会計期間（2026年１月１日から2026年６月30日まで）の中間連結財務諸表につ

いて、有限責任監査法人トーマツにより期中レビューを受けております。

３ 連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組について

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組を行っております。具体的には会計基準等の内容を

適切に把握できる体制を整備するため、専門的な情報を有する団体等が主催する研修・セミナーに積極的に参加して

おります。
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

① 【連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(2024年12月31日)

当連結会計年度
(2025年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,906,830 4,069,822

売掛金 41,033 74,952

貸倒引当金 △6,930 △4,930

その他 35,945 93,976

流動資産合計 3,976,879 4,233,821

固定資産

有形固定資産

建物附属設備 11,885 11,008

工具、器具及び備品 13,276 16,966

有形固定資産合計 ※1 25,162 ※1 27,974

投資その他の資産

繰延税金資産 256 5,064

その他 89,032 118,134

投資その他の資産合計 89,289 123,198

固定資産合計 114,451 151,173

資産合計 4,091,331 4,384,995

負債の部

流動負債

買掛金 33,475 85,258

１年内返済予定の長期借入金 ※2 400,000 ※2 104,316

未払金 85,659 195,029

未払法人税等 3,877 4,881

契約負債 308,547 768,182

賞与引当金 42,657 65,248

その他 124,938 104,528

流動負債合計 999,156 1,327,444

固定負債

長期借入金 ※2 300,000 ※2 1,416,045

繰延税金負債 - 1,305

退職給付に係る負債 - 25,883

資産除去債務 46,478 49,428

その他 - 13,050

固定負債合計 346,478 1,505,712

負債合計 1,345,634 2,833,156

純資産の部

株主資本

資本金 100,000 100,000

資本剰余金 4,624,832 4,624,832

利益剰余金 △2,070,319 △3,271,979

株主資本合計 2,654,513 1,452,853

新株予約権 91,183 98,985

純資産合計 2,745,697 1,551,838

負債純資産合計 4,091,331 4,384,995



― 78 ―

【中間連結貸借対照表】

(単位：千円)

当中間連結会計期間
(2026年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,090,832

売掛金 125,694

その他 189,054

流動資産合計 4,405,581

固定資産

有形固定資産 32,799

投資その他の資産

投資有価証券 55,000

その他 139,430

投資その他の資産合計 194,430

固定資産合計 227,230

資産合計 4,632,811

負債の部

流動負債

買掛金 109,431

契約負債 1,112,137

賞与引当金 82,820

１年内返済予定の長期借入金 118,464

その他 345,136

流動負債合計 1,767,990

固定負債

長期借入金 1,408,861

役員退職慰労引当金 60,000

退職給付に係る負債 26,511

資産除去債務 52,740

その他 14,105

固定負債合計 1,562,218

負債合計 3,330,208

純資産の部

株主資本

資本金 101,921

資本剰余金 4,626,754

利益剰余金 △3,551,064

株主資本合計 1,177,612

新株予約権 96,706

非支配株主持分 28,284

純資産合計 1,302,602

負債純資産合計 4,632,811
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② 【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2024年１月１日
至 2024年12月31日)

当連結会計年度
(自 2025年１月１日
至 2025年12月31日)

売上高 1,094,036 2,082,341

売上原価 223,620 497,749

売上総利益 870,415 1,584,591

販売費及び一般管理費 ※1 1,521,268 ※1 2,114,722

営業損失（△） △650,853 △530,130

営業外収益

受取利息 72 8,282

補助金収入 19,203 5,338

協賛金収入 10,822 -

その他 6,243 7,649

営業外収益合計 36,342 21,270

営業外費用

支払利息 10,803 19,572

支払手数料 - 10,000

貸倒引当金繰入額 6,930 -

その他 871 4,907

営業外費用合計 18,605 34,480

経常損失（△） △633,116 △543,340

特別利益

新株予約権戻入益 7,855 1,763

特別利益合計 7,855 1,763

特別損失

減損損失 - ※2 656,538

特別損失合計 - 656,538

税金等調整前当期純損失（△） △625,261 △1,198,115

法人税、住民税及び事業税 3,878 5,665

法人税等調整額 △256 △2,121

法人税等 3,621 3,544

当期純損失（△） △628,882 △1,201,659

親会社株主に帰属する当期純損失（△） △628,882 △1,201,659
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【連結包括利益計算書】

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2024年１月１日
至 2024年12月31日)

当連結会計年度
(自 2025年１月１日
至 2025年12月31日)

当期純損失（△） △628,882 △1,201,659

その他の包括利益

その他の包括利益合計 - -

包括利益 △628,882 △1,201,659

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 △628,882 △1,201,659
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【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

(単位：千円)
当中間連結会計期間
(自 2026年１月１日
至 2026年６月30日)

売上高 1,750,503

売上原価 417,168

売上総利益 1,333,334

販売費及び一般管理費 ※1 1,335,245

営業損失（△） △1,911

営業外収益

受取利息 4,581

補助金収入 100

貸倒引当金戻入額 4,930

その他 2,271

営業外収益合計 11,882

営業外費用

支払利息 12,285

その他 320

営業外費用合計 12,606

経常損失（△） △2,635

特別利益

新株予約権戻入益 7,655

特別利益合計 7,655

特別損失

固定資産除却損 94

減損損失 281,520

特別損失合計 281,614

税金等調整前中間純損失（△） △276,594

法人税、住民税及び事業税 3,942

法人税等調整額 △336

法人税等合計 3,606

中間純損失（△） △280,200

非支配株主に帰属する中間純損失（△） △1,115

親会社株主に帰属する中間純損失（△） △279,084
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【中間連結包括利益計算書】

(単位：千円)
当中間連結会計期間
(自 2026年１月１日
至 2026年６月30日)

中間純損失（△） △280,200

その他の包括利益

その他の包括利益合計 -

中間包括利益 △280,200

（内訳）

親会社株主に係る中間包括利益 △279,084

非支配株主に係る中間包括利益 △1,115
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③ 【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度(自 2024年１月１日 至 2024年12月31日)

(単位：千円)

株主資本
新株予約権 純資産合計

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

当期首残高 100,000 1,486,492 △1,441,437 145,054 82,005 227,060

当期変動額

新株の発行 1,569,170 1,569,170 3,138,340 3,138,340

資本金から剰余金への

振替
△1,569,170 1,569,170 - -

親会社株主に帰属する

当期純損失（△）
△628,882 △628,882 △628,882

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
- 9,178 9,178

当期変動額合計 - 3,138,340 △628,882 2,509,458 9,178 2,518,636

当期末残高 100,000 4,624,832 △2,070,319 2,654,513 91,183 2,745,697

当連結会計年度(自 2025年１月１日 至 2025年12月31日)

(単位：千円)

株主資本
新株予約権 純資産合計

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

当期首残高 100,000 4,624,832 △2,070,319 2,654,513 91,183 2,745,697

当期変動額

新株の発行 - -

資本金から剰余金への

振替
- -

親会社株主に帰属する

当期純損失（△）
△1,201,659 △1,201,659 △1,201,659

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
- 7,801 7,801

当期変動額合計 - - △1,201,659 △1,201,659 7,801 △1,193,858

当期末残高 100,000 4,624,832 △3,271,979 1,452,853 98,985 1,551,838
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2024年１月１日
至 2024年12月31日)

当連結会計年度
(自 2025年１月１日
至 2025年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純損失（△） △625,261 △1,198,115

減価償却費 3,749 9,590

減損損失 - 656,538

株式報酬費用 16,557 9,330

新株予約権戻入益 △7,855 △1,763

受取利息及び受取配当金 △72 △8,282

支払利息 10,803 19,572

売掛金の増減額（△は増加） △10,661 △7,979

買掛金の増減額（△は減少） 13,962 9,972

未払金の増減額（△は減少） △7,757 66,701

契約負債の増減額（△は減少） 211,843 403,086

賞与引当金の増減額（△は減少） 11,344 22,590

その他 69,182 △61,005

小計 △314,165 △79,763

利息及び配当金の受取額 72 5,466

利息の支払額 △12,210 △20,235

法人税等の支払額 △2,290 △5,754

営業活動によるキャッシュ・フロー △328,592 △100,287

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △21,418 △11,399

敷金及び保証金の返還による収入 19,950 -

敷金及び保証金の差入による支出 △6,484 △3,020

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

- ※2 △9,884

事業譲受による支出 - ※3 △486,213

投資有価証券の償還による収入 20,000 -

投資活動によるキャッシュ・フロー 12,047 △510,516

財務活動によるキャッシュ・フロー

株式の発行による収入 3,138,340 -

長期借入れによる収入 200,000 1,200,000

長期借入金の返済による支出 - △426,439

新株予約権の発行による収入 476 235

財務活動によるキャッシュ・フロー 3,338,817 773,796

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 3,022,271 162,992

現金及び現金同等物の期首残高 884,558 3,906,830

現金及び現金同等物の期末残高 ※1 3,906,830 ※1 4,069,822
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【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：千円)
当中間連結会計期間
(自 2026年１月１日
至 2026年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間純損失(△) △276,594

減価償却費 4,895

減損損失 281,520

株式報酬費用 9,219

新株予約権戻入益 △7,655

受取利息及び受取配当金 △4,596

支払利息 12,285

売掛金の増減額(△は増加) △10,019

買掛金の増減額(△は減少) 21,937

契約負債の増減額(△は減少) 343,954

賞与引当金の増減額(△は減少) 17,316

その他 △39,171

小計 353,092

利息及び配当金の受取額 4,923

利息の支払額 △12,378

法人税等の支払額 △5,674

法人税等の還付額 748

営業活動によるキャッシュ・フロー 340,712

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資有価証券の取得による支出 △55,000

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支
出

※2 △133,953

その他 △7,169

投資活動によるキャッシュ・フロー △196,122

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の返済による支出 △62,643

長期借入金の返済による支出 △60,936

その他 0

財務活動によるキャッシュ・フロー △123,579

現金及び現金同等物の増減額(△は減少) 21,009

現金及び現金同等物の期首残高 4,069,822

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※1 4,090,832
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【注記事項】

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

前連結会計年度(自 2024年１月１日 至 2024年12月31日)

１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数 2社

主要な連結子会社の名称

(株)日本不動産情報リサーチ&コンサルティング

当連結会計年度において、(株)日本不動産情報リサーチ&コンサルティングを新設し、連結の範囲に含めてお

ります。

２．持分法の適用に関する事項

非連結子会社及び関連会社はないため、該当事項はありません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

４．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券

その他有価証券

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産(リース資産を除く)

建物附属設備については定額法、工具、器具及び備品については定率法を採用しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

(4) 重要な収益及び費用の計上基準

当社グループの不動産プラットフォーム事業は、主にVertical Dataソリューション、エンタープライズ実装

及び専門情報サービスから構成されております。Vertical Dataソリューションは、商業用不動産に関するデー

タ（Vertical Data）及びその活用を支援するアプリケーション群を提供するサービスであります。エンタープ

ライズ実装は、顧客企業内に蓄積された過去の不動産取引や現在の商談状況等に関する情報にアクセスし、こ

れらを一元化したデータ基盤を構築・提供するサービスであります。専門情報サービスは、不動産業界に関わ

る幅広い個人や全国の不動産業界団体等に対して専門的な情報を提供するサービスであります。これらのサー

ビスは、主に契約に基づき一定期間にわたりサービスを提供するものであり、当社グループは契約期間中、顧

客に対して常にサービスを利用可能な状態で提供する義務を負っております。この履行義務は時の経過に応じ

て充足されるため、提供する期間にわたり収益を認識しております。
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(5) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期的な投資からなっております。

(6) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

該当事項はありません。

当連結会計年度(自 2025年１月１日 至 2025年12月31日)

１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数 5社

主要な連結子会社の名称

(株)日本不動産情報リサーチ&コンサルティング

(株)住宅新報

(株)住宅新報は、2025年８月15日の株式取得に伴い、当連結会計年度より連結子会社となりました。

２．持分法の適用に関する事項

非連結子会社及び関連会社はないため、該当事項はありません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

４．会計方針に関する事項

(1) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産(リース資産を除く)

建物附属設備については定額法、工具、器具及び備品については定率法を採用しております。

(2) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

(3) 退職給付に係る会計処理の方法

小規模企業等における簡便法の採用

一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支

給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を採用しております。



― 88 ―

(4) 重要な収益及び費用の計上基準

当社グループの不動産プラットフォーム事業は、主にVertical Dataソリューション、エンタープライズ実装

及び専門情報サービスから構成されております。Vertical Dataソリューションは、商業用不動産に関するデー

タ（Vertical Data）及びその活用を支援するアプリケーション群を提供するサービスであります。エンタープ

ライズ実装は、顧客企業内に蓄積された過去の不動産取引や現在の商談状況等に関する情報にアクセスし、こ

れらを一元化したデータ基盤を構築・提供するサービスであります。専門情報サービスは、不動産業界に関わ

る幅広い個人や全国の不動産業界団体等に対して専門的な情報を提供するサービスであります。これらのサー

ビスは、主に契約に基づき一定期間にわたりサービスを提供するものであり、当社グループは契約期間中、顧

客に対して常にサービスを利用可能な状態で提供する義務を負っております。この履行義務は時の経過に応じ

て充足されるため、提供する期間にわたり収益を認識しております。

(5) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期的な投資からなっております。

(6) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

該当事項はありません。

(重要な会計上の見積り)

前連結会計年度(自 2024年１月１日 至 2024年12月31日)

１．繰延税金資産の回収可能性

(1) 当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額

(千円)

繰延税金資産 256

(2) 識別した項目に係る会計上の見積りの内容に関する情報

①算出方法

当社グループでは、繰延税金資産の回収可能性について、「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」

（企業会計基準適用指針第26号）に基づき、繰延税金資産の回収可能性の検討を行っており、当連結会計年度

末における将来の合理的な見積可能期間の一時差異等加減算前課税所得の見積額に基づいて、一時差異等のス

ケジューリングの結果、回収可能な将来減算一時差異を繰延税金資産に計上しております。

②主要な仮定

課税所得の発生時期及び金額の算出において重要となる将来の事業計画は、現在の状況及び入手可能な情報

等による合理的な仮定に基づき、見積もっております。

③翌連結会計年度の連結財務諸表に与える影響

これらの仮定は、経営環境等の変化によって影響を受ける可能性があり、実際に発生した課税所得の時期及

び金額が見積りと異なった場合、翌連結会計年度の連結財務諸表において、繰延税金資産の金額に重要な影響

を与える可能性があります。
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当連結会計年度(自 2025年１月１日 至 2025年12月31日)

１．繰延税金資産の回収可能性

(1) 当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額

(千円)

繰延税金資産 5,064

(2) 識別した項目に係る会計上の見積りの内容に関する情報

①算出方法

当社グループでは、繰延税金資産の回収可能性について、「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」

（企業会計基準適用指針第26号）に基づき、繰延税金資産の回収可能性の検討を行っており、当連結会計年度

末における将来の合理的な見積可能期間の一時差異等加減算前課税所得の見積額に基づいて、一時差異等のス

ケジューリングの結果、回収可能な将来減算一時差異を繰延税金資産に計上しております。

②主要な仮定

課税所得の発生時期及び金額の算出において重要となる将来の事業計画は、現在の状況及び入手可能な情報

等による合理的な仮定に基づき、見積もっております。

③翌連結会計年度の連結財務諸表に与える影響

これらの仮定は、経営環境等の変化によって影響を受ける可能性があり、実際に発生した課税所得の時期及

び金額が見積りと異なった場合、翌連結会計年度の連結財務諸表において、繰延税金資産の金額に重要な影響

を与える可能性があります。

２．のれんの減損

(1) 当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額

(千円)

のれん －

減損損失(のれんの減損のみ) 643,788

(2) 識別した項目に係る会計上の見積りの内容に関する情報

①算出方法

当社グループでは、のれんを含む各資産グループに減損の兆候がある場合、当該資産グループから得られる

将来キャッシュ・フローの見積りに基づいて認識及び測定を行っております。

②主要な仮定

将来キャッシュ・フローの見積りは、過年度実績や外部環境及び内部環境を考慮して作成した事業計画を基

礎としており、当該事業計画には、事業戦略や市場データに基づく売上高成長率、過去の実績や売上総利益率

等の重要な仮定が含まれております。

③翌連結会計年度の連結財務諸表に与える影響

当連結会計年度において、株式取得及び事業譲受により発生したのれんの全額に対して減損損失を計上し、

のれんの未償却残高はゼロとなっているため、翌連結会計年度以降に与える影響はありません。
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(未適用の会計基準等)

前連結会計年度(自 2024年１月１日 至 2024年12月31日)

・「リースに関する会計基準」（企業会計基準第34号 2024年９月13日 企業会計基準委員会）

・「リースに関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第33号 2024年９月13日 企業会計基準委員会）等

(1) 概要

企業会計基準委員会において、日本基準を国際的に整合性のあるものとする取組みの一環として、借手の全ての

リースについて資産及び負債を認識するリースに関する会計基準の開発に向けて、国際的な会計基準を踏まえた検

討が行われ、基本的な方針として、IFRS第16号の単一の会計処理モデルを基礎とするものの、IFRS第16号の全ての

定めを採り入れるのではなく、主要な定めのみを採り入れることにより、簡素で利便性が高く、かつ、IFRS第16号

の定めを個別財務諸表に用いても、基本的に修正が不要となることを目指したリース会計基準等が公表されまし

た。

借手の会計処理として、借手のリースの費用配分の方法については、IFRS第16号と同様に、リースがファイナン

ス・リースであるかオペレーティング・リースであるかにかかわらず、全てのリースについて使用権資産に係る減

価償却費及びリース負債に係る利息相当額を計上する単一の会計処理モデルが適用されます。

(2) 適用予定日

2028年12月期の期首より適用予定であります。

(3) 当該会計基準等の適用による影響

「リースに関する会計基準」等の適用による連結財務諸表に与える影響額については、現時点で評価中でありま

す。

当連結会計年度(自 2025年１月１日 至 2025年12月31日)

・「リースに関する会計基準」（企業会計基準第34号 2024年９月13日 企業会計基準委員会）

・「リースに関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第33号 2024年９月13日 企業会計基準委員会）等

(1) 概要

企業会計基準委員会において、日本基準を国際的に整合性のあるものとする取組みの一環として、借手の全ての

リースについて資産及び負債を認識するリースに関する会計基準の開発に向けて、国際的な会計基準を踏まえた検

討が行われ、基本的な方針として、IFRS第16号の単一の会計処理モデルを基礎とするものの、IFRS第16号の全ての

定めを採り入れるのではなく、主要な定めのみを採り入れることにより、簡素で利便性が高く、かつ、IFRS第16号

の定めを個別財務諸表に用いても、基本的に修正が不要となることを目指したリース会計基準等が公表されまし

た。

借手の会計処理として、借手のリースの費用配分の方法については、IFRS第16号と同様に、リースがファイナン

ス・リースであるかオペレーティング・リースであるかにかかわらず、全てのリースについて使用権資産に係る減

価償却費及びリース負債に係る利息相当額を計上する単一の会計処理モデルが適用されます。

(2) 適用予定日

2028年12月期の期首より適用予定であります。

(3) 当該会計基準等の適用による影響

「リースに関する会計基準」等の適用による連結財務諸表に与える影響額については、現時点で評価中でありま

す。
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(連結貸借対照表関係)

※1 有形固定資産の減価償却累計額

前連結会計年度
(2024年12月31日)

当連結会計年度
(2025年12月31日)

有形固定資産の減価償却累計額 14,795千円 25,857千円

※2 当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行と当座貸越契約及び貸出コミットメント契約を締結

しております。これらの契約に基づく連結会計年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。

前連結会計年度
(2024年12月31日)

当連結会計年度
(2025年12月31日)

当座貸越極度額及び貸出コミットメ
ントの総額

1,600,000千円 2,100,000千円

借入実行残高 - 〃 - 〃

差引額 1,600,000 〃 2,100,000 〃

(連結損益計算書関係)

※1 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

前連結会計年度
(自 2024年１月１日
至 2024年12月31日)

当連結会計年度
(自 2025年１月１日
至 2025年12月31日)

給料手当 424,216千円 683,486千円

研究開発費 500,396 〃 429,768 〃

賞与引当金繰入額 25,702 〃 45,602 〃

退職給付費用 － 〃 2,914 〃

※2 減損損失

前連結会計年度(自 2024年１月１日 至 2024年12月31日)

該当事項はありません。

当連結会計年度(自 2025年１月１日 至 2025年12月31日)

当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

場所 用途 種類
減損損失
(千円)

株式会社estie(東京都港区) その他 のれん 506,916

株式会社住宅新報(東京都中央区) その他 のれん 136,871

当社グループは、原則として、管理会計上の単位を資産グループの基礎として、独立したキャッシュ・フローを

生み出す最小単位でグルーピングを行っております。

株式会社estieに関するのれんは、（企業結合等関係）に記載した事業譲受により発生したものとなります。

のれんについては、現時点において十分なキャッシュ・フローの獲得が見込まれないため、のれんの帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。

なお、回収可能価額は使用価値により測定し、回収可能価額を零として評価しております。

(連結包括利益計算書関係)

該当事項はありません。
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自 2024年１月１日 至 2024年12月31日）

１. 発行済株式に関する事項

株式の種類
当連結会計年度期首

株式数（株）
増加（株） 減少（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

普通株式（注）１ 70,000 - - 70,000

Ａ種優先株式 17,500 - - 17,500

Ａ２種優先株式 21,000 - - 21,000

Ａ３種優先株式 18,577 - - 18,577

Ｂ種優先株式（注）２ - 26,933 - 26,933

(注)１. 2026年７月15日開催の取締役会決議により、2026年８月31日付で普通株式について１株を100株に株式分割い

たしましたが、上記株式数については当該株式分割前の株式数を記載しております。

２. Ｂ種優先株式の株式数の増加26,933株は、第三者割当増資による新株発行に伴う増加であります。

２. 自己株式に関する事項

該当事項はありません。

３. 新株予約権等に関する事項

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株） 当連結会計
年度末残高
(千円)

当連結会計
年度期首

増加 減少
当連結

会計年度末

提出会社

2020年ストック・オプ
ションとしての新株予
約権

― ― ― ― ― ―

2023年ストック・オプ
ションとしての新株予
約権

― ― ― ― ― 74,659

2024年ストック・オプ
ションとしての新株予
約権

― ― ― ― ― 16,524

合計 ― ― ― ― 91,183

(注)ストック・オプションとしての新株予約権は、権利行使期間の初日が到来しておりません。

４. 配当に関する事項

該当事項はありません。
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当連結会計年度(自 2025年１月１日 至 2025年12月31日）

１. 発行済株式に関する事項

株式の種類
当連結会計年度期首

株式数（株）
増加（株） 減少（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

普通株式 70,000 - - 70,000

Ａ種優先株式 17,500 - - 17,500

Ａ２種優先株式 21,000 - - 21,000

Ａ３種優先株式 18,577 - - 18,577

Ｂ種優先株式 26,933 - - 26,933

(注)2026年７月15日開催の取締役会決議により、2026年８月31日付で普通株式について１株を100株に株式

分割いたしましたが、上記株式数については当該株式分割前の株式数を記載しております。

２. 自己株式に関する事項

該当事項はありません。

３. 新株予約権等に関する事項

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株） 当連結会計
年度末残高
(千円)

当連結会計
年度期首

増加 減少
当連結

会計年度末

提出会社

2020年ストック・オ
プションとしての新
株予約権

― ― ― ― ― ―

2023年ストック・オ
プションとしての新
株予約権

― ― ― ― ― 74,534

2024年ストック・オ
プションとしての新
株予約権

― ― ― ― ― 14,981

2025年ストック・オ
プションとしての新
株予約権

― ― ― ― ― 9,469

合計 ― ― ― ― 98,985

４. 配当に関する事項

該当事項はありません。
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※1 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりでありま

す。

前連結会計年度
(自 2024年１月１日
至 2024年12月31日)

当連結会計年度
(自 2025年１月１日
至 2025年12月31日)

現金及び預金 3,906,830 千円 4,069,822千円

現金及び現金同等物 3,906,830 〃 4,069,822 〃

※2 株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資産及び負債の主な内訳

前連結会計年度(自 2024年１月１日 至 2024年12月31日)

該当事項はありません。

当連結会計年度(自 2025年１月１日 至 2025年12月31日)

株式の取得により新たに株式会社住宅新報を連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並びに同社株

式の取得価額と取得のための支出(純額)との関係は次のとおりであります。

流動資産 106,620 千円

固定資産 40,944 〃

のれん 136,871 〃

流動負債 △123,542 〃

固定負債 △75,894 〃

株式の取得価額 85,000 千円

現金及び現金同等物 △75,115 〃

差引：取得のための支出 9,884 千円

※3 現金及び現金同等物を対価とする事業の譲受けにより増加した資産及び負債の主な内訳

前連結会計年度(自 2024年１月１日 至 2024年12月31日)

該当事項はありません。

当連結会計年度(自 2025年１月１日 至 2025年12月31日)

事業の譲受けにより増加した資産及び負債の主な内訳並びに事業の譲受価額と事業譲受による支出は次のとおり

であります。

のれん 506,916 千円

流動負債 △20,703 〃

事業の譲受価額 486,213 千円

現金及び現金同等物 - 〃

差引：事業譲受による支出 486,213 千円
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(金融商品関係)

前連結会計年度(自 2024年１月１日 至 2024年12月31日)

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については安全性の高い短期的な金融資産に限定し、また、資金調達については主

に銀行借入による方針です。なお、デリバティブ取引は行っておりません。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されておりますが、当該リスクに関しては、与信管理規程に

従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、取引先の信用状況を定期的にモニタリングし、財務

状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

営業債務である買掛金、未払金は、その全てが１年以内の支払期日であります。

借入金は、主に運転資金や設備投資に係る資金調達であります。

これらの営業債務や借入金等は、その決済時において流動性リスクに晒されておりますが、当社グループでは、

各社が月次で資金繰予定表を作成・更新するとともに、金融機関との間で当座貸越契約を締結しているほか、貸

出コミットメント契約を設定することにより、流動性リスクを管理しております。

２．金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

連結貸借対照表計上額
（千円）

時価
（千円）

差額
（千円）

長期借入金(*2) 700,000 700,000 -

(*1) 「現金及び預金」、「売掛金」、「買掛金」、「未払金」、「未払法人税等」については、現金であること、

及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

(*2) 長期借入金には、１年内返済予定長期借入金が含まれております。

(注１) 金銭債権の連結決算日後の償還予定額

１年以内
(千円)

１年超
５年以内
(千円)

５年超
10年以内
(千円)

10年超
(千円)

現金及び預金 3,906,830 - - -

売掛金 41,033 - - -

合計 3,947,864 - - -

(注２) 長期借入金の連結決算日後の返済予定額

区分
１年以内
(千円)

１年超
２年以内
(千円)

２年超
３年以内
(千円)

３年超
４年以内
(千円)

４年超
５年以内
(千円)

５年超
(千円)

長期借入金 400,000 - - - 200,000 100,000
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３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類

しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算

定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係

るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属す

るレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

(1) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

該当事項はありません。

(2) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

区分
時価(千円)

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 - 700,000 - 700,000

(注) 時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

長期借入金

これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割引現在価値法に

より算定しており、レベル２の時価に分類しております。

当連結会計年度(自 2025年１月１日 至 2025年12月31日)

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については安全性の高い短期的な金融資産に限定し、また、資金調達については主

に銀行借入による方針です。なお、デリバティブ取引は行っておりません。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されておりますが、当該リスクに関しては、与信管理規程に

従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、取引先の信用状況を定期的にモニタリングし、財務

状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

営業債務である買掛金、未払金は、その全てが１年以内の支払期日であります。

借入金は、主に運転資金や設備投資に係る資金調達であります。

これらの営業債務や借入金等は、その決済時において流動性リスクに晒されておりますが、当社グループでは、

各社が月次で資金繰予定表を作成・更新するとともに、金融機関との間で当座貸越契約を締結しているほか、貸

出コミットメント契約を設定することにより、流動性リスクを管理しております。
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２．金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

連結貸借対照表計上額
（千円）

時価
（千円）

差額
（千円）

長期借入金(*2) 1,520,361 1,522,318 1,957

(*1) 「現金及び預金」、「売掛金」、「買掛金」、「未払金」、「未払法人税等」については、現金であること、

及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

(*2) 長期借入金には、１年内返済予定長期借入金が含まれております。

(注１) 金銭債権の連結決算日後の償還予定額

１年以内
(千円)

１年超
５年以内
(千円)

５年超
10年以内
(千円)

10年超
(千円)

現金及び預金 4,069,822 - - -

売掛金 74,952 - - -

合計 4,144,774 - - -

(注２) 長期借入金の連結決算日後の返済予定額

区分
１年以内
(千円)

１年超
２年以内
(千円)

２年超
３年以内
(千円)

３年超
４年以内
(千円)

４年超
５年以内
(千円)

５年超
(千円)

長期借入金 104,316 479,325 304,320 204,320 304,320 123,760

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類

しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算

定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係

るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属す

るレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

(1) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

該当事項はありません。

(2) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

区分
時価(千円)

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 - 1,522,318 - 1,522,318

(注) 時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

長期借入金

これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割引現在価値法に

より算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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(退職給付関係)

前連結会計年度(自 2024年１月１日 至 2024年12月31日)

該当事項はありません。

当連結会計年度(自 2025年１月１日 至 2025年12月31日)

１．採用している退職給付制度の概要

一部の連結子会社は、確定給付型の制度として退職一時金制度を設けており、給付額の一部に中小企業退職金

共済制度からの給付額等を充当しております。

なお、一部の連結子会社が有する退職一時金制度は、簡便法により退職給付に係る負債及び退職給付費用を計

算しております。

２．簡便法を適用した確定給付制度

(1) 簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表

退職給付に係る負債の期首残高 -千円

退職給付費用 2,019 〃

退職給付の支払額 - 〃

連結の範囲の変更に伴う増加額 23,864 〃

退職給付に係る負債の期末残高 25,883 〃

(2) 退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係

る資産の調整表

非積立型制度の退職給付債務 25,883千円

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 25,883 〃

退職給付に係る負債 25,883千円

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 25,883 〃

(3) 退職給付費用

簡便法で計算した退職給付費用 2,019千円

３．確定拠出制度

連結子会社の確定拠出制度への要拠出額は、895千円でありました。
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(ストック・オプション等関係)

前連結会計年度(自 2024年１月１日 至 2024年12月31日)

１．ストック・オプションにかかる費用計上額及び科目名

前連結会計年度
(自 2024年１月１日
至 2024年12月31日)

販売費及び一般管理費 16,557 千円

２．権利不行使による失効により利益として計上した金額

前連結会計年度
(自 2024年１月１日
至 2024年12月31日)

新株予約権戻入益 7,855 千円

３．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

前連結会計年度(2024年12月期)において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数に

ついては、株式数に換算して記載しております。

(1) ストック・オプションの内容

第１回新株予約権 第11回新株予約権 第12回新株予約権

付与対象者の区分及び人数 外部協力者 １
当社取締役 １
当社使用人 53

当社使用人 57

株式の種類別のストック・オプ
ションの数 （注１）

普通株式 39,300株 普通株式 831,400株 普通株式 66,100株

付与日 2020年４月10日 2023年12月26日 2024年３月15日

権利確定条件

「第４ 提出会社の状況
１株式等の状況（２）新
株予約権等の状況」に記
載のとおりであります。

「第４ 提出会社の状況
１株式等の状況（２）新
株予約権等の状況」に記
載のとおりであります。

「第４ 提出会社の状況
１株式等の状況（２）新
株予約権等の状況」に記
載のとおりであります。

対象勤務期間 定めておりません。 定めておりません。 定めておりません。

権利行使期間
自 2020年４月10日
至 2050年４月９日

自 2025年12月26日
至 2033年12月25日

自 2026年３月14日
至 2034年３月13日

第13回新株予約権 第14回新株予約権 第15回新株予約権

付与対象者の区分及び人数 当社使用人 72 当社監査役 ３ 当社取締役 ４

株式の種類別のストック・オプ
ションの数 （注１）

普通株式 81,000株 普通株式 9,000株 普通株式 480,000株

付与日 2024年８月31日 2024年12月20日 2024年12月20日

権利確定条件

「第４ 提出会社の状況
１株式等の状況（２）新
株予約権等の状況」に記
載のとおりであります。

「第４ 提出会社の状況
１株式等の状況（２）新
株予約権等の状況」に記
載のとおりであります。

「第４ 提出会社の状況
１株式等の状況（２）新
株予約権等の状況」に記
載のとおりであります。

対象勤務期間 定めておりません。 定めておりません。 定めておりません。

権利行使期間
自 2026年８月30日
至 2034年８月29日

自 2024年12月20日
至 2034年12月19日

自 2024年12月20日
至 2031年12月31日
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第16回新株予約権

付与対象者の区分及び人数 当社使用人 １

株式の種類別のストック・オプ
ションの数 （注１）

普通株式 60,000株

付与日 2024年12月20日

権利確定条件

「第４ 提出会社の状況
１株式等の状況（２）新
株予約権等の状況」に記
載のとおりであります。

対象勤務期間 定めておりません。

権利行使期間
自 2024年12月20日
至 2031年12月31日

（注）１. 当社は2026年８月31日付で普通株式について１株につき100株の割合で株式分割を行っており、上記株式の

種類別のストック・オプションの数については当該株式分割後の株式数を記載しております。

２. 付与対象者の区分及び人数は、新株予約権の当初発行時における内容を記載しております。

(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況

① ストック・オプションの数

第１回新株予約権 第11回新株予約権 第12回新株予約権

権利確定前（株）

前連結会計年度末 39,300 913,200
―

付与 ― ― 70,800

失効 ― 81,800 4,700

権利確定 ― ― ―

未確定残 39,300 831,400 66,100

権利確定後（株）

前連結会計年度末 ― ― ―

権利確定 ― ― ―

権利行使 ― ― ―

失効 ― ― ―

未行使残 ― ― ―

第13回新株予約権 第14回新株予約権 第15回新株予約権

権利確定前（株）

前連結会計年度末 ― ― ―

付与 81,700 9,000 480,000

失効 700 ― ―

権利確定 ― ― ―

未確定残 81,000 9,000 480,000

権利確定後（株）

前連結会計年度末 ― ― ―

権利確定 ― ― ―

権利行使 ― ― ―

失効 ― ― ―

未行使残 ― ― ―
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第16回新株予約権

権利確定前（株）

前連結会計年度末 ―

付与 60,000

失効 ―

権利確定 ―

未確定残 60,000

権利確定後（株）

前連結会計年度末 ―

権利確定 ―

権利行使 ―

失効 ―

未行使残 ―

（注）当社は2026年８月31日付で普通株式について１株につき100株の割合で株式分割を行っており、上記株式数につ

いては当該株式分割後の株式数を記載しております。

② 単価情報

第１回新株予約権 第11回新株予約権 第12回新株予約権

権利行使価格（円） 1 1 1

行使時平均株価（円） ― ― ―

付与日における公正な評価単価
（円）

― 90 90

第13回新株予約権 第14回新株予約権 第15回新株予約権

権利行使価格（円） 1 140 140

行使時平均株価（円） ― ― ―

付与日における公正な評価単価
（円）

125 ― ―

第16回新株予約権

権利行使価格（円） 140

行使時平均株価（円） ―

付与日における公正な評価単価
（円）

―

（注）当社は2026年８月31日付で普通株式について１株につき100株の割合で株式分割を行っており、上記単価情報に

ついては当該株式分割後の価格を記載しております。

４．前連結会計年度に付与されたストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

当社株式は未公開株式であるため、ストック・オプションの公正な評価単価の本源的価値をもってストック・オプ

ションの評価単価としております。

５．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用しており

ます。
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６．ストック・オプションの単位当たりの本源的価値により算定を行う場合の前連結会計年度末における本源的価値の

合計額及び前連結会計年度において権利行使されたストック・オプションの権利行使日における本源的価値の合計額

前連結会計年度末における本源的価値の合計額 141,474千円

前連結会計年度において権利行使されたストック・オプションの

権利行使日における本源的価値の合計額
－千円

当連結会計年度(自 2025年１月１日 至 2025年12月31日)

１．ストック・オプションにかかる費用計上額及び科目名

当連結会計年度
(自 2025年１月１日
至 2025年12月31日)

販売費及び一般管理費 9,330 千円

２．権利不行使による失効により利益として計上した金額

当連結会計年度
(自 2025年１月１日
至 2025年12月31日)

新株予約権戻入益 1,763 千円

３．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

当連結会計年度(2025年12月期)において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数に

ついては、株式数に換算して記載しております。

(1) ストック・オプションの内容

第１回新株予約権 第11回新株予約権 第12回新株予約権

付与対象者の区分及び人数 外部協力者 １
当社取締役 １
当社使用人 53

当社使用人 57

株式の種類別のストック・オプ
ションの数 （注１）

普通株式 39,300株 普通株式 830,000株 普通株式 52,400株

付与日 2020年４月10日 2023年12月26日 2024年３月15日

権利確定条件

「第４ 提出会社の状況
１株式等の状況（２）新
株予約権等の状況」に記
載のとおりであります。

「第４ 提出会社の状況
１株式等の状況（２）新
株予約権等の状況」に記
載のとおりであります。

「第４ 提出会社の状況
１株式等の状況（２）新
株予約権等の状況」に記
載のとおりであります。

対象勤務期間 定めておりません。 定めておりません。 定めておりません。

権利行使期間
自 2020年４月10日
至 2050年４月９日

自 2025年12月26日
至 2033年12月25日

自 2026年３月14日
至 2034年３月13日

第13回新株予約権 第14回新株予約権 第15回新株予約権

付与対象者の区分及び人数 当社使用人 72 当社監査役 ３ 当社取締役 ４

株式の種類別のストック・オプ
ションの数 （注１）

普通株式 78,500株 普通株式 9,000株 普通株式 480,000株

付与日 2024年８月31日 2024年12月20日 2024年12月20日

権利確定条件

「第４ 提出会社の状況
１株式等の状況（２）新
株予約権等の状況」に記
載のとおりであります。

「第４ 提出会社の状況
１株式等の状況（２）新
株予約権等の状況」に記
載のとおりであります。

「第４ 提出会社の状況
１株式等の状況（２）新
株予約権等の状況」に記
載のとおりであります。

対象勤務期間 定めておりません。 定めておりません。 定めておりません。

権利行使期間
自 2026年８月30日
至 2034年８月29日

自 2024年12月20日
至 2034年12月19日

自 2024年12月20日
至 2031年12月31日
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第16回新株予約権 第17回新株予約権 第18回新株予約権

付与対象者の区分及び人数 当社使用人 １ 当社使用人 81 当社使用人 90

株式の種類別のストック・オプ
ションの数 （注１）

普通株式 60,000株 普通株式 78,600株 普通株式 86,300株

付与日 2024年12月20日 2025年３月28日 2025年８月28日

権利確定条件

「第４ 提出会社の状況
１株式等の状況（２）新
株予約権等の状況」に記
載のとおりであります。

「第４ 提出会社の状況
１株式等の状況（２）新
株予約権等の状況」に記
載のとおりであります。

「第４ 提出会社の状況
１株式等の状況（２）新
株予約権等の状況」に記
載のとおりであります。

対象勤務期間 定めておりません。 定めておりません。 定めておりません。

権利行使期間
自 2024年12月20日
至 2031年12月31日

自 2027年３月27日
至 2035年３月26日

自 2027年８月27日
至 2035年８月26日

第19回新株予約権 第20回新株予約権

付与対象者の区分及び人数 当社取締役 １ 当社取締役 １

株式の種類別のストック・オプ
ションの数 （注１）

普通株式 10,000株 普通株式 30,000株

付与日 2025年９月３日 2025年９月３日

権利確定条件

「第４ 提出会社の状況
１株式等の状況（２）新
株予約権等の状況」に記
載のとおりであります。

「第４ 提出会社の状況
１株式等の状況（２）新
株予約権等の状況」に記
載のとおりであります。

対象勤務期間 定めておりません。 定めておりません。

権利行使期間
自 2025年９月３日
至 2031年12月31日

自 2025年９月３日
至 2031年12月31日

（注）１. 当社は2026年８月31日付で普通株式について１株につき100株の割合で株式分割を行っており、上記株式の

種類別のストック・オプションの数については当該株式分割後の株式数を記載しております。

２. 付与対象者の区分及び人数は、新株予約権の当初発行時における内容を記載しております。

(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況

① ストック・オプションの数

第１回新株予約権 第11回新株予約権 第12回新株予約権

権利確定前（株）

前連結会計年度末 39,300 831,400 66,100

付与 ― ― ―

失効 ― 1,400 13,700

権利確定 ― ― ―

未確定残 39,300 830,000 52,400

権利確定後（株）

前連結会計年度末 ― ― ―

権利確定 ― ― ―

権利行使 ― ― ―

失効 ― ― ―

未行使残 ― ― ―
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第13回新株予約権 第14回新株予約権 第15回新株予約権

権利確定前（株）

前連結会計年度末 81,000 9,000 480,000

付与 ― ― ―

失効 2,500 ― ―

権利確定 ― ― ―

未確定残 78,500 9,000 480,000

権利確定後（株）

前連結会計年度末 ― ― ―

権利確定 ― ― ―

権利行使 ― ― ―

失効 ― ― ―

未行使残 ― ― ―

第16回新株予約権 第17回新株予約権 第18回新株予約権

権利確定前（株）

前連結会計年度末 60,000 ― ―

付与 ― 81,200 86,500

失効 ― 2,600 200

権利確定 ― ― ―

未確定残 60,000 78,600 86,300

権利確定後（株）

前連結会計年度末 ― ― ―

権利確定 ― ― ―

権利行使 ― ― ―

失効 ― ― ―

未行使残 ― ― ―

第19回新株予約権 第20回新株予約権

権利確定前（株）

前連結会計年度末 ― ―

付与 10,000 30,000

失効 ― ―

権利確定 ― ―

未確定残 10,000 30,000

権利確定後（株）

前連結会計年度末 ― ―

権利確定 ― ―

権利行使 ― ―

失効 ― ―

未行使残 ― ―

（注）当社は2026年８月31日付で普通株式について１株につき100株の割合で株式分割を行っており、上記株式数につ

いては当該株式分割後の株式数を記載しております。
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② 単価情報

第１回新株予約権 第11回新株予約権 第12回新株予約権

権利行使価格（円） 1 1 1

行使時平均株価（円） ― ― ―

付与日における公正な評価単価
（円）

― 90 90

第13回新株予約権 第14回新株予約権 第15回新株予約権

権利行使価格（円） 1 140 140

行使時平均株価（円） ― ― ―

付与日における公正な評価単価
（円）

125 ― ―

第16回新株予約権 第17回新株予約権 第18回新株予約権

権利行使価格（円） 140 1 1

行使時平均株価（円） ― ― ―

付与日における公正な評価単価
（円）

― 148 266

第19回新株予約権 第20回新株予約権

権利行使価格（円） 266 266

行使時平均株価（円） ― ―

付与日における公正な評価単価
（円）

― ―

（注）当社は2026年８月31日付で普通株式について１株につき100株の割合で株式分割を行っており、上記単価情報に

ついては当該株式分割後の価格を記載しております。

４．当連結会計年度に付与されたストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

当社株式は未公開株式であるため、ストック・オプションの公正な評価単価の本源的価値をもってストック・オプ

ションの評価単価としております。

５．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用しており

ます。

６．ストック・オプションの単位当たりの本源的価値により算定を行う場合の当連結会計年度末における本源的価値の

合計額及び当連結会計年度において権利行使されたストック・オプションの権利行使日における本源的価値の合計額

当連結会計年度末における本源的価値の合計額 1,569,091千円

当連結会計年度において権利行使されたストック・オプションの

権利行使日における本源的価値の合計額
－千円
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(税効果会計関係)

前連結会計年度(自 2024年１月１日 至 2024年12月31日)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

税務上の繰越欠損金(注)２ 458,899千円

賞与引当金 14,744 〃

貸倒引当金 2,327 〃

減価償却費 385 〃

減損損失 34,548 〃

株式報酬費用 30,459 〃

ソフトウェア 154,812 〃

フリーレント賃料 6,892 〃

その他 2,890 〃

繰延税金資産小計 705,958 〃

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △458,899 〃

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △244,480 〃

評価性引当額小計(注)１ △703,379 〃

繰延税金資産合計 2,579 〃

繰延税金負債

資産除去債務に対応する除去費用 2,322千円

繰延税金負債合計 2,322千円

繰延税金資産純額 256千円

(注）１．評価性引当額の変動の主な内容は、税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額の増加であります。

(注）２．税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額

1年以内
（千円）

1年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

合計
（千円）

税務上の繰越
欠損金（※1）

－ － － 9,982 15,086 433,830 458,899

評価性引当額 － － － △9,982 △15,086 △433,830 △458,899

繰延税金資産 － － － － － － －

（※１）税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

税金等調整前当期純損失であるため注記を省略しております。
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当連結会計年度(自 2025年１月１日 至 2025年12月31日)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

税務上の繰越欠損金(注)２ 554,447千円

賞与引当金 22,680 〃

貸倒引当金 1,697 〃

退職給付に係る負債 8,911 〃

減価償却費 5,721 〃

減損損失 201,772 〃

株式報酬費用 33,835 〃

ソフトウェア 259,533 〃

フリーレント賃料 2,486 〃

その他 25,834 〃

繰延税金資産小計 1,116,920 〃

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △554,447 〃

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △555,223 〃

評価性引当額小計(注)１ △1,109,670 〃

繰延税金資産合計 7,249 〃

繰延税金負債

資産除去債務に対応する除去費用 2,184千円

退職給付調整勘定 1,305 〃

繰延税金負債合計 3,490千円

繰延税金資産純額 3,758千円

(注）１．評価性引当額の変動の主な内容は、税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額の増加であります。

(注）２．税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額

1年以内
（千円）

1年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

合計
（千円）

税務上の繰越
欠損金（※1）

－ － 10,235 15,468 47,594 481,149 554,447

評価性引当額 － － △10,235 △15,468 △47,594 △481,149 △554,447

繰延税金資産 － － － － － － －

（※１）税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

税金等調整前当期純損失であるため注記を省略しております。

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律（令和７年法律第十三号）」が2025年３月31日に公布され、防衛特別法人税が

創設されることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は、2027

年１月１日に開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異等について、従来の33.58％から34.43％に変更

し計算しております。

なお、この税率変更による連結財務諸表に与える影響は軽微であります。
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(企業結合等関係)

前連結会計年度(自 2024年１月１日 至 2024年12月31日)

該当事項はありません。

当連結会計年度(自 2025年１月１日 至 2025年12月31日)

取得による企業結合

１． 企業結合の概要

(1) 被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称 : 株式会社住宅新報

事業の内容 : 不動産業界向け専門メディア及び教育

(2) 企業結合を行った主な理由

長年にわたり不動産業界で築いてきた信頼や人脈、影響力を当社グループに取り込むことで、中長期の成長

戦略を加速させ、企業価値向上につなげることを目的としております。

(3) 企業結合日

2025年８月15日（株式取得日）

2025年８月31日（みなし取得日）

(4) 企業結合の法的形式

現金を対価とする株式取得

(5) 結合後企業の名称

変更ありません。

(6) 取得した議決権比率

100%

(7) 取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として株式を取得したことによります。

２．連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績

2025年９月１日から2025年12月31日まで

３．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価 現金及び預金 85,000千円

取得原価 85,000千円

４．主要な取得関連費用の内訳及び金額

アドバイザリーに対する報酬・手数料等 38,083千円

５．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

(1) 発生したのれんの金額

136,871千円

(2) 発生原因

取得原価が、企業結合時における被取得企業の時価純資産額を上回ったことにより発生したものです。

(3) 償却方法及び償却期間

当連結会計年度において全額を減損損失として計上しております。
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６．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

流動資産 106,620千円

固定資産 40,944千円

資産合計 147,564千円

流動負債 123,542千円

固定負債 75,894千円

負債合計 199,436千円

７．企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼす

影響の概算額及びその算定方法

売上高 295,373千円

営業損失 △23,937千円

経常損失 △23,731千円

税金等調整前
当期純損失

△95,969千円

当期純損失 △94,958千円

(概算額の算定方法)

企業結合が連結会計年度開始の日に完了したと仮定し、連結会計年度開始の日である2025年１月１日から企

業結合日である2025年８月31日までの被取得企業の損益計算書を基礎として算定した売上高及び損益情報を影

響の概算額としております。

なお、当該注記は監査証明を受けておりません。
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事業の譲受

１． 企業結合の概要

(1) 相手先企業の名称及びその事業の内容

相手先企業の名称 : 株式会社UPDATA

事業の内容 : 不動産会社向けに特化したWEBサイト構築及び受託開発

(2) 企業結合を行った主な理由

不動産ドメインに立脚した制作機能・顧客基盤を獲得することを目的としております。

(3) 企業結合日

2025年11月25日

(4) 企業結合の法的形式

現金を対価とする事業譲受

(5) 取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として事業の譲り受けを行ったことによります。

２．連結損益計算書に含まれる取得した事業の業績

2025年11月26日から2025年12月31日まで

３．取得した事業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価 現金及び預金 86,213千円

取得原価 86,213千円

４．主要な取得関連費用の内訳及び金額

アドバイザリーに対する報酬・手数料等 22,000千円

５．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

(1) 発生したのれんの金額

106,916千円

(2) 発生原因

取得原価が、受け入れた資産および引き受けた負債に配分された純額を上回ったことにより発生したもので

す。

(3) 償却方法及び償却期間

当連結会計年度において全額を減損損失として計上しております。

６．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

流動負債 20,703千円

負債合計 20,703千円

７．企業結合契約に規定される条件付取得対価の内容及び当連結会計年度以降の会計処理方針

(1) 条件付取得対価の内容

被取得企業の将来の業績の達成水準に応じて条件付対価を支払うことになっております。

(2) 当連結会計年度以降の会計処理の方針

取得対価の追加支払いが発生した場合には、取得時に支払ったものとみなして取得原価を修正し、のれんの

金額及びのれんの償却額を修正することとしております。

８．企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼす

影響の概算額及びその算定方法

当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼす影響額の算定が困難であるため、記載しておりません。
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事業の譲受

１． 企業結合の概要

(1) 相手先企業の名称及びその事業の内容

相手先企業の名称 : 株式会社スペースエージェント

事業の内容 : オフィス仲介会社向け不動産情報提供サービス

(2) 企業結合を行った主な理由

オフィス仲介会社に関する顧客基盤を用いた売上・利益の創出を目的としております。

(3) 企業結合日

2025年12月23日

(4) 企業結合の法的形式

現金を対価とする事業譲受

(5) 取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として事業の譲り受けを行ったことによります。

２．連結損益計算書に含まれる取得した事業の業績

2025年12月24日から2025年12月31日まで

３．取得した事業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価 現金及び預金 400,000千円

取得原価 400,000千円

４．主要な取得関連費用の内訳及び金額

アドバイザリーに対する報酬・手数料等 24,437千円

５．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

(1) 発生したのれんの金額

400,000千円

(2) 発生原因

取得原価が、受け入れた資産および引き受けた負債に配分された純額を上回ったことにより発生したもので

す。

(3) 償却方法及び償却期間

当連結会計年度において全額を減損損失として計上しております。

６．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

該当事項はありません。

７．企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼす

影響の概算額及びその算定方法

当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼす影響額の算定が困難であるため、記載しておりません。
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(資産除去債務関係)

前連結会計年度(自 2024年１月１日 至 2024年12月31日)

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

(1) 当該資産除去債務の概要

本社事務所をはじめとしたオフィスの不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。

(2) 当該資産除去債務の金額の算定方法

割引計算による金額の重要性が乏しいことから、割引前の見積額を使用して資産除去債務の金額を計算して

おります。

(3) 当該資産除去債務の総額の増減

期首残高 39,508千円

有形固定資産の取得に伴う増加額 6,970 〃

時の経過による調整額 - 〃

期末残高 46,478千円

当連結会計年度(自 2025年１月１日 至 2025年12月31日)

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

(1) 当該資産除去債務の概要

本社事務所をはじめとしたオフィスの不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。

(2) 当該資産除去債務の金額の算定方法

割引計算による金額の重要性が乏しいことから、割引前の見積額を使用して資産除去債務の金額を計算して

おります。

(3) 当該資産除去債務の総額の増減

期首残高 46,478千円

有形固定資産の取得に伴う増加額 - 〃

時の経過による調整額 - 〃

連結の範囲の変更に伴う増加 2,950 〃

期末残高 49,428千円
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(収益認識関係)

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当社グループは、不動産プラットフォーム事業を営む単一セグメントであり、主要な顧客との契約から生じ

る収益を分解した情報は、以下のとおりであります。

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2024年１月１日
至 2024年12月31日)

当連結会計年度
(自 2025年１月１日
至 2025年12月31日)

Vertical Dataソリューション 1,093,625 1,856,330

エンタープライズ実装 － 62,139

専門情報サービス － 125,467

その他 411 38,402

顧客との契約から生じる収益 1,094,036 2,082,341

その他の収益 － －

外部顧客への売上高 1,094,036 2,082,341

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

前連結会計年度(自 2024年１月１日 至 2024年12月31日)

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）４．会計方針に関する事項 (4)重要な収益及び費用の

計上基準に記載のとおりであります。

当連結会計年度(自 2025年１月１日 至 2025年12月31日)

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）４．会計方針に関する事項 (4)重要な収益及び費用の

計上基準に記載のとおりであります。

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会計

年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期

に関する情報

(1) 顧客との契約から生じた債権及び契約負債の残高等

顧客との契約から生じた債権は、売掛金に計上しています。

契約負債は、顧客から契約期間分の料金を一括で受領すること等による前受金で、サービス提供時点また

はサービス提供期間にわたり売上高への振替がなされます。

顧客との契約から生じた債権及び契約負債の内訳は、以下のとおりであります。

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2024年１月１日
至 2024年12月31日)

当連結会計年度
(自 2025年１月１日
至 2025年12月31日)

顧客との契約から生じた債権

期首残高 30,372 41,033

期末残高 41,033 74,952

契約負債

期首残高 96,704 308,547

期末残高 308,547 768,182
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(2) 残存履行義務に配分した取引価格

残存履行義務に配分した取引価格の総額および収益の認識が見込まれる期間は、以下のとおりでありま

す。

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2024年１月１日
至 2024年12月31日)

当連結会計年度
(自 2025年１月１日
至 2025年12月31日)

１年以内 290,019 734,471

１年超 18,527 33,711

合計 308,547 768,182

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前連結会計年度(自 2024年１月１日 至 2024年12月31日)

当社グループは、単一セグメントであるため記載を省略しております。

当連結会計年度(自 2025年１月１日 至 2025年12月31日)

当社グループは、単一セグメントであるため記載を省略しております。

【関連当事者情報】

前連結会計年度(自 2024年１月１日 至 2024年12月31日)

１．関連当事者との取引

(1) 連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

該当事項はありません。

(2) 連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

該当事項はありません。

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

該当事項はありません。

当連結会計年度(自 2025年１月１日 至 2025年12月31日)

１．関連当事者との取引

(1) 連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

該当事項はありません。

(2) 連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

該当事項はありません。

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 2024年１月１日
至 2024年12月31日)

当連結会計年度
(自 2025年１月１日
至 2025年12月31日)

１株当たり純資産額 △299.05円 △470.71円

１株当たり当期純損失(△) △89.84円 △171.67円

(注) １．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場であり、

期中平均株価が把握できないため、また、１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。

２. 2026年８月31日付で普通株式について１株につき100株の割合で株式分割いたしました。前連結会計年度の

期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純損失を算定しており

ます。

３．１株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前連結会計年度

(自 2024年１月１日
至 2024年12月31日)

当連結会計年度
(自 2025年１月１日
至 2025年12月31日)

親会社株主に帰属する当期純損失(△)(千円) △628,882 △1,201,659

普通株主に帰属しない金額(千円) - -

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純損失(△)
(千円)

△628,882 △1,201,659

普通株式の期中平均株式数(株) 7,000,000 7,000,000

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
当期純利益の算定に含まれなかった潜在株式の概要

- -

４．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前連結会計年度末
(2024年12月31日)

当連結会計年度末
(2025年12月31日)

純資産の部の合計額(千円) 2,745,697 1,551,838

純資産の部の合計額から控除する金額(千円) 4,839,039 4,846,841

(うち新株予約権)(千円) （91,183） （98,985）

(うち優先株式払込金額)(千円) （4,747,855） （4,747,855）

普通株式に係る期末の純資産額(千円) △2,093,342 △3,295,002

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式
の数(株)

7,000,000 7,000,000

(重要な後発事象)

前連結会計年度(自 2024年１月１日 至 2024年12月31日)

該当事項はありません。
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当連結会計年度(自 2025年１月１日 至 2025年12月31日)

（取得による企業結合）

当社は、2025年12月15日開催の取締役会において、株式会社クラフコの株式を取得して子会社化することを決議

しました。また、2026年１月30日付で株式を取得したことにより子会社化しました。

１． 企業結合の概要

(１) 被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称 : 株式会社クラフコ

事業の内容 : web制作、不動産売買及び仲介

(２) 企業結合を行った主な理由

専門的なノウハウ・顧客基盤と当社のデータ・テクノロジー基盤を組み合わせることで、グループ全体の競

争力強化および中長期的な企業価値向上を目的としております。

(３) 企業結合日

2026年１月30日（株式取得日）

2026年１月１日（みなし取得日）

(４) 企業結合の法的形式

現金を対価とする株式取得

(５) 結合後企業の名称

変更ありません。

(６) 取得した議決権比率

100%

(７) 取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として株式を取得したことによります。

２．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価 現金及び預金 220,000千円

取得原価 220,000千円

３．主要な取得関連費用の内訳及び金額

アドバイザリーに対する報酬・手数料等 41,282千円

４．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

(1) 発生したのれんの金額

281,520千円

(2) 発生原因

取得原価が、企業結合時における被取得企業の時価純資産額を上回ったことにより発生したものです。

(3) 償却方法及び償却期間

2026年12月期において全額を減損損失として計上しております。

５．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

流動資産 130,079千円

固定資産 20,538千円

資産合計 150,617千円

流動負債 96,313千円

固定負債 115,824千円

負債合計 212,138千円
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（優先株式の取得及び消却）

当社は2026年７月15日開催の取締役会において、Ａ種優先株式、Ａ２種優先株式、Ａ３種優先株式、Ｂ種優先株式

のすべてにつき、定款に定める取得条項に基づき取得することを決議し、2026年８月28日付で取得のうえ、対価とし

て各優先株式１株につきそれぞれ普通株式１株を交付いたしました。

また、取得した優先株式のすべてを2026年８月28日付で消却しました。

１.取得及び消却を行う株式数

Ａ種優先株式 17,500

Ａ２種優先株式 21,000

Ａ３種優先株式 18,577

Ｂ種優先株式 26,933

２.交換により交付した普通株式数 84,010

３.交換後の発行済普通株式数 154,438

(新株予約権の発行)

当社は当連結会計年度末以降、第21回、第22回、第23回、第24回、第23-2回、第24-2回の新株予約権を発行して

おります。詳細は以下の通りです。

（第21回新株予約権）

決議年月日 2026年２月26日

付与対象者の区分及び人数(名) 当社使用人 107

新株予約権の数（個） ※ 2,935 [2,775]

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数（株）
※

普通株式 2,935 [277,500]（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 94,418 [945]（注）２

新株予約権の行使期間 ※ 2028年２月27日～2036年２月26日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発
行価格及び資本組入額（円） ※

発行価格 94,418 [945]
資本組入額 47,209 [472.5]

新株予約権の行使の条件 ※ （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 ※
新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要す
るものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項
※

（注）４

※ 新株予約権証券の発行時（2026年２月28日）における内容を記載しております。発行日から提出日の前月末現在

（2026年９月30日）にかけて変更された事項については、提出日の前月末現在における内容を［ ］内に記載して

おり、その他の事項について発行時における内容から変更はありません。

（注）１．当社が普通株式について株式の分割又は併合を行う場合には、未行使の本新株予約権についてその１個あた

りの目的たる株式数を次の算式に従い調整するものとし、調整により生じる１株の100分の１未満の端数は

切り捨てる。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率

２．当社が普通株式について株式の分割若しくは併合を行う場合、又は無償割当てにより普通株式を発行する場

合には、未行使の本新株予約権について、行使価額を次の算式に従い調整するものとし、調整により生じ

る１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額 ＝調整前行使価額 ×
１

分割・併合・無償割当ての比率

３．新株予約権の行使の条件

① 新株予約権の行使は、行使しようとする本新株予約権又は権利者について第21回新株予約権発行要項

第７項各号に定める取得事由が発生していないことを条件とし、取得事由が生じた新株予約権の行使

は認められないものとする。但し、当社が特に行使を認めた場合はこの限りでない。

② 権利者は、当社の株式のいずれかの金融商品取引所への上場がなされるまでの期間は、本新株予約権
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を行使することはできないものとする。但し、当社が特に行使を認めた場合はこの限りでない。

③ 上記②にかかわらず、権利者は、当社の買収について、法令上又は当社の定款上必要な当社の株主総

会その他の機関の承認の決議又は決定が行われた日以降、14日間（但し、買収の効力発生日の前日ま

での間に限る。）は、本新株予約権を行使することができるものとする。

４．当社が消滅会社となる吸収合併若しくは新設合併、当社が分割会社となる吸収分割若しくは新設分割、又は

当社が完全子会社となる株式交換若しくは株式移転（以下これらを総称して「組織再編行為」という。）

を行う場合は、組織再編行為の効力発生日の直前において残存する本新株予約権の権利者に対して、手続

に応じそれぞれ合併における存続会社若しくは新設会社、会社分割における承継会社若しくは新設会社、

又は株式交換若しくは株式移転における完全親会社（いずれの場合も株式会社に限る。以下総称して「再

編対象会社」という。）の新株予約権を、下記の方針に従って交付することとする。

① 交付する再編対象会社の新株予約権の数

権利者が保有する本新株予約権の目的である株式数に組織再編行為の比率を乗じた数を目的である株

式数とする新株予約権の数をそれぞれ交付するものとする。

② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記に準じて決定する。

④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記（注）２で定められる行使価額を調整して得られる再編後行

使価額に、③に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額と

する。

⑤ 新株予約権を行使することができる期間

上記新株予約権を行使することができる期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い

日から、上記新株予約権を行使することができる期間の末日までとする。

⑥ 新株予約権の行使の条件、取得事由、その他の新株予約権の内容

新株予約権の内容に準じて、組織再編行為にかかる契約又は計画において定めるものとする。

⑦ 新株予約権の譲渡制限

新株予約権の譲渡について、再編対象会社の取締役会の承認を要するものとする。

⑧ 組織再編行為の際の取扱い

本注釈に準じて定められる。
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（第22回新株予約権）

決議年月日 2026年３月20日

付与対象者の区分及び人数(名) 当社使用人 １

新株予約権の数（個） ※ 80 [80]

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数（株）
※

普通株式 80 [8,000]（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ １ [１]（注）２

新株予約権の行使期間 ※ 2028年３月21日～2036年３月20日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発
行価格及び資本組入額（円） ※

発行価格 １ [１]
資本組入額 0.5 [0.5]

新株予約権の行使の条件 ※ （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 ※
新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要す
るものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項
※

（注）４

※ 新株予約権証券の発行時（2026年３月22日）における内容を記載しております。発行日から提出日の前月末現在

（2026年９月30日）にかけて変更された事項については、提出日の前月末現在における内容を［ ］内に記載して

おり、その他の事項については発行時における内容から変更はありません。

（注）１．当社が普通株式について株式の分割又は併合を行う場合には、未行使の本新株予約権についてその１個あた

りの目的たる株式数を次の算式に従い調整するものとし、調整により生じる１株の100分の１未満の端数は

切り捨てる。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比

２．当社が普通株式について株式の分割若しくは併合を行う場合、又は無償割当てにより普通株式を発行する場

合には、未行使の本新株予約権について、行使価額を次の算式に従い調整するものとし、調整により生じ

る１円未満の端数は切り上げる

調整後行使価額 ＝調整前行使価額 ×
１

分割・併合・無償割当ての比率

３．新株予約権の行使の条件

① 新株予約権の行使は、行使しようとする本新株予約権又は権利者について第22回新株予約権発行要項

第７項各号に定める取得事由が発生していないことを条件とし、取得事由が生じた新株予約権の行使

は認められないものとする。但し、当社が特に行使を認めた場合はこの限りでない。

② 権利者は、当社の株式のいずれかの金融商品取引所への上場がなされるまでの期間は、本新株予約権

を行使することはできないものとする。但し、当社が特に行使を認めた場合はこの限りでない。

③ 上記②にかかわらず、権利者は、当社の買収について、法令上又は当社の定款上必要な当社の株主総

会その他の機関の承認の決議又は決定が行われた日以降、14日間（但し、買収の効力発生日の前日ま

での間に限る。）は、本新株予約権を行使することができるものとする。

４．当社が消滅会社となる吸収合併若しくは新設合併、当社が分割会社となる吸収分割若しくは新設分割、又は

当社が完全子会社となる株式交換若しくは株式移転（以下これらを総称して「組織再編行為」という。）

を行う場合は、組織再編行為の効力発生日の直前において残存する本新株予約権の権利者に対して、手続

に応じそれぞれ合併における存続会社若しくは新設会社、会社分割における承継会社若しくは新設会社、

又は株式交換若しくは株式移転における完全親会社（いずれの場合も株式会社に限る。以下総称して「再

編対象会社」という。）の新株予約権を、下記の方針に従って交付することとする。

① 交付する再編対象会社の新株予約権の数

権利者が保有する本新株予約権の目的である株式数に組織再編行為の比率を乗じた数を目的である株

式数とする新株予約権の数をそれぞれ交付するものとする。

② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記に準じて決定する。

④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記（注）2で定められる行使価額を調整して得られる再編後行
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使価額に、③に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額と

する。

⑤ 新株予約権を行使することができる期間

上記新株予約権を行使することができる期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い

日から、上記新株予約権を行使することができる期間の末日までとする。

⑥ 新株予約権の行使の条件、取得事由、その他の新株予約権の内容

新株予約権の内容に準じて、組織再編行為にかかる契約又は計画において定めるものとする。

⑦ 新株予約権の譲渡制限

新株予約権の譲渡について、再編対象会社の取締役会の承認を要するものとする。

⑧ 組織再編行為の際の取扱い

本注釈に準じて定められる。

（第23回新株予約権）

決議年月日 2026年８月14日

付与対象者の区分及び人数(名) 当社使用人 120

新株予約権の数（個）※ 3,265 [3,265]

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数（株）※ 普通株式 3,265 [326,500]（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ （注）２

新株予約権の行使期間 ※ 2028年８月15日～2036年８月14日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行
価格及び資本組入額（円） ※

（注）３

新株予約権の行使の条件 ※ （注）４

新株予約権の譲渡に関する事項 ※
新株予約権の譲渡については、取締役会の承認
を要するものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ※ （注）５

※ 新株予約権証券の発行時（2026年８月15日）における内容を記載しております。発行日から提出日の前月末現在

（2026年９月30日）にかけて変更された事項については、提出日の前月末現在における内容を［ ］内に記載してお

り、その他の事項については発行時における内容から変更はありません。

（注）１．当社が普通株式について株式の分割又は併合を行う場合には、未行使の本新株予約権についてその１個あた

りの目的たる株式数を次の算式に従い調整するものとし、調整により生じる１株の100分の１未満の端数は

切り捨てる。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率

なお、本株式分割に伴い、目的となる株式数は326,500株に調整されました。

２．新株予約権の行使時の払込金額（行使価額）は、１株につき、当社の普通株式がいずれかの金融商品取引所

に上場される場合における募集又は売出しに係る当社の普通株式の発行価格若しくは売出価格、又は金

147,883円のいずれか高い金額（但し、当社の普通株式がいずれかの金融商品取引所に上場されるまでの期

間は金147,883円）としている。なお、当社が普通株式について株式の分割若しくは併合を行う場合、又は

無償割当てにより普通株式を発行する場合には、未行使の本新株予約権について、行使価額を次の算式に従

い調整するものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額＝調整前行使価額 ×
１

分割・併合・無償割当ての比率

３．新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格は、上記（注）２に記載の方法により決定さ

れる行使価額であり、当社の普通株式の上場に係る公開価格等により定まるため、現時点においては確定し

ていない。また、資本組入額は、当該発行価格に発行する株式数を乗じて算出される資本金等増加限度額

（会社計算規則第17条）に0.5を乗じた額とし、計算の結果１円未満の端数を生じる場合は、その端数を切

り上げた額とする。なお、増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額から増加する資本金の額を減じ

た額とする。

４．新株予約権の行使の条件

① 新株予約権の行使は、行使しようとする本新株予約権又は権利者について第23回新株予約権発行要項

第７項各号に定める取得事由が発生していないことを条件とし、取得事由が生じた新株予約権の行使
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は認められないものとする。但し、当社が特に行使を認めた場合はこの限りでない。

② 権利者は、当社の株式のいずれかの金融商品取引所への上場がなされるまでの期間は、本新株予約権

を行使することはできないものとする。但し、当社が特に行使を認めた場合はこの限りでない。

③ 上記②にかかわらず、権利者は、当社の買収について、法令上又は当社の定款上必要な当社の株主総

会その他の機関の承認の決議又は決定が行われた日以降、14日間（但し、買収の効力発生日の前日ま

での間に限る。）は、本新株予約権を行使することができるものとする。

５．当社が消滅会社となる吸収合併若しくは新設合併、当社が分割会社となる吸収分割若しくは新設分割、又は

当社が完全子会社となる株式交換若しくは株式移転（以下これらを総称して「組織再編行為」という。）を

行う場合は、組織再編行為の効力発生日の直前において残存する本新株予約権の権利者に対して、手続に応

じそれぞれ合併における存続会社若しくは新設会社、会社分割における承継会社若しくは新設会社、又は株

式交換若しくは株式移転における完全親会社（いずれの場合も株式会社に限る。以下総称して「再編対象会

社」という。）の新株予約権を、下記の方針に従って交付することとする。

① 交付する再編対象会社の新株予約権の数

権利者が保有する本新株予約権の目的である株式数に組織再編行為の比率を乗じた数を目的である株

式数とする新株予約権の数をそれぞれ交付するものとする。

② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記に準じて決定する。

④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記(注)２で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使

価額に、③に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額とす

る。

⑤ 新株予約権を行使することができる期間

上記新株予約権を行使することができる期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い

日から、上記新株予約権を行使することができる期間の末日までとする。

⑥ 新株予約権の行使の条件、取得事由、その他の新株予約権の内容

新株予約権の内容に準じて、組織再編行為にかかる契約又は計画において定めるものとする。

⑦ 新株予約権の譲渡制限

新株予約権の譲渡について、再編対象会社の取締役会の承認を要するものとする。

⑧ 組織再編行為の際の取扱い

本注釈に準じて定められる。
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（第24回新株予約権）

決議年月日 2026年８月14日

付与対象者の区分及び人数(名) 当社使用人 ５

新株予約権の数（個）※ 1,500 [1,500]

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数（株）※ 普通株式 1,500 [150,000]（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ （注）２

新株予約権の行使期間 ※ 2028年８月15日～2036年８月14日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行
価格及び資本組入額（円） ※

（注）３

新株予約権の行使の条件 ※ （注）４

新株予約権の譲渡に関する事項 ※
新株予約権の譲渡については、取締役会の承認
を要するものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ※ （注）５

※ 新株予約権証券の発行時（2026年８月15日）における内容を記載しております。発行日から提出日の前月末現在

（2026年９月30日）にかけて変更された事項については、提出日の前月末現在における内容を［ ］内に記載してお

り、その他の事項については発行時における内容から変更はありません。

（注）１．当社が普通株式について株式の分割又は併合を行う場合には、未行使の本新株予約権についてその１個あた

りの目的たる株式数を次の算式に従い調整するものとし、調整により生じる１株の100分の１未満の端数は

切り捨てる。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率

なお、本株式分割に伴い、目的となる株式数は150,000株に調整されました。

２．新株予約権の行使時の払込金額（行使価額）は、１株につき、当社の普通株式がいずれかの金融商品取引所

に上場される場合における募集又は売出しに係る当社の普通株式の発行価格若しくは売出価格、又は金

147,883円のいずれか高い金額（但し、当社の普通株式がいずれかの金融商品取引所に上場されるまでの期

間は金147,883円）としている。なお、当社が普通株式について株式の分割若しくは併合を行う場合、又は

無償割当てにより普通株式を発行する場合には、未行使の本新株予約権について、行使価額を次の算式に従

い調整するものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額＝調整前行使価額 ×
１

分割・併合・無償割当ての比率

３．新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格は、上記（注）２に記載の方法により決定さ

れる行使価額であり、当社の普通株式の上場に係る公開価格等により定まるため、現時点においては確定し

ていない。また、資本組入額は、当該発行価格に発行する株式数を乗じて算出される資本金等増加限度額

（会社計算規則第17条）に0.5を乗じた額とし、計算の結果１円未満の端数を生じる場合は、その端数を切

り上げた額とする。なお、増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額から増加する資本金の額を減じ

た額とする。

４．新株予約権の行使の条件

① 新株予約権の行使は、行使しようとする本新株予約権又は権利者について第24回新株予約権発行要項

第７項各号に定める取得事由が発生していないことを条件とし、取得事由が生じた新株予約権の行使

は認められないものとする。但し、当社が特に行使を認めた場合はこの限りでない。

② 権利者は、当社の株式のいずれかの金融商品取引所への上場がなされるまでの期間は、本新株予約権

を行使することはできないものとする。但し、当社が特に行使を認めた場合はこの限りでない。

③ 権利者は、以下の条件を満たした場合に限り、割当てを受けた本新株予約権のうち以下の割合の本新

株予約権を限度として、本新株予約権を行使できるものとする。

a) 権利者は、割当日が属する事業年度の翌期以降のある事業年度末における当社の損益計算書（連結損益

計算書を作成した場合には連結損益計算書。以下同じ。）に記載された売上高（以下「通期売上」とい

う。）について、95億円以上の通期売上を達成した場合には、割当てを受けた本新株予約権の２分の１

を限度として本新株予約権を行使できる。但し、2030年１月１日から始まる事業年度末までの達成を条

件とする。

b) 権利者は、割当日が属する事業年度の翌期以降のある事業年度末における当社の損益計算書に記載され

た営業利益に減価償却費、のれん償却費及び株式報酬費用を加えた額（以下「通期EBITDA」という。）

について、20億円以上の通期EBITDAを達成した場合には、割当てを受けた本新株予約権の２分の１を限

度として本新株予約権を行使できる。但し、2030年１月１日から始まる事業年度末までの達成を条件と
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する。

④ 権利者は、本新株予約権の行使時において、当社又は当社の関係会社（財務諸表等の用語、様式及び

作成方法に関する規則（昭和38年大蔵省令第59号、その後の改正も含む。）第8条に定める当社の関

係会社を意味する。）の取締役、執行役員、事業責任者、部門責任者又はこれらに類する身分を有し

ている場合その他当社が認めた場合に限り、本新株予約権を行使できるものとする。

⑤ 上記にかかわらず、権利者は、当社の買収について、法令上又は当社の定款上必要な当社の株主総会

その他の機関の承認の決議又は決定が行われた日以降、14日間（但し、買収の効力発生日の前日まで

の間に限る。）は、当該決議又は決定の日において上記③及び④の条件を満たす範囲に限り、本新株

予約権を行使することができるものとする。

５．当社が消滅会社となる吸収合併若しくは新設合併、当社が分割会社となる吸収分割若しくは新設分割、又は

当社が完全子会社となる株式交換若しくは株式移転（以下これらを総称して「組織再編行為」という。）を

行う場合は、組織再編行為の効力発生日の直前において残存する本新株予約権の権利者に対して、手続に応

じそれぞれ合併における存続会社若しくは新設会社、会社分割における承継会社若しくは新設会社、又は株

式交換若しくは株式移転における完全親会社（いずれの場合も株式会社に限る。以下総称して「再編対象会

社」という。）の新株予約権を、下記の方針に従って交付することとする。

① 交付する再編対象会社の新株予約権の数

権利者が保有する本新株予約権の目的である株式数に組織再編行為の比率を乗じた数を目的である株

式数とする新株予約権の数をそれぞれ交付するものとする。

② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記に準じて決定する。

④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記(注)２で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使

価額に、③に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額とす

る。

⑤ 新株予約権を行使することができる期間

上記新株予約権を行使することができる期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い

日から、上記新株予約権を行使することができる期間の末日までとする。

⑥ 新株予約権の行使の条件、取得事由、その他の新株予約権の内容

新株予約権の内容に準じて、組織再編行為にかかる契約又は計画において定めるものとする。

⑦ 新株予約権の譲渡制限

新株予約権の譲渡について、再編対象会社の取締役会の承認を要するものとする。

⑧ 組織再編行為の際の取扱い

本注釈に準じて定められる。
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（第23-2回新株予約権）

決議年月日 2026年９月１日

付与対象者の区分及び人数(名) 当社使用人 １

新株予約権の数（個）※ 25 [25]

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数（株）※ 普通株式 2,500 [2,500]（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ （注）２

新株予約権の行使期間 ※ 2028年９月２日～2036年９月１日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行
価格及び資本組入額（円）※

（注）３

新株予約権の行使の条件 ※ （注）４

新株予約権の譲渡に関する事項 ※
新株予約権の譲渡については、取締役会の承認
を要するものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ※ （注）５

※ 新株予約権証券の発行時（2026年９月２日）における内容を記載しております。発行日から提出日の前月末現在

（2026年９月30日）にかけて変更された事項については、提出日の前月末現在における内容を［ ］内に記載してお

り、その他の事項については発行時における内容から変更はありません。

（注）１．当社が普通株式について株式の分割又は併合を行う場合には、未行使の本新株予約権についてその１個あた

りの目的たる株式数を次の算式に従い調整するものとし、調整により生じる１株の100分の１未満の端数は

切り捨てる。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率

２．新株予約権の行使時の払込金額（行使価額）は、１株につき、当社の普通株式がいずれかの金融商品取引所

に上場される場合における募集又は売出しに係る当社の普通株式の発行価格若しくは売出価格、又は金

1,479円のいずれか高い金額（但し、当社の普通株式がいずれかの金融商品取引所に上場されるまでの期間

は金1,479円）としている。なお、当社が普通株式について株式の分割若しくは併合を行う場合、又は無償

割当てにより普通株式を発行する場合には、未行使の本新株予約権について、行使価額を次の算式に従い調

整するものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額＝調整前行使価額 ×
１

分割・併合・無償割当ての比率

３．新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格は、上記（注）２に記載の方法により決定さ

れる行使価額であり、当社の普通株式の上場に係る公開価格等により定まるため、現時点においては確定し

ていない。また、資本組入額は、当該発行価格に発行する株式数を乗じて算出される資本金等増加限度額

（会社計算規則第17条）に0.5を乗じた額とし、計算の結果１円未満の端数を生じる場合は、その端数を切

り上げた額とする。なお、増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額から増加する資本金の額を減じ

た額とする。

４．新株予約権の行使の条件

① 新株予約権の行使は、行使しようとする本新株予約権又は権利者について第23-2回新株予約権発行要項

第７項各号に定める取得事由が発生していないことを条件とし、取得事由が生じた新株予約権の行使は

認められないものとする。但し、当社が特に行使を認めた場合はこの限りでない。

② 権利者は、当社の株式のいずれかの金融商品取引所への上場がなされるまでの期間は、本新株予約権を

行使することはできないものとする。但し、当社が特に行使を認めた場合はこの限りでない。

③ 上記②にかかわらず、権利者は、当社の買収について、法令上又は当社の定款上必要な当社の株主総会

その他の機関の承認の決議又は決定が行われた日以降、14日間（但し、買収の効力発生日の前日までの

間に限る。）は、本新株予約権を行使することができるものとする。

５．当社が消滅会社となる吸収合併若しくは新設合併、当社が分割会社となる吸収分割若しくは新設分割、又は

当社が完全子会社となる株式交換若しくは株式移転（以下これらを総称して「組織再編行為」という。）を

行う場合は、組織再編行為の効力発生日の直前において残存する本新株予約権の権利者に対して、手続に応

じそれぞれ合併における存続会社若しくは新設会社、会社分割における承継会社若しくは新設会社、又は株

式交換若しくは株式移転における完全親会社（いずれの場合も株式会社に限る。以下総称して「再編対象会

社」という。）の新株予約権を、下記の方針に従って交付することとする。

① 交付する再編対象会社の新株予約権の数

権利者が保有する本新株予約権の目的である株式数に組織再編行為の比率を乗じた数を目的である株式

数とする新株予約権の数をそれぞれ交付するものとする。
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② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記に準じて決定する。

④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記(注)２で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価

額に、③に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額とする。

⑤ 新株予約権を行使することができる期間

上記新株予約権を行使することができる期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日

から、上記新株予約権を行使することができる期間の末日までとする。

⑥ 新株予約権の行使の条件、取得事由、その他の新株予約権の内容

新株予約権の内容に準じて、組織再編行為にかかる契約又は計画において定めるものとする。

⑦ 新株予約権の譲渡制限

新株予約権の譲渡について、再編対象会社の取締役会の承認を要するものとする。

⑧ 組織再編行為の際の取扱い

本注釈に準じて定められる。

（第24-2回新株予約権）

決議年月日 2026年９月１日

付与対象者の区分及び人数(名) 当社取締役 １

新株予約権の数（個）※ 300 [300]

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数（株）※ 普通株式 30,000 [30,000]（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ （注）２

新株予約権の行使期間 ※ 2028年９月２日～2036年９月１日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行
価格及び資本組入額（円）※

（注）３

新株予約権の行使の条件 ※ （注）４

新株予約権の譲渡に関する事項 ※
新株予約権の譲渡については、取締役会の承認
を要するものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ※ （注）５

※ 新株予約権証券の発行時（2026年９月２日）における内容を記載しております。発行日から提出日の前月末現在

（2026年９月30日）にかけて変更された事項については、提出日の前月末現在における内容を［ ］内に記載してお

り、その他の事項については発行時における内容から変更はありません。

（注）１．当社が普通株式について株式の分割又は併合を行う場合には、未行使の本新株予約権についてその１個あた

りの目的たる株式数を次の算式に従い調整するものとし、調整により生じる１株の100分の１未満の端数は

切り捨てる。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率

２．新株予約権の行使時の払込金額（行使価額）は、１株につき、当社の普通株式がいずれかの金融商品取引所

に上場される場合における募集又は売出しに係る当社の普通株式の発行価格若しくは売出価格、又は金

1,479円のいずれか高い金額（但し、当社の普通株式がいずれかの金融商品取引所に上場されるまでの期間

は金1,479円）としている。なお、当社が普通株式について株式の分割若しくは併合を行う場合、又は無償

割当てにより普通株式を発行する場合には、未行使の本新株予約権について、行使価額を次の算式に従い調

整するものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額＝調整前行使価額 ×
１

分割・併合・無償割当ての比率

３．新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格は、上記（注）２に記載の方法により決定さ

れる行使価額であり、当社の普通株式の上場に係る公開価格等により定まるため、現時点においては確定し

ていない。また、資本組入額は、当該発行価格に発行する株式数を乗じて算出される資本金等増加限度額
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（会社計算規則第17条）に0.5を乗じた額とし、計算の結果１円未満の端数を生じる場合は、その端数を切

り上げた額とする。なお、増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額から増加する資本金の額を減じ

た額とする。

４．新株予約権の行使の条件

① 新株予約権の行使は、行使しようとする本新株予約権又は権利者について第24-2回新株予約権発行要項

第７項各号に定める取得事由が発生していないことを条件とし、取得事由が生じた新株予約権の行使は

認められないものとする。但し、当社が特に行使を認めた場合はこの限りでない。

② 権利者は、当社の株式のいずれかの金融商品取引所への上場がなされるまでの期間は、本新株予約権を

行使することはできないものとする。但し、当社が特に行使を認めた場合はこの限りでない。

③ 権利者は、以下の条件を満たした場合に限り、割当てを受けた本新株予約権のうち以下の割合の本新株

予約権を限度として、本新株予約権を行使できるものとする。

a) 権利者は、割当日が属する事業年度の翌期以降のある事業年度末における当社の損益計算書（連結損益

計算書を作成した場合には連結損益計算書。以下同じ。）に記載された売上高（以下「通期売上」とい

う。）について、95億円以上の通期売上を達成した場合には、割当てを受けた本新株予約権の２分の１

を限度として本新株予約権を行使できる。但し、2030年１月１日から始まる事業年度末までの達成を条

件とする。

b) 権利者は、割当日が属する事業年度の翌期以降のある事業年度末における当社の損益計算書に記載され

た営業利益に減価償却費、のれん償却費及び株式報酬費用を加えた額（以下「通期EBITDA」という。）

について、20億円以上の通期EBITDAを達成した場合には、割当てを受けた本新株予約権の２分の１を限

度として本新株予約権を行使できる。但し、2030年１月１日から始まる事業年度末までの達成を条件と

する。

④ 権利者は、本新株予約権の行使時において、当社又は当社の関係会社（財務諸表等の用語、様式及び作

成方法に関する規則（昭和38年大蔵省令第59号、その後の改正も含む。）第8条に定める当社の関係会

社を意味する。）の取締役、執行役員、事業責任者、部門責任者又はこれらに類する身分を有している

場合その他当社が認めた場合に限り、本新株予約権を行使できるものとする。

⑤ 上記にかかわらず、権利者は、当社の買収について、法令上又は当社の定款上必要な当社の株主総会そ

の他の機関の承認の決議又は決定が行われた日以降、14日間（但し、買収の効力発生日の前日までの間

に限る。）は、当該決議又は決定の日において上記③及び④の条件を満たす範囲に限り、本新株予約権

を行使することができるものとする。

５．当社が消滅会社となる吸収合併若しくは新設合併、当社が分割会社となる吸収分割若しくは新設分割、又は

当社が完全子会社となる株式交換若しくは株式移転（以下これらを総称して「組織再編行為」という。）を

行う場合は、組織再編行為の効力発生日の直前において残存する本新株予約権の権利者に対して、手続に応

じそれぞれ合併における存続会社若しくは新設会社、会社分割における承継会社若しくは新設会社、又は株

式交換若しくは株式移転における完全親会社（いずれの場合も株式会社に限る。以下総称して「再編対象会

社」という。）の新株予約権を、下記の方針に従って交付することとする。

① 交付する再編対象会社の新株予約権の数

権利者が保有する本新株予約権の目的である株式数に組織再編行為の比率を乗じた数を目的である株式数

とする新株予約権の数をそれぞれ交付するものとする。

② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記に準じて決定する。

④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記(注)２で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価額

に、③に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額とする。

⑤ 新株予約権を行使することができる期間

上記新株予約権を行使することができる期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日か

ら、上記新株予約権を行使することができる期間の末日までとする。

⑥ 新株予約権の行使の条件、取得事由、その他の新株予約権の内容

新株予約権の内容に準じて、組織再編行為にかかる契約又は計画において定めるものとする。

⑦ 新株予約権の譲渡制限

新株予約権の譲渡について、再編対象会社の取締役会の承認を要するものとする。

⑧ 組織再編行為の際の取扱い

本注釈に準じて定められる。
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（株式分割及び単元株制度の採用）

当社は、2026年７月15日開催の取締役会において株式分割を行うことを決議し、2026年8月31日付で株式分割を実

施いたしました。また、当該株式分割に伴い、2026年８月31日開催の臨時株主総会決議により、2026年８月31日付で

１単元を100株とする単元株制度を採用しております。

１．株式分割の目的

当社株式の流動性の向上と投資家層の拡大を図ることを目的として株式分割を実施しました。

２．株式分割の概要

(１)分割の方法

2026年７月15日開催の取締役会決議により、2026年８月31日を基準日として、同日最終の株主名簿に記載又は記

録された株主の所有する普通株式を、１株につき100株の割合をもって分割しました。なお、今回の株式分割を行う

にあたり、2026年７月24日開催の臨時株主総会決議により2026年７月24日付で定款の一部を変更し、発行可能株式

総数を9,000,000株から900,000,000株へ変更しております。また、2026年８月31日開催の臨時株主総会決議により、

2026年８月31日付で定款の変更が行われております。これにより発行可能株式総数は、839,000,000株減少し、提出

日現在においては61,000,000株となっております。

(２)分割により増加する株式数

株式分割前の発行済株式総数 154,438

株式分割により増加する株式数 15,289,362

株式分割後の発行済株式総数 15,443,800

株式分割後の発行可能株式総数 61,000,000

(３)１株当たり情報に及ぼす影響

「１株当たり情報」は、当該株式分割が前連結会計年度の期首に行われたと仮定して算出しており、これによる影

響については、当該箇所に反映されています。
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３．その他

(１)資本金の額の変更

今回の株式分割に際して、資本金の額の変更はありません。

(２)新株予約権の行使価額の調整

今回の株式分割に伴い、当社発行の新株予約権の１株当たり行使価額を2026年８月31日以降、以下のとおり調整

いたしました。

調整前行使価額 調整後行使価額

第１回新株予約権 100 円 1 円

第11回新株予約権 1 円 1 円

第12回新株予約権 1 円 1 円

第13回新株予約権 1 円 1 円

第14回新株予約権 13,917 円 140 円

第15回新株予約権 13,917 円 140 円

第17回新株予約権 1 円 1 円

第18回新株予約権 1 円 1 円

第19回新株予約権 26,600 円 266 円

第20回新株予約権 26,600 円 266 円

第21回新株予約権 94,418 円 945 円

第22回新株予約権 1 円 1 円

第23回新株予約権 （注） （注）

第24回新株予約権 （注） （注）

（注）第23回新株予約権及び第24回新株予約権の行使価額は、1株につき、当社の普通株式がいずれかの金融商品取

引所に上場される場合における募集又は売出しに係る当社の普通株式の発行価格若しくは売出価格、又は金147,883

円のいずれか高い金額（但し、当社の普通株式がいずれかの金融商品取引所に上場されるまでの期間は金147,883

円）とされているため、現時点において確定しておりません。なお本株式分割に伴い、当該金147,883円は金1,479

円に調整されました。

４．単元株制度の採用

単元株制度を採用し、普通株式の単元株式数を100株としております。
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

当中間連結会計期間
(自 2026年１月１日 至 2026年６月30日)

連結の範囲の重要な変更

当中間連結会計期間において、株式会社クラフコの株式を取得したため、同社を連結の範囲に含めておりま

す。また、株式会社estieスマートリフォームを新たに設立したため、連結の範囲に含めております。

(中間連結損益計算書関係)

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

当中間連結会計期間
(自2026年１月１日
至2026年６月30日)

給料手当 449,607千円

研究開発費 219,914千円

賞与引当金繰入額 63,875千円

退職給付費用 4,244千円

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおり

であります。

当中間連結会計期間
(自 2026年１月１日
至 2026年６月30日)

現金及び預金 4,090,832千円

現金及び現金同等物 4,090,832千円

※２ 株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資産及び負債の主な内訳

当中間連結会計期間(自 2026年１月１日 至 2026年６月30日)

株式の取得により新たに株式会社クラフコを連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並びに株式の

取得価額と新規連結子会社株式の取得による支出（純額）との関係は次のとおりであります。

流動資産 130,079千円

固定資産 20,538千円

のれん 281,520千円

流動負債 △96,313千円

固定負債 △115,824千円

新規連結子会社株式の取得価額 220,000千円

新規連結子会社の現金及び現金同等物 86,046千円

差引：連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出 △133,953千円
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(株主資本等関係)

当中間連結会計期間(自 2026年１月１日 至 2026年６月30日)

１．配当金支払額

該当事項はありません。

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社グループは、単一セグメントであるため記載を省略しております。

(企業結合等関係)

当中間連結会計期間(自 2026年１月１日 至 2026年６月30日)

取得による企業結合

１． 企業結合の概要

(１) 被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称 : 株式会社クラフコ

事業の内容 : web制作、不動産売買及び仲介

(２) 企業結合を行った主な理由

専門的なノウハウ・顧客基盤と当社のデータ・テクノロジー基盤を組み合わせることで、グループ全体の競

争力強化および中長期的な企業価値向上を目的としております。

(３) 企業結合日

2026年１月30日（株式取得日）

2026年１月１日（みなし取得日）

(４) 企業結合の法的形式

現金を対価とする株式取得

(５) 結合後企業の名称

変更ありません。

(６) 取得した議決権比率

100%

(７) 取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として株式を取得したことによります。

２．中間連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

2026年１月１日から2026年６月30日まで

３．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価 現金及び預金 220,000千円

取得原価 220,000千円

４．主要な取得関連費用の内訳及び金額

アドバイザリーに対する報酬・手数料等 41,282千円

５．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

（１）発生したのれんの金額

281,520千円

（２）発生原因
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取得原価が、企業結合時における被取得企業の時価純資産額を上回ったことにより発生したものです。

（３）償却方法及び償却期間

当中間連結会計期間において全額を減損損失として計上しております。

６．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

流動資産 130,079千円

固定資産 20,538千円

資産合計 150,617千円

流動負債 96,313千円

固定負債 115,824千円

負債合計 212,138千円

(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当社グループは、不動産プラットフォーム事業を営む単一セグメントであり、主要な顧客との契約から生じ

る収益を分解した情報は、以下のとおりであります。

(単位：千円)
当中間連結会計期間
(自 2026年１月１日
至 2026年６月30日)

Vertical Dataソリューション 1,357,855

エンタープライズ実装 85,286

専門情報サービス 226,080

その他 81,281

顧客との契約から生じる収益 1,750,503

その他の収益 －

外部顧客への売上高 1,750,503
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(１株当たり情報)

１株当たり中間純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
当中間連結会計期間
(自 2026年１月１日
至 2026年６月30日)

１株当たり中間純損失（△） △39円75銭

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する中間純損失（△）(千円) △279,084

普通株主に帰属しない金額(千円) -

普通株式に係る親会社株主に帰属する
中間純損失（△）(千円)

△279,084

普通株式の期中平均株式数(株) 7,021,800

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり中
間純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前連結会計年
度末から重要な変動があったものの概要

-

(注)１. 潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場であり、

期中平均株価が把握できないため、また、１株当たり中間純損失であるため記載しておりません。

２. 2026年８月31日付で普通株式について１株につき100株の割合で株式分割いたしました。当中間連結会計期間

の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり純資産額及び１株当たり中間純損失を算定してお

ります。

(重要な後発事象)

（優先株式の取得及び消却）

当社は2026年７月15日開催の取締役会において、Ａ種優先株式、Ａ２種優先株式、Ａ３種優先株式、Ｂ種優先株式

のすべてにつき、定款に定める取得条項に基づき取得することを決議し、2026年８月28日付で取得のうえ、対価とし

て各優先株式１株につきそれぞれ普通株式１株を交付いたしました。

また、取得した優先株式のすべてを2026年８月28日付で消却しました。

１.取得及び消却を行う株式数

Ａ種優先株式 17,500

Ａ２種優先株式 21,000

Ａ３種優先株式 18,577

Ｂ種優先株式 26,933

２.交換により交付した普通株式数 84,010

３.交換後の発行済普通株式数 154,438
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(新株予約権の発行)

当社は当中間連結会計期間末以降、第23回、第24回、第23-2回、第24-2回の新株予約権を発行しております。詳

細は以下の通りです。

（第23回新株予約権）

決議年月日 2026年８月14日

付与対象者の区分及び人数(名) 当社使用人 120

新株予約権の数（個）※ 3,265

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数（株）※ 普通株式 3,265（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円） ※ （注）２

新株予約権の行使期間 ※ 2028年８月15日～2036年８月14日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行
価格及び資本組入額（円） ※

（注）３

新株予約権の行使の条件 ※ （注）４

新株予約権の譲渡に関する事項 ※
新株予約権の譲渡については、取締役会の承認
を要するものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ※ （注）５

※ 新株予約権証券の発行時（2026年８月15日）における内容を記載しております。

（注）１．当社が普通株式について株式の分割又は併合を行う場合には、未行使の本新株予約権についてその１個あた

りの目的たる株式数を次の算式に従い調整するものとし、調整により生じる１株の100分の１未満の端数は

切り捨てる。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率

なお、本株式分割に伴い、目的となる株式数は326,500株に調整されました。

２．新株予約権の行使時の払込金額（行使価額）は、１株につき、当社の普通株式がいずれかの金融商品取引所

に上場される場合における募集又は売出しに係る当社の普通株式の発行価格若しくは売出価格、又は金

147,883円のいずれか高い金額（但し、当社の普通株式がいずれかの金融商品取引所に上場されるまでの期

間は金147,883円）としている。なお、当社が普通株式について株式の分割若しくは併合を行う場合、又は

無償割当てにより普通株式を発行する場合には、未行使の本新株予約権について、行使価額を次の算式に従

い調整するものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額＝調整前行使価額 ×
１

分割・併合・無償割当ての比率

３．新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格は、上記（注）２に記載の方法により決定さ

れる行使価額であり、当社の普通株式の上場に係る公開価格等により定まるため、現時点においては確定し

ていない。また、資本組入額は、当該発行価格に発行する株式数を乗じて算出される資本金等増加限度額

（会社計算規則第17条）に0.5を乗じた額とし、計算の結果１円未満の端数を生じる場合は、その端数を切

り上げた額とする。なお、増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額から増加する資本金の額を減じ

た額とする。

４．新株予約権の行使の条件

① 新株予約権の行使は、行使しようとする本新株予約権又は権利者について第23回新株予約権発行要項

第７項各号に定める取得事由が発生していないことを条件とし、取得事由が生じた新株予約権の行使

は認められないものとする。但し、当社が特に行使を認めた場合はこの限りでない。

② 権利者は、当社の株式のいずれかの金融商品取引所への上場がなされるまでの期間は、本新株予約権

を行使することはできないものとする。但し、当社が特に行使を認めた場合はこの限りでない。

③ 上記②にかかわらず、権利者は、当社の買収について、法令上又は当社の定款上必要な当社の株主総

会その他の機関の承認の決議又は決定が行われた日以降、14日間（但し、買収の効力発生日の前日ま

での間に限る。）は、本新株予約権を行使することができるものとする。
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５．当社が消滅会社となる吸収合併若しくは新設合併、当社が分割会社となる吸収分割若しくは新設分割、又は

当社が完全子会社となる株式交換若しくは株式移転（以下これらを総称して「組織再編行為」という。）を

行う場合は、組織再編行為の効力発生日の直前において残存する本新株予約権の権利者に対して、手続に応

じそれぞれ合併における存続会社若しくは新設会社、会社分割における承継会社若しくは新設会社、又は株

式交換若しくは株式移転における完全親会社（いずれの場合も株式会社に限る。以下総称して「再編対象会

社」という。）の新株予約権を、下記の方針に従って交付することとする。

① 交付する再編対象会社の新株予約権の数

権利者が保有する本新株予約権の目的である株式数に組織再編行為の比率を乗じた数を目的である株

式数とする新株予約権の数をそれぞれ交付するものとする。

② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記に準じて決定する。

④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記(注)２で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使

価額に、③に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額とす

る。

⑤ 新株予約権を行使することができる期間

上記新株予約権を行使することができる期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い

日から、上記新株予約権を行使することができる期間の末日までとする。

⑥ 新株予約権の行使の条件、取得事由、その他の新株予約権の内容

新株予約権の内容に準じて、組織再編行為にかかる契約又は計画において定めるものとする。

⑦ 新株予約権の譲渡制限

新株予約権の譲渡について、再編対象会社の取締役会の承認を要するものとする。

⑧ 組織再編行為の際の取扱い

本注釈に準じて定められる。
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（第24回新株予約権）

決議年月日 2026年８月14日

付与対象者の区分及び人数(名) 当社使用人 ５

新株予約権の数（個）※ 1,500

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数（株）※ 普通株式 1,500（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円） ※ （注）２

新株予約権の行使期間 ※ 2028年８月15日～2036年８月14日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行
価格及び資本組入額（円） ※

（注）３

新株予約権の行使の条件 ※ （注）４

新株予約権の譲渡に関する事項 ※
新株予約権の譲渡については、取締役会の承認
を要するものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ※ （注）５

※ 新株予約権証券の発行時（2026年８月15日）における内容を記載しております。

（注）１．当社が普通株式について株式の分割又は併合を行う場合には、未行使の本新株予約権についてその１個あた

りの目的たる株式数を次の算式に従い調整するものとし、調整により生じる１株の100分の１未満の端数は

切り捨てる。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率

なお、本株式分割に伴い、目的となる株式数は150,000株に調整されました。

２．新株予約権の行使時の払込金額（行使価額）は、１株につき、当社の普通株式がいずれかの金融商品取引所

に上場される場合における募集又は売出しに係る当社の普通株式の発行価格若しくは売出価格、又は金

147,883円のいずれか高い金額（但し、当社の普通株式がいずれかの金融商品取引所に上場されるまでの期

間は金147,883円）としている。なお、当社が普通株式について株式の分割若しくは併合を行う場合、又は

無償割当てにより普通株式を発行する場合には、未行使の本新株予約権について、行使価額を次の算式に従

い調整するものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額＝調整前行使価額 ×
１

分割・併合・無償割当ての比率

３．新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格は、上記（注）２に記載の方法により決定さ

れる行使価額であり、当社の普通株式の上場に係る公開価格等により定まるため、現時点においては確定し

ていない。また、資本組入額は、当該発行価格に発行する株式数を乗じて算出される資本金等増加限度額

（会社計算規則第17条）に0.5を乗じた額とし、計算の結果１円未満の端数を生じる場合は、その端数を切

り上げた額とする。なお、増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額から増加する資本金の額を減じ

た額とする。

４．新株予約権の行使の条件

① 新株予約権の行使は、行使しようとする本新株予約権又は権利者について第24回新株予約権発行要項

第７項各号に定める取得事由が発生していないことを条件とし、取得事由が生じた新株予約権の行使

は認められないものとする。但し、当社が特に行使を認めた場合はこの限りでない。

② 権利者は、当社の株式のいずれかの金融商品取引所への上場がなされるまでの期間は、本新株予約権

を行使することはできないものとする。但し、当社が特に行使を認めた場合はこの限りでない。

③ 権利者は、以下の条件を満たした場合に限り、割当てを受けた本新株予約権のうち以下の割合の本新

株予約権を限度として、本新株予約権を行使できるものとする。

a) 権利者は、割当日が属する事業年度の翌期以降のある事業年度末における当社の損益計算書（連結損益

計算書を作成した場合には連結損益計算書。以下同じ。）に記載された売上高（以下「通期売上」とい

う。）について、95億円以上の通期売上を達成した場合には、割当てを受けた本新株予約権の２分の１

を限度として本新株予約権を行使できる。但し、2030年１月１日から始まる事業年度末までの達成を条

件とする。

b) 権利者は、割当日が属する事業年度の翌期以降のある事業年度末における当社の損益計算書に記載され

た営業利益に減価償却費、のれん償却費及び株式報酬費用を加えた額（以下「通期EBITDA」という。）

について、20億円以上の通期EBITDAを達成した場合には、割当てを受けた本新株予約権の２分の１を限

度として本新株予約権を行使できる。但し、2030年１月１日から始まる事業年度末までの達成を条件と

する。



― 136 ―

④ 権利者は、本新株予約権の行使時において、当社又は当社の関係会社（財務諸表等の用語、様式及び

作成方法に関する規則（昭和38年大蔵省令第59号、その後の改正も含む。）第8条に定める当社の関

係会社を意味する。）の取締役、執行役員、事業責任者、部門責任者又はこれらに類する身分を有し

ている場合その他当社が認めた場合に限り、本新株予約権を行使できるものとする。

⑤ 上記にかかわらず、権利者は、当社の買収について、法令上又は当社の定款上必要な当社の株主総会

その他の機関の承認の決議又は決定が行われた日以降、14日間（但し、買収の効力発生日の前日まで

の間に限る。）は、当該決議又は決定の日において上記③及び④の条件を満たす範囲に限り、本新株

予約権を行使することができるものとする。

５．当社が消滅会社となる吸収合併若しくは新設合併、当社が分割会社となる吸収分割若しくは新設分割、又は

当社が完全子会社となる株式交換若しくは株式移転（以下これらを総称して「組織再編行為」という。）を

行う場合は、組織再編行為の効力発生日の直前において残存する本新株予約権の権利者に対して、手続に応

じそれぞれ合併における存続会社若しくは新設会社、会社分割における承継会社若しくは新設会社、又は株

式交換若しくは株式移転における完全親会社（いずれの場合も株式会社に限る。以下総称して「再編対象会

社」という。）の新株予約権を、下記の方針に従って交付することとする。

① 交付する再編対象会社の新株予約権の数

権利者が保有する本新株予約権の目的である株式数に組織再編行為の比率を乗じた数を目的である株

式数とする新株予約権の数をそれぞれ交付するものとする。

② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記に準じて決定する。

④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記(注)２で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使

価額に、③に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額とす

る。

⑤ 新株予約権を行使することができる期間

上記新株予約権を行使することができる期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い

日から、上記新株予約権を行使することができる期間の末日までとする。

⑥ 新株予約権の行使の条件、取得事由、その他の新株予約権の内容

新株予約権の内容に準じて、組織再編行為にかかる契約又は計画において定めるものとする。

⑦ 新株予約権の譲渡制限

新株予約権の譲渡について、再編対象会社の取締役会の承認を要するものとする。

⑧ 組織再編行為の際の取扱い

本注釈に準じて定められる。



― 137 ―

（第23-2回新株予約権）

決議年月日 2026年９月１日

付与対象者の区分及び人数(名) 当社使用人 １

新株予約権の数（個）※ 25

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数（株）※ 普通株式 2,500（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円） ※ （注）２

新株予約権の行使期間 ※ 2028年９月２日～2036年９月１日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行
価格及び資本組入額（円） ※

（注）３

新株予約権の行使の条件 ※ （注）４

新株予約権の譲渡に関する事項 ※
新株予約権の譲渡については、取締役会の承認
を要するものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ※ （注）５

※ 新株予約権証券の発行時（2026年９月２日）における内容を記載しております。

（注）１．当社が普通株式について株式の分割又は併合を行う場合には、未行使の本新株予約権についてその１個あた

りの目的たる株式数を次の算式に従い調整するものとし、調整により生じる１株の100分の１未満の端数は

切り捨てる。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率

２．新株予約権の行使時の払込金額（行使価額）は、１株につき、当社の普通株式がいずれかの金融商品取引所

に上場される場合における募集又は売出しに係る当社の普通株式の発行価格若しくは売出価格、又は金

1,479円のいずれか高い金額（但し、当社の普通株式がいずれかの金融商品取引所に上場されるまでの期間

は金1,479円）としている。なお、当社が普通株式について株式の分割若しくは併合を行う場合、又は無償

割当てにより普通株式を発行する場合には、未行使の本新株予約権について、行使価額を次の算式に従い調

整するものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額＝調整前行使価額 ×
１

分割・併合・無償割当ての比率

３．新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格は、上記（注）２に記載の方法により決定さ

れる行使価額であり、当社の普通株式の上場に係る公開価格等により定まるため、現時点においては確定し

ていない。また、資本組入額は、当該発行価格に発行する株式数を乗じて算出される資本金等増加限度額

（会社計算規則第17条）に0.5を乗じた額とし、計算の結果１円未満の端数を生じる場合は、その端数を切

り上げた額とする。なお、増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額から増加する資本金の額を減じ

た額とする。

４．新株予約権の行使の条件

① 新株予約権の行使は、行使しようとする本新株予約権又は権利者について第23-2回新株予約権発行要項

第７項各号に定める取得事由が発生していないことを条件とし、取得事由が生じた新株予約権の行使は

認められないものとする。但し、当社が特に行使を認めた場合はこの限りでない。

② 権利者は、当社の株式のいずれかの金融商品取引所への上場がなされるまでの期間は、本新株予約権を

行使することはできないものとする。但し、当社が特に行使を認めた場合はこの限りでない。

③ 上記②にかかわらず、権利者は、当社の買収について、法令上又は当社の定款上必要な当社の株主総会

その他の機関の承認の決議又は決定が行われた日以降、14日間（但し、買収の効力発生日の前日までの

間に限る。）は、本新株予約権を行使することができるものとする。

５．当社が消滅会社となる吸収合併若しくは新設合併、当社が分割会社となる吸収分割若しくは新設分割、又は

当社が完全子会社となる株式交換若しくは株式移転（以下これらを総称して「組織再編行為」という。）を

行う場合は、組織再編行為の効力発生日の直前において残存する本新株予約権の権利者に対して、手続に応

じそれぞれ合併における存続会社若しくは新設会社、会社分割における承継会社若しくは新設会社、又は株

式交換若しくは株式移転における完全親会社（いずれの場合も株式会社に限る。以下総称して「再編対象会

社」という。）の新株予約権を、下記の方針に従って交付することとする。

① 交付する再編対象会社の新株予約権の数

権利者が保有する本新株予約権の目的である株式数に組織再編行為の比率を乗じた数を目的である株式

数とする新株予約権の数をそれぞれ交付するものとする。

② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類
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再編対象会社の普通株式とする。

③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記に準じて決定する。

④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記(注)２で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価

額に、③に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額とする。

⑤ 新株予約権を行使することができる期間

上記新株予約権を行使することができる期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日

から、上記新株予約権を行使することができる期間の末日までとする。

⑥ 新株予約権の行使の条件、取得事由、その他の新株予約権の内容

新株予約権の内容に準じて、組織再編行為にかかる契約又は計画において定めるものとする。

⑦ 新株予約権の譲渡制限

新株予約権の譲渡について、再編対象会社の取締役会の承認を要するものとする。

⑧ 組織再編行為の際の取扱い

本注釈に準じて定められる。

（第24-2回新株予約権）

決議年月日 2026年９月１日

付与対象者の区分及び人数(名) 当社取締役 １

新株予約権の数（個）※ 300

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数（株）
※

普通株式 30,000（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円） ※ （注）２

新株予約権の行使期間 ※ 2028年９月２日～2036年９月１日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行
価格及び資本組入額（円） ※

（注）３

新株予約権の行使の条件 ※ （注）４

新株予約権の譲渡に関する事項 ※
新株予約権の譲渡については、取締役会の承認
を要するものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ※ （注）５

※ 新株予約権証券の発行時（2026年９月２日）における内容を記載しております。

（注）１．当社が普通株式について株式の分割又は併合を行う場合には、未行使の本新株予約権についてその１個あた

りの目的たる株式数を次の算式に従い調整するものとし、調整により生じる１株の100分の１未満の端数は

切り捨てる。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率

２．新株予約権の行使時の払込金額（行使価額）は、１株につき、当社の普通株式がいずれかの金融商品取引所

に上場される場合における募集又は売出しに係る当社の普通株式の発行価格若しくは売出価格、又は金

1,479円のいずれか高い金額（但し、当社の普通株式がいずれかの金融商品取引所に上場されるまでの期間

は金1,479円）としている。なお、当社が普通株式について株式の分割若しくは併合を行う場合、又は無償

割当てにより普通株式を発行する場合には、未行使の本新株予約権について、行使価額を次の算式に従い調

整するものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額＝調整前行使価額 ×
１

分割・併合・無償割当ての比率

３．新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格は、上記（注）２に記載の方法により決定さ

れる行使価額であり、当社の普通株式の上場に係る公開価格等により定まるため、現時点においては確定し

ていない。また、資本組入額は、当該発行価格に発行する株式数を乗じて算出される資本金等増加限度額

（会社計算規則第17条）に0.5を乗じた額とし、計算の結果１円未満の端数を生じる場合は、その端数を切

り上げた額とする。なお、増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額から増加する資本金の額を減じ
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た額とする。

４．新株予約権の行使の条件

① 新株予約権の行使は、行使しようとする本新株予約権又は権利者について第24-2回新株予約権発行要項

第７項各号に定める取得事由が発生していないことを条件とし、取得事由が生じた新株予約権の行使は

認められないものとする。但し、当社が特に行使を認めた場合はこの限りでない。

② 権利者は、当社の株式のいずれかの金融商品取引所への上場がなされるまでの期間は、本新株予約権を

行使することはできないものとする。但し、当社が特に行使を認めた場合はこの限りでない。

③ 権利者は、以下の条件を満たした場合に限り、割当てを受けた本新株予約権のうち以下の割合の本新株

予約権を限度として、本新株予約権を行使できるものとする。

a) 権利者は、割当日が属する事業年度の翌期以降のある事業年度末における当社の損益計算書（連結損益

計算書を作成した場合には連結損益計算書。以下同じ。）に記載された売上高（以下「通期売上」とい

う。）について、95億円以上の通期売上を達成した場合には、割当てを受けた本新株予約権の２分の１

を限度として本新株予約権を行使できる。但し、2030年１月１日から始まる事業年度末までの達成を条

件とする。

b) 権利者は、割当日が属する事業年度の翌期以降のある事業年度末における当社の損益計算書に記載され

た営業利益に減価償却費、のれん償却費及び株式報酬費用を加えた額（以下「通期EBITDA」という。）

について、20億円以上の通期EBITDAを達成した場合には、割当てを受けた本新株予約権の２分の１を限

度として本新株予約権を行使できる。但し、2030年１月１日から始まる事業年度末までの達成を条件と

する。

④ 権利者は、本新株予約権の行使時において、当社又は当社の関係会社（財務諸表等の用語、様式及び作

成方法に関する規則（昭和38年大蔵省令第59号、その後の改正も含む。）第8条に定める当社の関係会

社を意味する。）の取締役、執行役員、事業責任者、部門責任者又はこれらに類する身分を有している

場合その他当社が認めた場合に限り、本新株予約権を行使できるものとする。

⑤ 上記にかかわらず、権利者は、当社の買収について、法令上又は当社の定款上必要な当社の株主総会そ

の他の機関の承認の決議又は決定が行われた日以降、14日間（但し、買収の効力発生日の前日までの間

に限る。）は、当該決議又は決定の日において上記③及び④の条件を満たす範囲に限り、本新株予約権

を行使することができるものとする。

５．当社が消滅会社となる吸収合併若しくは新設合併、当社が分割会社となる吸収分割若しくは新設分割、又は

当社が完全子会社となる株式交換若しくは株式移転（以下これらを総称して「組織再編行為」という。）を

行う場合は、組織再編行為の効力発生日の直前において残存する本新株予約権の権利者に対して、手続に応

じそれぞれ合併における存続会社若しくは新設会社、会社分割における承継会社若しくは新設会社、又は株

式交換若しくは株式移転における完全親会社（いずれの場合も株式会社に限る。以下総称して「再編対象会

社」という。）の新株予約権を、下記の方針に従って交付することとする。

① 交付する再編対象会社の新株予約権の数

権利者が保有する本新株予約権の目的である株式数に組織再編行為の比率を乗じた数を目的である株式数

とする新株予約権の数をそれぞれ交付するものとする。

② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記に準じて決定する。

④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記(注)２で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価額

に、③に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額とする。

⑤ 新株予約権を行使することができる期間

上記新株予約権を行使することができる期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日か

ら、上記新株予約権を行使することができる期間の末日までとする。

⑥ 新株予約権の行使の条件、取得事由、その他の新株予約権の内容

新株予約権の内容に準じて、組織再編行為にかかる契約又は計画において定めるものとする。

⑦ 新株予約権の譲渡制限

新株予約権の譲渡について、再編対象会社の取締役会の承認を要するものとする。

⑧ 組織再編行為の際の取扱い

本注釈に準じて定められる。
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（株式分割及び単元株制度の採用）

当社は、2026年７月15日開催の取締役会において株式分割を行うことを決議し、2026年8月31日付で株式分割を実施

いたしました。また、当該株式分割に伴い、2026年８月31日開催の臨時株主総会決議により、2026年８月31日付で１単

元を100株とする単元株制度を採用しております。

１．株式分割の目的

当社株式の流動性の向上と投資家層の拡大を図ることを目的として株式分割を実施しました。

２．株式分割の概要

(１)分割の方法

2026年７月15日開催の取締役会決議により、2026年８月31日を基準日として、同日最終の株主名簿に記載又は記

録された株主の所有する普通株式を、１株につき100株の割合をもって分割しました。なお、今回の株式分割を行う

にあたり、2026年７月24日開催の臨時株主総会決議により2026年７月24日付で定款の一部を変更し、発行可能株式

総数を9,000,000株から900,000,000株へ変更しております。また、2026年８月31日開催の臨時株主総会決議により、

2026年８月31日付で定款の変更が行われております。これにより発行可能株式総数は、839,000,000株減少し、提出

日現在においては61,000,000株となっております。

(２)分割により増加する株式数

株式分割前の発行済株式総数 154,438

株式分割により増加する株式数 15,289,362

株式分割後の発行済株式総数 15,443,800

株式分割後の発行可能株式総数 61,000,000

(３)１株当たり情報に及ぼす影響

「１株当たり情報」は、当該株式分割が当中間連結会計期間の期首に行われたと仮定して算出しており、これによ

る影響については、当該箇所に反映されています。

３．その他

(１)資本金の額の変更

今回の株式分割に際して、資本金の額の変更はありません。

(２)新株予約権の行使価額の調整

今回の株式分割に伴い、当社発行の新株予約権の１株当たり行使価額を2026年８月31日以降、以下のとおり調整

いたしました。
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調整前行使価額 調整後行使価額

第１回新株予約権 100 円 1 円

第11回新株予約権 1 円 1 円

第12回新株予約権 1 円 1 円

第13回新株予約権 1 円 1 円

第14回新株予約権 13,917 円 140 円

第15回新株予約権 13,917 円 140 円

第17回新株予約権 1 円 1 円

第18回新株予約権 1 円 1 円

第19回新株予約権 26,600 円 266 円

第20回新株予約権 26,600 円 266 円

第21回新株予約権 94,418 円 945 円

第22回新株予約権 1 円 1 円

第23回新株予約権 （注） （注）

第24回新株予約権 （注） （注）

（注）第23回新株予約権及び第24回新株予約権の行使価額は、1株につき、当社の普通株式がいずれかの金融商品取

引所に上場される場合における募集又は売出しに係る当社の普通株式の発行価格若しくは売出価格、又は金147,883

円のいずれか高い金額（但し、当社の普通株式がいずれかの金融商品取引所に上場されるまでの期間は金147,883

円）とされているため、現時点において確定しておりません。なお本株式分割に伴い、当該金147,883円は金1,479

円に調整されました。

４．単元株制度の採用

単元株制度を採用し、普通株式の単元株式数を100株としております。

⑤ 【連結附属明細表】(2025年12月31日現在)

【社債明細表】

該当事項はありません。

【借入金等明細表】

区分
当期首残高

(千円)
当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

１年以内に返済予定の長期借入金 400,000 104,316 2.51 ―

長期借入金(１年以内に返済予定の
ものを除く。)

300,000 1,416,045 1.51
2027年１月31日～
2036年６月30日

合計 700,000 1,520,361 ― ―

(注) １．「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．変動金利のものについては、当連結会計年度末の利率を利用しています。

３．長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における１年ごとの返済予定額の総

額

区分
１年超２年以内

(千円)
２年超３年以内

(千円)
３年超４年以内

(千円)
４年超５年以内

(千円)

長期借入金 479,325 304,320 204,320 304,320

【資産除去債務明細表】

区分
当期首残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

不動産賃貸借契約に伴
う原状回復義務

46,478 2,950 - 49,428
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(2) 【その他】

該当事項はありません。
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(2024年12月31日)

当事業年度
(2025年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,878,911 3,953,493

売掛金 41,143 55,066

前払費用 25,819 50,170

その他 29,390 34,528

貸倒引当金 △6,930 △4,930

流動資産合計 3,968,334 4,088,329

固定資産

有形固定資産

建物附属設備 0 0

工具、器具及び備品 7,716 12,589

有形固定資産合計 7,716 12,589

投資その他の資産

敷金 82,547 85,067

長期前払費用 - 2,981

関係会社株式 10,000 10,000

関係会社長期貸付金 10,000 160,000

貸倒引当金 - △150,000

投資その他の資産合計 102,547 108,048

固定資産合計 110,264 120,637

資産合計 4,078,599 4,208,967
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(単位：千円)

前事業年度
(2024年12月31日)

当事業年度
(2025年12月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 37,799 58,188

未払金 83,884 148,876

未払費用 69,998 65,426

未払法人税等 2,290 2,563

契約負債 308,547 738,723

預り金 7,502 20,989

賞与引当金 42,657 64,721

１年内返済予定の長期借入金 ※1 400,000 ※1 99,996

その他 45,054 -

流動負債合計 997,735 1,199,485

固定負債

長期借入金 ※1 300,000 ※1 1,375,005

資産除去債務 39,508 39,508

関係会社事業損失引当金 - 49,540

固定負債合計 339,508 1,464,053

負債合計 1,337,243 2,663,539

純資産の部

株主資本

資本金 100,000 100,000

資本剰余金

資本準備金 2,371,927 2,371,927

その他資本剰余金 2,252,905 2,252,905

資本剰余金合計 4,624,832 4,624,832

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 △2,074,660 △3,278,390

利益剰余金合計 △2,074,660 △3,278,390

株主資本合計 2,650,172 1,446,442

新株予約権 91,183 98,985

純資産合計 2,741,356 1,545,428

負債純資産合計 4,078,599 4,208,967
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② 【損益計算書】

(単位：千円)
前事業年度

(自 2024年１月１日
至 2024年12月31日)

当事業年度
(自 2025年１月１日
至 2025年12月31日)

売上高 1,094,036 1,956,873

売上原価 227,264 470,648

売上総利益 866,772 1,486,224

販売費及び一般管理費 ※1 1,506,741 ※1 1,968,986

営業損失（△） △639,968 △482,761

営業外収益

受取利息 128 8,668

有価証券利息 199 -

業務受託料 3,705 10,116

協賛金収入 10,822 -

ポイント収入額 1,455 2,478

奨励金収入 2,000 -

その他 1,313 4,726

営業外収益合計 19,625 25,991

営業外費用

支払利息 10,803 19,357

支払手数料 - 10,000

貸倒引当金繰入額 6,930 150,000

為替差損 134 47

その他 577 297

営業外費用合計 18,445 179,702

経常損失（△） △638,788 △636,472

特別利益

新株予約権戻入益 7,855 1,763

特別利益合計 7,855 1,763

特別損失

減損損失 - 506,916

関係会社株式評価損 - 10,000

関係会社事業損失引当金繰入額 - 49,540

特別損失合計 - 566,457

税引前当期純損失（△） △630,933 △1,201,166

法人税、住民税及び事業税 2,290 2,563

法人税等合計 2,290 2,563

当期純損失（△） △633,223 △1,203,729
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【売上原価明細書】

前事業年度
(自 2024年１月１日
至 2024年12月31日)

当事業年度
(自 2025年１月１日
至 2025年12月31日)

区分
注記
番号

金額
（千円）

構成比
（％）

金額
（千円）

構成比
（％）

Ⅰ 労務費 7,164 3.2 69,670 14.8

Ⅱ 外注費 13,867 6.1 55,696 11.8

Ⅲ 経費 ※1 206,232 90.7 345,282 73.4

売上原価 227,264 100.0 470,648 100.0

※1 主な内訳は、次のとおりであります。

項目
前事業年度

(自 2024年１月１日
至 2024年12月31日)

当事業年度
(自 2025年１月１日
至 2025年12月31日)

システム関連費(千円) 205,345 313,413
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③ 【株主資本等変動計算書】

前事業年度(自 2024年１月１日 至 2024年12月31日)

(単位：千円)

株主資本

資本金

資本剰余金

資本準備金
その他資本

剰余金
資本剰余金合計

当期首残高 100,000 802,757 683,734 1,486,492

当期変動額

新株の発行 1,569,170 1,569,170 1,569,170

当期純損失（△） -

資本金から剰余金への

振替
△1,569,170 1,569,170 1,569,170

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）

当期変動額合計 - 1,569,170 1,569,170 3,138,340

当期末残高 100,000 2,371,927 2,252,905 4,624,832

株主資本

新株予約権 純資産合計
利益剰余金

株主資本合計その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

当期首残高 △1,441,437 △1,441,437 145,054 82,005 227,060

当期変動額

新株の発行 - 3,138,340 3,138,340

当期純損失（△） △633,223 △633,223 △633,223 △633,223

資本金から剰余金への

振替
- - -

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
- - 9,178 9,178

当期変動額合計 △633,223 △633,223 2,505,117 9,178 2,514,295

当期末残高 △2,074,660 △2,074,660 2,650,172 91,183 2,741,356
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当事業年度(自 2025年１月１日 至 2025年12月31日)

(単位：千円)

株主資本

資本金

資本剰余金

資本準備金
その他資本

剰余金
資本剰余金合計

当期首残高 100,000 2,371,927 2,252,905 4,624,832

当期変動額

新株の発行 -

当期純損失（△） -

資本金から剰余金への

振替
-

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
-

当期変動額合計 - - - -

当期末残高 100,000 2,371,927 2,252,905 4,624,832

株主資本

新株予約権 純資産合計
利益剰余金

株主資本合計その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

当期首残高 △2,074,660 △2,074,660 2,650,172 91,183 2,741,356

当期変動額

新株の発行 - - -

当期純損失（△） △1,203,729 △1,203,729 △1,203,729 △1,203,729

資本金から剰余金への

振替
- - -

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
- - - 7,801 7,801

当期変動額合計 △1,203,729 △1,203,729 △1,203,729 7,801 △1,195,927

当期末残高 △3,278,390 △3,278,390 1,446,442 98,985 1,545,428



― 149 ―

【注記事項】

(重要な会計方針)

前事業年度(自 2024年１月１日 至 2024年12月31日)

１．有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法

子会社株式

移動平均法による原価法

２．固定資産の減価償却の方法

有形固定資産(リース資産を除く)

建物附属設備については定額法、工具、器具及び備品については定率法を採用しております。

３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

４．収益及び費用の計上基準

当社の不動産プラットフォーム事業は、主にVertical Dataソリューション、エンタープライズ実装及び専門

情報サービスから構成されております。Vertical Dataソリューションは、商業用不動産に関するデータ

（Vertical Data）及びその活用を支援するアプリケーション群を提供するサービスであります。エンタープラ

イズ実装は、顧客企業内に蓄積された過去の不動産取引や現在の商談状況等に関する情報にアクセスし、これ

らを一元化したデータ基盤を構築・提供するサービスであります。専門情報サービスは、不動産業界に関わる

幅広い個人や全国の不動産業界団体等に対して専門的な情報を提供するサービスであります。これらのサービ

スは、主に契約に基づき一定期間にわたりサービスを提供するものであり、当社は契約期間中、顧客に対して

常にサービスを利用可能な状態で提供する義務を負っております。この履行義務は時の経過に応じて充足され

るため、提供する期間にわたり収益を認識しております。

５．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

該当事項はありません。
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当事業年度(自 2025年１月１日 至 2025年12月31日)

１．有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式

移動平均法による原価法

２．固定資産の減価償却の方法

有形固定資産(リース資産を除く)

建物附属設備については定額法、工具、器具及び備品については定率法を採用しております。

３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

(3) 関係会社事業損失引当金

関係会社の事業に係る損失に備えるため、当該会社の財政状態等を勘案し、損失負担見込額を計上しており

ます。

４．収益及び費用の計上基準

当社の不動産プラットフォーム事業は、主にVertical Dataソリューション、エンタープライズ実装及び専門

情報サービスから構成されております。Vertical Dataソリューションは、商業用不動産に関するデータ

（Vertical Data）及びその活用を支援するアプリケーション群を提供するサービスであります。エンタープラ

イズ実装は、顧客企業内に蓄積された過去の不動産取引や現在の商談状況等に関する情報にアクセスし、これ

らを一元化したデータ基盤を構築・提供するサービスであります。専門情報サービスは、不動産業界に関わる

幅広い個人や全国の不動産業界団体等に対して専門的な情報を提供するサービスであります。これらのサービ

スは、主に契約に基づき一定期間にわたりサービスを提供するものであり、当社は契約期間中、顧客に対して

常にサービスを利用可能な状態で提供する義務を負っております。この履行義務は時の経過に応じて充足され

るため、提供する期間にわたり収益を認識しております。

５．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

該当事項はありません。
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(重要な会計上の見積り)

前事業年度(自 2024年１月１日 至 2024年12月31日)

１．繰延税金資産の回収可能性

(1) 当事業年度の財務諸表に計上した金額

財務諸表に計上した繰延税金資産の金額はありません。

(2) 識別した項目に係る会計上の見積りの内容に関する情報

連結財務諸表「注記事項（重要な会計上の見積り）」と同一のため、注記を省略しております。

当事業年度(自 2025年１月１日 至 2025年12月31日)

１．繰延税金資産の回収可能性

(1) 当事業年度の財務諸表に計上した金額

財務諸表に計上した繰延税金資産の金額はありません。

(2) 識別した項目に係る会計上の見積りの内容に関する情報

連結財務諸表「注記事項（重要な会計上の見積り）」と同一のため、注記を省略しております。

２．関係会社貸付金の評価

(1) 当事業年度の財務諸表に計上した金額

(千円)

関係会社長期貸付金 160,000

関係会社に対する貸倒引当金 150,000

(2) 識別した項目に係る会計上の見積りの内容に関する情報

①算出方法

関係会社貸付金の評価において、財務内容に問題があり、過去の経営成績又は将来の事業計画の実現可能性

を考慮しても債務の一部を条件どおりに弁済できない可能性がある場合には、個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を貸倒引当金として計上しております。

②主要な仮定

関係会社貸付金の回収可能性の検討に際しては、各社の純資産額等の財務内容を使用した上で関係会社の事

業計画等に基づいて合理的に評価しております。

③翌事業年度の財務諸表に与える影響

翌事業年度の各関係会社の損益が悪化し、将来の業績回復が見込めなくなった場合、翌事業年度の財務諸表

において、関係会社貸付金の金額に重要な影響を与える可能性があります。

３．関係会社事業損失引当金の評価

(1) 当事業年度の財務諸表に計上した金額

(千円)

関係会社事業損失引当金 49,540
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(2) 識別した項目に係る会計上の見積りの内容に関する情報

①算出方法

関係会社が債務超過の状況にあり、かつ当該債務超過額が債権の帳簿価額を超える場合で、当該超過額を負

担する可能性が高い場合、当該超過額を関係会社事業損失引当金として計上しております。

②主要な仮定

関係会社事業損失引当金の計上は、当該関係会社の財政状態、経営成績及び事業計画に基づき見積りを行っ

ております。

③翌事業年度の財務諸表に与える影響

翌事業年度の関係会社の財政状態及び経営成績が悪化した場合には、翌事業年度の財務諸表において、関係

会社事業損失引当金の金額に重要な影響を与える可能性があります。

４．のれんの減損

(1) 当事業年度の財務諸表に計上した金額

(千円)

のれん -

減損損失(のれんの減損のみ) 506,916

(2) 識別した項目に係る会計上の見積りの内容に関する情報

連結財務諸表「注記事項（重要な会計上の見積り）」と同一のため、注記を省略しております。

(貸借対照表関係)

※1 当座貸越契約及び貸出コミットメント契約

連結財務諸表「注記事項(連結貸借対照表関係)」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

(損益計算書関係)

※1 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

前事業年度
(自 2024年１月１日
至 2024年12月31日)

当事業年度
(自 2025年１月１日
至 2025年12月31日)

給料手当 422,537千円 649,679千円

研究開発費 500,396 〃 424,837 〃

賞与引当金繰入額 47,908 〃 81,624 〃

減価償却費 1,705 〃 4,129 〃

おおよその割合

販売費 2.6 ％ 1.5 ％

一般管理費 97.4 ％ 98.5 ％
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(税効果会計関係)

前事業年度(自 2024年１月１日 至 2024年12月31日)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

税務上の繰越欠損金 458,830千円

賞与引当金 14,744 〃

貸倒引当金 2,327 〃

減価償却費 385 〃

減損損失 34,548 〃

株式報酬費用 30,459 〃

ソフトウェア 154,812 〃

フリーレント賃料 6,813 〃

その他 390 〃

繰延税金資産小計 703,311 〃

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △458,830 〃

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △244,480 〃

評価性引当額小計 △703,311 〃

繰延税金資産合計 - 〃

繰延税金資産純額 - 〃

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

税引前当期純損失であるため注記を省略しております。

当事業年度(自 2025年１月１日 至 2025年12月31日)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

税務上の繰越欠損金 540,007千円

賞与引当金 22,500 〃

貸倒引当金 53,342 〃

減価償却費 385 〃

減損損失 196,536 〃

株式報酬費用 33,835 〃

ソフトウェア 259,533 〃

フリーレント賃料 2,460 〃

その他 21,775 〃

繰延税金資産小計 1,130,378 〃

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △540,007 〃

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △590,370 〃

評価性引当額小計 △1,130,378 〃

繰延税金資産合計 - 〃

繰延税金資産純額 - 〃
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

税引前当期純損失であるため注記を省略しております。

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律（令和７年法律第十三号）」が2025年３月31日に公布され、防衛特別法人税が

創設されることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は、2027

年１月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異等について、従来の33.58％から34.43％に変更し計

算しております。

なお、この税率変更による財務諸表に与える影響は軽微であります。

(企業結合等関係)

取得による企業結合

連結財務諸表「注記事項(企業結合等関係)」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

事業の譲受

連結財務諸表「注記事項(企業結合等関係)」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結財務諸表「注記事項(収益認識関係)」に

同一の内容を記載しているので注記を省略しております。

(重要な後発事象)

連結財務諸表「注記事項(重要な後発事象)」に同一の内容を記載しておりますので、注記を省略しております。
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④ 【附属明細表】(2025年12月31日現在)

【有価証券明細表】

該当事項はありません。

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
(千円)

当期償却額
(千円)

差引当期末
残高
(千円)

有形固定資産

建物附属設備 2,693 - - 2,693 2,693 - 0

工具、器具及び備品 19,211 11,469 - 30,681 18,092 6,597 12,589

有形固定資産計 21,905 11,469 - 33,374 20,785 6,597 12,589

無形固定資産

のれん - 506,916
506,916

(506,916)
- - - -

無形固定資産計 - 506,916
506,916

(506,916)
- - - -

長期前払費用 - 2,981 - 2,981 - - 2,981

(注) １.当期減少額の（）内は内書で、減損損失の計上額であります。

２.無形固定資産ののれんの当期増加額506,916千円は事業譲受によるものであります。

３.無形固定資産ののれんの当期減少額506,916千円は減損損失によるものであります。

【引当金明細表】

科目
当期首残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用)
(千円)

当期減少額
(その他)
(千円)

当期末残高
(千円)

貸倒引当金 6,930 150,000 - 2,000 154,930

賞与引当金 42,657 64,721 42,657 - 64,721

関係会社事業損失引当金 - 49,540 - - 49,540

(注) １.貸倒引当金の当期減少額の「その他」は、債権回収による貸倒引当金戻入額であります。

(2) 【主な資産及び負債の内容】(2025年12月31日現在)

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 毎年１月１日から12月31日まで

定時株主総会 毎事業年度の終了後３か月以内

基準日 毎年12月31日

株券の種類 －

剰余金の配当の基準日
毎年12月31日
毎年６月30日

１単元の株式数 100株（注）３

株式の名義書換え（注）１

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国本支店

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 －

単元未満株式の買取り

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国本支店（注）１

買取手数料 無料（注）２

公告掲載方法

当社の公告は、電子公告により行います。
ただし電子公告によることができない事故その他やむを得ない事由が生じた
ときは日本経済新聞に掲載して行います。
当社の公告掲載URLは以下のとおりであります。
https://www.estie.jp/

株主に対する特典 該当事項はありません。

(注) １ 当社株式は、株式会社東京証券取引所への上場に伴い、社債、株式等の振替に関する法律第128条第1項に規

定する振替株式となることから、該当事項はなくなる予定です。

２ 単元未満株式の買取手数料は、当社株式が東京証券取引所に上場された日から「株式の売買の委託に係る手

数料相当額として別途定める金額」に変更されます。

３ 当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない

旨、定款に定めております。

(1)会社法第189条第２項各号に掲げる権利

(2)株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、親会社等はありません。

２ 【その他の参考情報】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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第三部 【特別情報】

第１ 【連動子会社の最近の財務諸表】

当社は連動子会社を有しておりませんので、該当事項はありません。
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第四部 【株式公開情報】

第１ 【特別利害関係者等の株式等の移動状況】

移動
年月日

移動前
所有者の
氏名又は
名称

移動前
所有者の
住所

移動前
所有者の
提出会社
との関係等

移動後
所有者の
氏名又は
名称

移動後
所有者の
住所

移動後
所有者の
提出会社
との関係等

移動株数
(株)

価格(単価)
(円)

移動理由

2024年
10月３日

平井瑛
東京都
中央区

特別利害関
係者等（当
社代表取締
役、当社子
会社代表取
締役、大株
主上位10
名）

UTEC４号投
資事業有限
責任組合
無限責任組
合員
株式会社東
京大学エッ
ジキャピタ
ルパートナ
ーズ
代表取締役
社長
郷治友孝

東京都文京
区本郷七丁
目３番１号

特別利害関
係者等（大
株主上位10
名）

普通株式
33,700

4,207,445
(124.85)

資本政策を踏ま
え、移動後所有
者の取得希望に
移動前所有者が
応じたことによ
る売買

2024年
10月３日

平井瑛
東京都
中央区

特別利害関
係者等（当
社代表取締
役、当社子
会社代表取
締役、大株
主上位10
名）

Globis Fund
VII-S, L.P.
無限責任組
合員
グロービ
ス・キャピ
タル・パー
トナーズ株
式会社
代表取締役
堀義人

PO Box
2681,
Cricket
Square,
Hutchins
Drive,
George
Town, Grand
Cayman,
KY1-1111
Cayman
Islands

―
普通株式

9,600
1,198,560
(124.85)

資本政策を踏ま
え、移動後所有
者の取得希望に
移動前所有者が
応じたことによ
る売買

2024年
10月３日

平井瑛
東京都
中央区

特別利害関
係者等（当
社代表取締
役、当社子
会社代表取
締役、大株
主上位10
名）

グロービス
７号Sファン
ド投資事業
有限責任組
合
無限責任組
合員
グロービ
ス・キャピ
タル・パー
トナーズ株
式会社
代表取締役
堀義人

東京都千代
田区二番町
５番地１

―
普通株式
24,100

3,008,885
(124.85)

資本政策を踏ま
え、移動後所有
者の取得希望に
移動前所有者が
応じたことによ
る売買

2024年
10月３日

平井瑛
東京都
中央区

特別利害関
係者等（当
社代表取締
役、当社子
会社代表取
締役、大株
主上位10
名）

グローバ
ル・ブレイ
ン８号投資
事業有限責
任組合
無限責任組
合員
グローバ
ル・ブレイ
ン株式会社
代表取締役
社長
百合本安彦

東京都渋谷
区渋谷二丁
目17番１号

―
普通株式

1,700
212,245
(124.85)

資本政策を踏ま
え、移動後所有
者の取得希望に
移動前所有者が
応じたことによ
る売買

2024年
10月３日

平井瑛
東京都
中央区

特別利害関
係者等（当
社代表取締
役、当社子
会社代表取
締役、大株
主上位10
名）

株式会社日
本政策投資
銀行
代表取締役
地下誠二

東京都千代
田区大手町
一丁目９番
６号

特別利害関
係者等（大
株主上位10
名）

普通株式
33,700

4,207,445
(124.85)

資本政策を踏ま
え、移動後所有
者の取得希望に
移動前所有者が
応じたことによ
る売買

2025年
５月29日

平井瑛
東京都
中央区

特別利害関
係者等（当
社代表取締
役、当社子
会社代表取
締役、大株
主上位10
名）

HRI株式会社
代表取締役
平井瑛

神奈川県横
浜市港南区
丸山台四丁
目17番25号

特別利害関
係者等（役
員等により
総株主等の
議決権の過
半数が所有
されている
会社、大株
主上位10
名）

普通株式
2,000,000

295,400,000
(147.7)

資産管理会社へ
の譲渡
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移動
年月日

移動前
所有者の
氏名又は
名称

移動前
所有者の
住所

移動前
所有者の
提出会社
との関係等

移動後
所有者の
氏名又は
名称

移動後
所有者の
住所

移動後
所有者の
提出会社
との関係等

移動株数
(株)

価格(単価)
(円)

移動理由

2026年
４月８日

平井瑛
東京都
中央区

特別利害関
係者等（当
社代表取締
役、当社子
会社代表取
締役、大株
主上位10
名）

農林中央金
庫
代表理事
北林太郎

東京都千代
田区大手町
一丁目２番
１号

―
普通株式
32,000

47,322,560
(1,478.83)

業務提携に伴
う移動後所有
者の取得希望
に移動前所有
者が応じたこ
とによる売買

2026年
４月８日

束原悠吾
東京都
目黒区

特別利害関
係者等
（当社取締
役、当社子
会社代表取
締役、大株
主上位10
名）

農林中央金
庫
代表理事
北林太郎

東京都千代
田区大手町
一丁目２番
１号

―
普通株式
32,000

47,322,560
(1,478.83)

業務提携に伴
う移動後所有
者の取得希望
に移動前所有
者が応じたこ
とによる売買

2026年
４月８日

岩成達哉
神奈川県
横浜市
青葉区

特別利害関
係者等
（当社取締
役、大株主
上位10名）

農林中央金
庫
代表理事
北林太郎

東京都千代
田区大手町
一丁目２番
１号

―
普通株式
32,000

47,322,560
(1,478.83)

業務提携に伴
う移動後所有
者の取得希望
に移動前所有
者が応じたこ
とによる売買

2026年
４月８日

上田來 ―

特別利害関
係者等
（当社取締
役、当社子
会社代表取
締役）

農林中央金
庫
代表理事
北林太郎

東京都千代
田区大手町
一丁目２番
１号

―
普通株式
32,000

47,322,560
(1,478.83)

業務提携に伴
う移動後所有
者の取得希望
に移動前所有
者が応じたこ
とによる売買

2026年
４月８日

青木信
東京都
中央区

特別利害関
係者等
（当社子会
社代表取締
役、当社従
業員、大株
主上位10
名）

農林中央金
庫
代表理事
北林太郎

東京都千代
田区大手町
一丁目２番
１号

―
普通株式
32,000

47,322,560
(1,478.83)

業務提携に伴
う移動後所有
者の取得希望
に移動前所有
者が応じたこ
とによる売買

2026年
４月８日

田中陸
東京都
世田谷区

特別利害関
係者等
（当社子会
社代表取締
役、当社従
業員、大株
主上位10
名）

農林中央金
庫
代表理事
北林太郎

東京都千代
田区大手町
一丁目２番
１号

―
普通株式
32,000

47,322,560
(1,478.83)

業務提携に伴
う移動後所有
者の取得希望
に移動前所有
者が応じたこ
とによる売買

2026年
８月28日

― ― ―

UTEC４号投
資事業有限
責任組合
無限責任組
合員
株式会社東
京大学エッ
ジキャピ
タルパート
ナーズ
代表取締役
社長郷治友
孝

東京都文京
区本郷七丁
目３番１号

特別利害関
係者等（大
株主上位10

名）

Ａ種優先株式
△1,750,000

Ａ２種優先株式
△750,000

Ａ３種優先株式
△461,500

Ｂ種優先株式
△517,300
普通株式
3,478,800

― （注）５

2026年
８月28日

― ― ―

株式会社日
本政策投資
銀行
代表取締役
地下誠二

東京都千代
田区大手町
一丁目９番
６号

特別利害関
係者等（大
株主上位10

名）

Ａ３種優先株式
△307,700

Ｂ種優先株式
△517,300
普通株式
825,000

― （注）５

2026年
８月28日

― ― ―

Vertex
Growth Fund
II Pte.
Ltd.
TAM Hock
Chuan

250 North
Bridge Rd,
#11-01
Raffles
City Tower,
Singapore
179101

特別利害関
係者等（大
株主上位10

名）

Ｂ種優先株式
△858,200
普通株式
858,200

― （注）５
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移動
年月日

移動前
所有者の
氏名又は
名称

移動前
所有者の
住所

移動前
所有者の
提出会社
との関係等

移動後
所有者の
氏名又は
名称

移動後
所有者の
住所

移動後
所有者の
提出会社
との関係等

移動株数
(株)

価格(単価)
(円)

移動理由

2026年
８月28日

― ― ―

Globis Fund
VI, L.P.

General
Partner
グロービス
６号ファン
ド有限責任
事業組合組
合員 グロ
ービス・キ
ャピタル・
パートナー
ズ株式会社
代表取締役
堀義人

PO
Box 2681,
Cricket
Square,
Hutchins
Drive,George
Town, Grand
Cayman,
KY1-1111
Cayman
Islands

特別利害関
係者等（大
株主上位10

名）

Ａ２種優先株式
△679,200
普通株式
679,200

― （注）５

2026年
８月28日

― ― ―

グロービス
６号ファン
ド投資事業
有限責任組
合 無限責
任組合員
グロービス
６号ファン
ド有限責任
事業組合員
グロービ
ス・キャピ
タル・パー
トナーズ株
式会社
代表取締役
堀義人

東京都千代
田区二番町
５番地１

特別利害関
係者等（大
株主上位10

名）

Ａ２種優先株式
△670,800
普通株式
670,800

― （注）５

2026年
９月９日

UTEC４号
投資事業
有限責任
組合
無限責任
組合員
株式会社
東京大学
エッジキ
ャピ
タルパー
トナーズ
代表取締
役社長郷
治友孝

東京都文
京区本郷
七丁目３
番１号

特別利害関
係者等（大
株主上位10
名）

農林中央金
庫
代表理事
北林太郎

東京都千代
田区大手町
一丁目２番
１号

―
普通株式
135,200

199,960,800
(1,479)

業務提携に伴
う移動後所有
者の取得希望
に移動前所有
者が応じたこ
とによる売買

(注) １．当社は、株式会社東京証券取引所グロースへの上場を予定しておりますが、同取引所が定める有価証券上場
規程施行規則(以下「同施行規則」という。)第266条の規定に基づき、特別利害関係者等(従業員持株会を除
く。以下１において同じ)が、基準事業年度(「新規上場申請のための有価証券報告書(Ⅰの部)」に経理の状
況として財務諸表等が記載される最近事業年度をいう。以下同じ。)の末日から起算して２年前の日(2024年
１月１日)から上場日の前日までの期間において、当社の発行する株式又は新株予約権の譲受け又は譲渡(上
場前の公募等を除き、新株予約権の行使を含む。以下「株式等の移動」という。)を行っている場合には、
当該株式等の移動の状況を同施行規則第231条第１項第２号に規定する「新規上場申請のための有価証券報
告書(Ⅰの部)」に記載するものとするとされております。

２．当社は、同施行規則第267条の規定に基づき、上場日から５年間、上記株式等の移動状況に係る記載内容に
ついての記録を保存することとし、幹事取引参加者は、当社が当該記録を把握し、かつ、保存するための事
務組織を適切に整備している状況にあることを確認するものとするとされております。また、当社は、当該
記録につき、同取引所が必要に応じて行う提出請求に応じなければならないとされております。同取引所
は、当社が当該提出請求に応じない場合は、当社の名称及び当該請求に応じない状況にある旨を公表するこ
とができるとされております。また、同取引所は、当該提出請求により提出された記録を検討した結果、上
記株式等の移動の状況に係る記載内容が明らかに正確でなかったと認められる場合には、当社及び幹事取引
参加者の名称並びに当該記載内容が正確でなかったと認められる旨を公表することができるとされておりま
す。

３．特別利害関係者等の範囲は次のとおりであります。
(1) 当社の特別利害関係者…………役員、その配偶者及び二親等内の血族(以下、「役員等」という。)、役員

等により総株主等の議決権の過半数を所有されている会社並びに関係会社
及びその役員

(2) 当社の大株主上位10名
(3) 当社の人的関係会社及び資本的関係会社並びにこれらの役員
(4) 金融商品取引業者(金融商品取引法第28条第８項に規定する有価証券関連業務を行う者に限る。)及びその

役員並びに金融商品取引業者の人的関係会社及び資本的関係会社



― 163 ―

４．移動価格算定方式は次のとおりであります。
DCF法（ディスカウンテッド・キャッシュフロー法）により算出した価格を総合的に勘案して、譲渡人と譲
受人が協議の上、決定いたしました。

５．当社は2026年７月15日開催の取締役会において、Ａ種優先株式、Ａ２種優先株式、Ａ３種優先株式、Ｂ種優

先株式のすべてにつき、定款に定める取得条項に基づき取得することを決議し、2026年８月28日付で取得の

うえ、対価として各優先株式１株につきそれぞれ普通株式１株を交付いたしました。また、取得した優先株

式のすべてを2026年８月28日付で消却しました。

６．2026年７月15日開催の取締役会決議により、2026年８月31日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分

割を行っており、上記「移動株数」及び「価格（単価）」は、当該株式分割後の「移動株数」及び「価格

（単価）」を記載しております。
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第２ 【第三者割当等の概況】

１ 【第三者割当等による株式等の発行の内容】

項目 株式① 株式② 株式③

発行年月日 2024年10月４日 2024年10月16日 2024年12月20日

種類 Ｂ種優先株式 Ｂ種優先株式 Ｂ種優先株式

発行数 2,257,900株 177,700株 257,700株

発行価格
1,165.24円
（注）３

1,165.24円
（注）３

1,165.24円
（注）３

資本組入額 582.62円 582.62円 582.62円

発行価額の総額 2,630,995,396円 207,063,148円 300,282,348円

資本組入額の総額 1,315,497,698円 103,531,574円 150,141,174円

発行方法 第三者割当 第三者割当 第三者割当

保有期間等に関する確約 － － －

項目 新株予約権① 新株予約権② 新株予約権③

発行年月日 2024年３月15日 2024年８月31日 2024年12月20日

種類
第12回新株予約権

（ストック・オプション）
第13回新株予約権

（ストック・オプション）
第14回新株予約権

（ストック・オプション）

発行数 普通株式 70,800株 普通株式 81,700株 普通株式 9,000株

発行価格
1円

（注）３
1円

（注）３
140円

（注）３

資本組入額 0.5円 0.5円 70円

発行価額の総額 70,800円 81,700円 1,260,000円

資本組入額の総額 35,400円 40,850円 630,000円

発行方法

2023年12月25日開催の臨時
株主総会において、会社法
第236条、第238条及び第239
条の規定に基づく新株予約
権付与（ストック・オプシ
ョン）に関する決議を行っ
ております。

2023年12月25日開催の臨時
株主総会において、会社法
第236条、第238条及び第239
条の規定に基づく新株予約
権付与（ストック・オプシ
ョン）に関する決議を行っ
ております。

2024年12月19日開催の臨時
株主総会において、会社法
第236条、第238条及び第239
条の規定に基づく新株予約
権付与（ストック・オプシ
ョン）に関する決議を行っ
ております。

保有期間等に関する確約 － － －
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項目 新株予約権④ 新株予約権⑤ 新株予約権⑥

発行年月日 2024年12月20日 2025年３月28日 2025年８月28日

種類
第15回新株予約権

（ストック・オプション）
第17回新株予約権

（ストック・オプション）
第18回新株予約権

（ストック・オプション）

発行数 普通株式 480,000株 普通株式 81,200株 普通株式 86,500株

発行価格
140円

（注）３
1円

（注）３
1円

（注）３

資本組入額 70円 0.5円 0.5円

発行価額の総額 67,200,000円 81,200円 86,500円

資本組入額の総額 33,600,000円 40,600円 43,250円

発行方法

2024年12月19日開催の臨時
株主総会において、会社法
第236条、第238条及び第239
条の規定に基づく新株予約
権付与（ストック・オプシ
ョン）に関する決議を行っ
ております。

2025年３月26日開催の臨時
株主総会において、会社法
第236条、第238条及び第239
条の規定に基づく新株予約
権付与（ストック・オプシ
ョン）に関する決議を行っ
ております。

2025年３月26日開催の臨時
株主総会において、会社法
第236条、第238条及び第239
条の規定に基づく新株予約
権付与（ストック・オプシ
ョン）に関する決議を行っ
ております。

保有期間等に関する確約 － （注）２ （注）２

項目 新株予約権⑦ 新株予約権⑧ 新株予約権⑨

発行年月日 2025年９月３日 2025年９月３日 2026年２月28日

種類
第19回新株予約権

（ストック・オプション）
第20回新株予約権

（ストック・オプション）
第21回新株予約権

（ストック・オプション）

発行数 普通株式 10,000株 普通株式 30,000株 普通株式 293,500株

発行価格
266円

（注）３
266円

（注）３
945円

（注）３

資本組入額 133円 133円 472.5円

発行価額の総額 2,660,000円 7,980,000円 277,357,500円

資本組入額の総額 1,330,000円 3,990,000円 138,678,750円

発行方法

2025年８月29日開催の臨時
株主総会において、会社法
第236条、第238条及び第239
条の規定に基づく新株予約
権付与（ストック・オプシ
ョン）に関する決議を行っ
ております。

2025年８月29日開催の臨時
株主総会において、会社法
第236条、第238条及び第239
条の規定に基づく新株予約
権付与（ストック・オプシ
ョン）に関する決議を行っ
ております。

2026年２月26日開催の臨時
株主総会において、会社法
第236条、第238条及び第239
条の規定に基づく新株予約
権付与（ストック・オプシ
ョン）に関する決議を行っ
ております。

保有期間等に関する確約 （注）２ （注）２ （注）２
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項目 新株予約権⑩ 新株予約権⑪ 新株予約権⑫

発行年月日 2026年３月22日 2026年８月15日 2026年８月15日

種類
第22回新株予約権

（ストック・オプション）
第23回新株予約権

（ストック・オプション）
第24回新株予約権

（ストック・オプション）

発行数 普通株式 8,000株 普通株式 326,500株 普通株式 150,000株

発行価格
1円

（注）３
（注）５ （注）５

資本組入額 0.5円 （注）６ （注）６

発行価額の総額 8,000円 （注）７ （注）７

資本組入額の総額 4,000円 （注）７ （注）７

発行方法

2025年３月26日開催の臨時
株主総会において、会社法
第236条、第238条及び第239
条の規定に基づく新株予約
権付与（ストック・オプシ
ョン）に関する決議を行っ
ております。

2026年７月24日開催の臨時
株主総会において、会社法
第236条、第238条及び第239
条の規定に基づく新株予約
権付与（ストック・オプシ
ョン）に関する決議を行っ
ております。

2026年７月24日開催の臨時
株主総会において、会社法
第236条、第238条及び第239
条の規定に基づく新株予約
権付与（ストック・オプシ
ョン）に関する決議を行っ
ております。

保有期間等に関する確約 （注）２ （注）２ （注）２

項目 新株予約権⑬ 新株予約権⑭

発行年月日 2026年９月２日 2026年９月２日

種類
第23-2回新株予約権

（ストック・オプション）
第24-2回新株予約権

（ストック・オプション）

発行数 普通株式 2,500株 普通株式 30,000株

発行価格 （注）５ （注）５

資本組入額 （注）６ （注）６

発行価額の総額 （注）７ （注）７

資本組入額の総額 （注）７ （注）７

発行方法

2026年７月24日開催の臨時
株主総会において、会社法
第236条、第238条及び第239
条の規定に基づく新株予約
権付与（ストック・オプシ
ョン）に関する決議を行っ
ております。

2026年７月24日開催の臨時
株主総会において、会社法
第236条、第238条及び第239
条の規定に基づく新株予約
権付与（ストック・オプシ
ョン）に関する決議を行っ
ております。

保有期間等に関する確約 （注）２ （注）２

(注) １．第三者割当等による募集株式の割当て等に関する規制に関し、株式会社東京証券取引所の定める規則は、以

下のとおりであります。

(1) 同取引所の定める有価証券上場規程施行規則第268条の規定において、新規上場申請者が、基準事業年度

の末日から起算して１年前より後において、第三者割当等による募集株式の割当てを行っている場合(上

場前の公募等による場合を除く。)には、新規上場申請者は、割当てを受けた者との間で、書面により募

集株式の継続所有、譲渡時及び同取引所からの当該所有状況に係る照会時の同取引所への報告並びに当該

書面及び報告内容の公衆縦覧その他同取引所が必要と認める事項について確約を行うものとし、当該書面

を同取引所が定めるところにより提出するものとされております。

(2) 同取引所の定める同施行規則第272条の規定において、新規上場申請者が、基準事業年度の末日から起算

して１年前より後において、役員又は従業員等に報酬として新株予約権の割当てを行っている場合には、

新規上場申請者は、割当てを受けた役員又は従業員等との間で書面により報酬として割当てを受けた新株

予約権の所有、譲渡時及び同取引所からの当該所有状況に係る照会時の同取引所への報告その他同取引所

が必要と認める事項について確約を行うものとし、当該書面を同取引所が定めるところにより提出するも

のとされております。
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(3) 当社が、前２項の規定に基づく書面の提出等を行わないときは、同取引所は上場申請の不受理又は受理の

取消しの措置をとるものとしております。

(4) 当社の場合、基準事業年度の末日は、2025年12月31日であります。

２．同施行規則第272条第１項第１号の規定に基づき、当社は割当てを受けた役員又は従業員等との間で、報酬

として割当てを受けた新株予約権を、原則として割当てを受けた日から上場日の前日または新株予約権の行

使を行う日のいずれか早い日まで所有する等の確約を行っております。

３．株式及び新株予約権の発行価額及び行使に際して払込をなすべき金額は、DCF法(ディスカウンテッド・キャ

ッシュフロー法)、純資産方式及び類似会社比準方式により算出した価格を総合的に勘案して、決定してお

ります。

４．2026年７月15日開催の取締役会決議により、2026年8月31日付で普通株式について１株につき100株の割合で

株式分割を実施いたしました。上記「発行数」、「発行価格」、「資本組入額」及び「発行価額の総額」

「資本組入額の総額」は、当該株式分割後の「発行数」、「発行価格」、「資本組入額」及び「発行価額の

総額」「資本組入額の総額」を記載しております。

５．新株予約権の行使時の払込金額（行使価額）は、１株につき、当社の普通株式がいずれかの金融商品取引所

に上場される場合における募集又は売出しに係る当社の普通株式の発行価格若しくは売出価格、又は金

1,479円のいずれか高い金額（但し、当社の普通株式がいずれかの金融商品取引所に上場されるまでの期間

は金1,479円）としています。なお、当社が普通株式について株式の分割若しくは併合を行う場合、又は無

償割当てにより普通株式を発行する場合には、未行使の本新株予約権について、行使価額を次の算式に従い

調整するものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げます。

調整後行使価額＝調整前行使価額 ×
１

分割・併合・無償割当ての比率

６．新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格は、上記（注）５に記載の方法により決定さ

れる行使価額であり、当社の普通株式の上場に係る公開価格等により定まるため、現時点においては確定し

ておりません。資本組入額は、当該発行価格に0.5を乗じた額とし計算の結果１円未満の端数を生じる場合

は、その端数を切り上げた額とします。

７．発行価格及び資本組入額の総額は、上記（注）５及び（注）６に記載の方法により決定された発行価格及び

資本組入額に発行する株式数を乗じて算出されます。

８．新株予約権の行使時の払込金額、行使期間、行使の条件及び譲渡に関する事項については以下のとおりであ

ります。
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新株予約権① 新株予約権② 新株予約権③

行使時の払込金額 １株につき1円 １株につき1円 １株につき140円

行使期間
2026年３月14日から
2034年３月13日まで

2026年８月30日から
2034年８月29日まで

2024年12月20日から
2034年12月19日まで

行使の条件

第４〔提出会社の状況〕
１〔株式等の状況〕 (2)
〔新株予約権等の状況〕
①〔ストックオプション制
度の内容〕に記載のとおり
であります。

第４〔提出会社の状況〕
１〔株式等の状況〕 (2)
〔新株予約権等の状況〕
①〔ストックオプション制
度の内容〕に記載のとおり
であります。

第４〔提出会社の状況〕
１〔株式等の状況〕 (2)
〔新株予約権等の状況〕
①〔ストックオプション制
度の内容〕に記載のとおり
であります。

新株予約権の譲渡に関す
る事項

新株予約権を譲渡するとき
は、当社取締役会の承認を
要する。

新株予約権を譲渡するとき
は、当社取締役会の承認を
要する。

新株予約権を譲渡するとき
は、当社取締役会の承認を
要する。

新株予約権④ 新株予約権⑤ 新株予約権⑥

行使時の払込金額 １株につき140円 １株につき1円 １株につき1円

行使期間
2024年12月20日から
2031年12月31日まで

2027年３月27日から
2035年３月26日まで

2027年８月27日から
2035年８月26日まで

行使の条件

第４〔提出会社の状況〕
１〔株式等の状況〕 (2)
〔新株予約権等の状況〕
①〔ストックオプション制
度の内容〕に記載のとおり
であります。

第４〔提出会社の状況〕
１〔株式等の状況〕 (2)
〔新株予約権等の状況〕
①〔ストックオプション制
度の内容〕に記載のとおり
であります。

第４〔提出会社の状況〕
１〔株式等の状況〕 (2)
〔新株予約権等の状況〕
①〔ストックオプション制
度の内容〕に記載のとおり
であります。

新株予約権の譲渡に関す
る事項

新株予約権を譲渡するとき
は、当社取締役会の承認を
要する。

新株予約権を譲渡するとき
は、当社取締役会の承認を
要する。

新株予約権を譲渡するとき
は、当社取締役会の承認を
要する。

新株予約権⑦ 新株予約権⑧ 新株予約権⑨

行使時の払込金額 １株につき266円 １株につき266円 １株につき945円

行使期間
2025年９月３日から
2031年12月31日まで

2025年９月３日から
2031年12月31日まで

2028年２月27日から
2036年２月26日まで

行使の条件

第４〔提出会社の状況〕
１〔株式等の状況〕 (2)
〔新株予約権等の状況〕
①〔ストックオプション制
度の内容〕に記載のとおり
であります。

第４〔提出会社の状況〕
１〔株式等の状況〕 (2)
〔新株予約権等の状況〕
①〔ストックオプション制
度の内容〕に記載のとおり
であります。

第４〔提出会社の状況〕
１〔株式等の状況〕 (2)
〔新株予約権等の状況〕
①〔ストックオプション制
度の内容〕に記載のとおり
であります。

新株予約権の譲渡に関す
る事項

新株予約権を譲渡するとき
は、当社取締役会の承認を
要する。

新株予約権を譲渡するとき
は、当社取締役会の承認を
要する。

新株予約権を譲渡するとき
は、当社取締役会の承認を
要する。
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新株予約権⑩ 新株予約権⑪ 新株予約権⑫

行使時の払込金額 １株につき1円 （注）２ （注）２

行使期間
2028年３月21日から
2036年３月20日まで

2028年８月15日から
2036年８月14日まで

2028年８月15日から
2036年８月14日まで

行使の条件

第４〔提出会社の状況〕
１〔株式等の状況〕 (2)
〔新株予約権等の状況〕
①〔ストックオプション制
度の内容〕に記載のとおり
であります。

第４〔提出会社の状況〕
１〔株式等の状況〕 (2)
〔新株予約権等の状況〕
①〔ストックオプション制
度の内容〕に記載のとおり
であります。

第４〔提出会社の状況〕
１〔株式等の状況〕 (2)
〔新株予約権等の状況〕
①〔ストックオプション制
度の内容〕に記載のとおり
であります。

新株予約権の譲渡に関す
る事項

新株予約権を譲渡するとき
は、当社取締役会の承認を
要する。

新株予約権を譲渡するとき
は、当社取締役会の承認を
要する。

新株予約権を譲渡するとき
は、当社取締役会の承認を
要する。

新株予約権⑬ 新株予約権⑭

行使時の払込金額 （注）２ （注）２

行使期間
2028年９月２日から
2036年９月１日まで

2028年９月２日から
2036年９月１日まで

行使の条件

第４〔提出会社の状況〕
１〔株式等の状況〕 (2)
〔新株予約権等の状況〕
①〔ストックオプション制
度の内容〕に記載のとおり
であります。

第４〔提出会社の状況〕
１〔株式等の状況〕 (2)
〔新株予約権等の状況〕
①〔ストックオプション制
度の内容〕に記載のとおり
であります。

新株予約権の譲渡に関す
る事項

新株予約権を譲渡するとき
は、当社取締役会の承認を
要する。

新株予約権を譲渡するとき
は、当社取締役会の承認を
要する。

（注）１．2026年７月15日開催の取締役会決議により、2026年8月31日付で普通株式について１株につき100株の割合

で株式分割を実施いたしました。「行使時の払込金額」については、株式分割後の「行使時の払込金額」を

記載しております。

２．新株予約権の行使時の払込金額（行使価額）は、１株につき、当社の普通株式がいずれかの金融商品取引

所に上場される場合における募集又は売出しに係る当社の普通株式の発行価格若しくは売出価格、又は金

1,479円のいずれか高い金額（但し、当社の普通株式がいずれかの金融商品取引所に上場されるまでの期

間は金1,479円）としています。なお、当社が普通株式について株式の分割若しくは併合を行う場合、又

は無償割当てにより普通株式を発行する場合には、未行使の本新株予約権について、行使価額を次の算式

に従い調整するものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げます。

調整後行使価額＝調整前行使価額 ×
１

分割・併合・無償割当ての比率

.
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２ 【取得者の概況】

株式①（Ｂ種優先株式）

取得者の氏名
又は名称

取得者の住所
取得者の職業

及び
事業の内容等

割当株数
(株)

価格(単価)
(円)

取得者と
提出会社との関係

UTEC４号投資事業有限責任組合
無限責任組合員
株式会社東京大学エッジキャピ
タルパートナーズ
代表取締役社長 郷治 友孝
資本金 ５百万円

東京都文京区本郷
七丁目３番1号

投資業 339,600
395,715,504
(1,165.24)

特別利害関係者等
（大株主上位10名）

グローバル・ブレイン８号投資
事業有限責任組合
無限責任組合員
グローバル・ブレイン株式会社
代表取締役社長 百合本 安彦
資本金 １億円

東京都渋谷区渋谷
二丁目17番１号

投資業 25,500
29,713,620
(1,165.24)

－

株式会社日本政策投資銀行
代表取締役 地下 誠二
資本金 １兆４億24百万円

東京都千代田区大
手町一丁目９番６
号

銀行業 517,300
602,778,652
(1,165.24)

特別利害関係者等
（大株主上位10名）

Globis Fund VII-S, L.P.
無限責任組合員
グロービス・キャピタル・パー
トナーズ株式会社
代表取締役 堀 義人
資本金 10百万円

PO Box 2681,
Cricket Square,
Hutchins Drive,
George Town,
Grand Cayman,
KY1-1111 Cayman
Islands

投資業 147,600
171,989,424
(1,165.24)

－

グロービス７号Ｓファンド投資
事業有限責任組合
無限責任組合員
グロービス・キャピタル・パー
トナーズ株式会社
代表取締役 堀 義人
資本金 10百万円

東京都千代田区二
番町５番地１

投資業 369,700
430,789,228
(1,165.24)

－

Vertex Growth Fund II Pte.
Ltd.
TAM Hock Chuan

250 North Bridge
Rd, #11-01
Raffles City
Tower, Singapore
179101

投資業 858,200
1,000,008,968

(1,165.24)
特別利害関係者等
（大株主上位10名）

株式②（Ｂ種優先株式）

取得者の氏名
又は名称

取得者の住所
取得者の
職業及び

事業の内容等

割当株数
(株)

価格(単価)
(円)

取得者と
提出会社との関係

UTEC４号投資事業有限責任組合
無限責任組合員
株式会社東京大学エッジキャピ
タルパートナーズ
代表取締役社長 郷治 友孝
資本金 ５百万円

東京都文京区本郷
七丁目３番１号

投資業 177,700
207,063,148
(1,165.24)

特別利害関係者等
（大株主上位10名）
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株式③（Ｂ種優先株式）

取得者の氏名
又は名称

取得者の住所
取得者の
職業及び

事業の内容等

割当株数
(株)

価格(単価)
(円)

取得者と
提出会社との関係

ZFP第２号投資事業有限責任組
合
無限責任組合員
株式会社ゼンリンフューチャー
パートナーズ
代表取締役社長 松下 春喜
資本金 25百万円

東京都千代田区西
神田一丁目１番１
号

投資業 85,900
100,094,116
(1,165.24)

－

三菱UFJ信託銀行株式会社
取締役社長 窪田 博
資本金 3,242億円

東京都千代田区丸
の内一丁目４番５
号

銀行業 85,900
100,094,116
(1,165.24)

－

SuMi TRUSTイノベーション投資
事業有限責任組合
無限責任組合員
SBIインベストメント株式会社
代表取締役 北尾 吉孝
資本金 50百万円

東京都港区六本木
一丁目６番１号

投資業 85,900
100,094,116
(1,165.24)

－

新株予約権①（第12回新株予約権）

取得者の氏名
又は名称

取得者の住所
取得者の
職業及び

事業の内容等

割当株数
(株)

価格(単価)
(円)

取得者と
提出会社との関係

当社従業員 43名 ― 会社員 49,500
49,500

(1)
当社従業員

新株予約権②（第13回新株予約権）

取得者の氏名
又は名称

取得者の住所
取得者の
職業及び

事業の内容等

割当株数
(株)

価格(単価)
(円)

取得者と
提出会社との関係

当社従業員 61名 ― 会社員 72,900
72,900

(1)
当社従業員

新株予約権③（第14回新株予約権）

取得者の氏名
又は名称

取得者の住所
取得者の
職業及び

事業の内容等

割当株数
(株)

価格(単価)
(円)

取得者と
提出会社との関係

服部 景子 ― 会社役員 3,000
420,000
(140)

特別利害関係者等
（当社監査役）

永井 亮 ― 会社役員 3,000
420,000
(140)

特別利害関係者等
（当社監査役）

堂田 丈明 ― 会社役員 3,000
420,000
(140)

特別利害関係者等
（当社監査役）
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新株予約権④（第15回新株予約権）

取得者の氏名
又は名称

取得者の住所
取得者の
職業及び

事業の内容等

割当株数
(株)

価格(単価)
(円)

取得者と
提出会社との関係

平井 瑛 東京都中央区 会社役員 120,000
16,800,000

(140)

特別利害関係者等
（大株主上位10名）
（当社代表取締役）
（当社子会社代表取
締役）

束原 悠吾 東京都目黒区 会社役員 120,000
16,800,000

(140)

特別利害関係者等
（大株主上位10名）
（当社取締役）
（当社子会社代表取
締役）

岩成 達哉
神奈川県横浜市
青葉区

会社役員 120,000
16,800,000

(140)

特別利害関係者等
（大株主上位10名）
（当社取締役）

上田 來 ― 会社役員 120,000
16,800,000

(140)

特別利害関係者等
（当社取締役）
（当社子会社代表取
締役）

新株予約権⑤（第17回新株予約権）

取得者の氏名
又は名称

取得者の住所
取得者の
職業及び

事業の内容等

割当株数
(株)

価格(単価)
(円)

取得者と
提出会社との関係

当社従業員 70名 ― 会社員 73,400
73,400

(1)
当社従業員

新株予約権⑥（第18回新株予約権）

取得者の氏名
又は名称

取得者の住所
取得者の
職業及び

事業の内容等

割当株数
(株)

価格(単価)
(円)

取得者と
提出会社との関係

当社従業員 82名 ― 会社員 80,200
80,200

(1)
当社従業員

新株予約権⑦（第19回新株予約権）

取得者の氏名
又は名称

取得者の住所
取得者の
職業及び

事業の内容等

割当株数
(株)

価格(単価)
(円)

取得者と
提出会社との関係

松島 陽介 ― 会社役員 10,000
2,660,000

(266)
特別利害関係者等
（当社取締役）

新株予約権⑧（第20回新株予約権）

取得者の氏名
又は名称

取得者の住所
取得者の
職業及び

事業の内容等

割当株数
(株)

価格(単価)
(円)

取得者と
提出会社との関係

松島 陽介 ― 会社役員 30,000
7,980,000

(266)
特別利害関係者等
（当社取締役）

新株予約権⑨（第21回新株予約権）

取得者の氏名
又は名称

取得者の住所
取得者の
職業及び

事業の内容等

割当株数
(株)

価格(単価)
(円)

取得者と
提出会社との関係

当社従業員 103名 ― 会社員 277,500 262,237,500
(945)

当社従業員
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新株予約権⑩（第22回新株予約権）

取得者の氏名
又は名称

取得者の住所
取得者の
職業及び

事業の内容等

割当株数
(株)

価格(単価)
(円)

取得者と
提出会社との関係

当社従業員 １名 ― 会社員 8,000
8,000
(1)

当社従業員

新株予約権⑪（第23回新株予約権）

取得者の氏名
又は名称

取得者の住所
取得者の
職業及び

事業の内容等

割当株数
(株)

価格(単価)
(円)

取得者と
提出会社との関係

当社従業員 120名 ― 会社員 326,500 （注）２ 当社従業員

新株予約権⑫（第24回新株予約権）

取得者の氏名
又は名称

取得者の住所
取得者の
職業及び

事業の内容等

割当株数
(株)

価格(単価)
(円)

取得者と
提出会社との関係

当社従業員 ５名 ― 会社員 150,000 （注）２ 当社従業員

新株予約権⑬（第23-2回新株予約権）

取得者の氏名
又は名称

取得者の住所
取得者の
職業及び

事業の内容等

割当株数
(株)

価格(単価)
(円)

取得者と
提出会社との関係

当社従業員 １名 ― 会社員 2,500 （注）２ 当社従業員

新株予約権⑭（第24-2回新株予約権）

取得者の氏名
又は名称

取得者の住所
取得者の
職業及び

事業の内容等

割当株数
(株)

価格(単価)
(円)

取得者と
提出会社との関係

藤井 良太郎 ― 会社役員 30,000 （注）２
特別利害関係者等
（当社取締役）

（注）１.2026年７月15日開催の取締役会決議により、2026年8月31日付で普通株式について１株につき100株の割合で

株式分割を実施いたしました。上記「割当株数」及び「価格（単価）」は、当該株式分割後の「割当株数」

及び「価格（単価）」を記載しております。

２.「価格」は新株予約権の行使に際して払込みをなすべき金額の総額であり、「（単価）」は新株予約権の行

使時の払込金額（行使価額）であります。行使価額は、１株につき、当社の普通株式がいずれかの金融商品

取引所に上場される場合における募集又は売出しに係る当社の普通株式の発行価格若しくは売出価格、又は

金1,479円のいずれか高い金額（但し、当社の普通株式がいずれかの金融商品取引所に上場されるまでの期

間は金1,479円）としており、また「価格」は当該行使価額に割当株数を乗じて算出されます。これらはい

ずれも当社の普通株式の上場に係る公開価格等により定まるため、現時点においては確定しておりません。

３．退職等の理由により権利を喪失した者につきましては、記載しておりません。

３ 【取得者の株式等の移動状況】

「第１ 特別利害関係者等の株式等の移動状況」に記載のとおりであります。
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第３ 【株主の状況】

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

株式(自己株式
を除く。)の
総数に対する
所有株式数の
割合(％)

UTEC4号投資事業有限責任組合
※１

東京都文京区本郷七丁目３番１号 3,377,300 18.98

平井 瑛 ※１、３、６ 東京都中央区
3,055,200
(120,000)

17.17
(0.67)

HRI株式会社 ※１、２ 神奈川県横浜市港南区丸山台四丁目17番25号 2,000,000 11.24

株式会社日本政策投資銀行 ※１ 東京都千代田区大手町一丁目９番６号 858,700 4.82

Vertex Growth Fund II Pte.
Ltd. ※１

250 North Bridge Rd, #11-01 Raffles City
Tower, Singapore 179101

858,200 4.82

Globis Fund VI, L.P. ※１
PO Box 2681, Cricket Square, Hutchins
Drive,George Town, Grand Cayman, KY1-1111
Cayman Islands

679,200 3.82

グロービス6号ファンド投資事業
有限責任組合 ※１

東京都千代田区二番町５番地１ 670,800 3.77

束原 悠吾 ※１、４、６ 東京都目黒区
525,500

(120,000)
2.95

(0.67)

岩成 達哉 ※１、４ 神奈川県横浜市青葉区
525,500

(120,000)
2.95

(0.67)

上田 來 ※４、６ －
525,500

(345,500)
2.95

(1.94)

青木 信 ※１、６、７ 東京都中央区
435,500
(30,000)

2.45
(0.17)

田中 陸 ※１、６、７ 東京都世田谷区 405,500 2.28

グロービス7号Sファンド投資事業
有限責任組合

東京都千代田区二番町５番地１ 393,800 2.21

Globis Fund VI-S, L.P.
PO Box 2681, Cricket Square, Hutchins
Drive,George Town, Grand Cayman, KY1-1111
Cayman Islands

392,800 2.21

グロービス6号Sファンド投資事業
有限責任組合

東京都千代田区二番町５番地１ 388,000 2.18

農林中央金庫 東京都千代田区大手町一丁目２番１号 338,000 1.90

グローバル・ブレイン8号投資事
業有限責任組合

東京都渋谷区渋谷二丁目17番１号 334,900 1.88

Globis Fund VII-S, L.P.
PO Box 2681, Cricket Square, Hutchins
Drive,George Town, Grand Cayman, KY1-1111
Cayman Islands

157,200 0.88

－ ※７ －
115,700

(115,700)
0.65

(0.65)

ZFP第2号投資事業有限責任組合 東京都千代田区西神田一丁目１番１号 85,900 0.48

三菱UFJ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 85,900 0.48

SuMi TRUSTイノベーション投資事
業有限責任組合

東京都港区六本木一丁目６番１号 85,900 0.48

－ ※７ －
83,700

(83,700)
0.47

(0.47)

－ ※７ －
83,100

(83,100)
0.47

(0.47)

－ ※７ －
76,300

(76,300)
0.43

(0.43)

－ ※７ －
73,200

(73,200)
0.41

(0.41)

－ ※７ －
73,000

(73,000)
0.41

(0.41)

－ ※７ －
70,000

(70,000)
0.39

(0.39)
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氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

株式(自己株式
を除く。)の
総数に対する
所有株式数の
割合(％)

－ ※７ －
64,900

(64,900)
0.36

(0.36)

－ ※７ －
64,000

(64,000)
0.36

(0.36)

－ ※７ －
50,000

(50,000)
0.28

(0.28)

松島 陽介 ※４ －
40,000

(40,000)
0.22

(0.22)

国立大学法人東京大学 東京都文京区本郷七丁目３番１号
39,300

(39,300)
0.22

(0.22)

－ ※７ －
38,000

(38,000)
0.21

(0.21)

藤井 良太郎 ※４ －
30,000

(30,000)
0.17

(0.17)

－ ※７ －
29,000

(29,000)
0.16

(0.16)

－ ※７ －
28,000

(28,000)
0.16

(0.16)

－ ※７ －
23,000

(23,000)
0.13

(0.13)

－ ※７ －
21,000

(21,000)
0.12

(0.12)

－ ※７ －
20,000

(20,000)
0.11

(0.11)

－ ※７ －
14,500

(14,500)
0.08

(0.08)

－ ※７ －
14,200

(14,200)
0.08

(0.08)

－ ※７ －
14,000

(14,000)
0.08

(0.08)

－ ※７ －
13,600

(13,600)
0.08

(0.08)

－ ※７ －
13,500

(13,500)
0.08

(0.08)

－ ※７ －
13,300

(13,300)
0.07

(0.07)

－ ※７ －
13,000

(13,000)
0.07

(0.07)

－ ※７ －
12,500

(12,500)
0.07

(0.07)

－ ※７ －
12,000

(12,000)
0.07

(0.07)

－ ※７ －
12,000

(12,000)
0.07

(0.07)

その他 100名 ※５、６、７ －
463,700

(463,700)
2.61

(2.61)

計 －
17,797,800
(2,354,000)

100.00
(13.23)

(注) １．「氏名又は名称」欄の※の番号は、次のとおり株主の属性を示します。

１．特別利害関係者等（大株主上位10名）

２．特別利害関係者等（当社代表取締役の資産管理会社）

３．特別利害関係者等（当社代表取締役）

４．特別利害関係者等（当社取締役）

５．特別利害関係者等（当社監査役）

６．特別利害関係者等（当社子会社代表取締役）

７．当社従業員
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２．（ ）内は、新株予約権による潜在株式数及びその割合であり、内数であります。

３．株式（自己株式を除く。）の総数に対する所有株式数の割合は、小数点以下第３位を四捨五入しておりま

す。



独立監査人の監査報告書

2026 年 9 月 25 日

株 式 会 社 e s t i e

取 締 役 会  御 中

有限責任監査法人ト ー マ ツ

東 京 事 務 所

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 伊 藤 裕 之

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 川 村 拓 哉

監査意見

当監査法人は、株式会社東京証券取引所の「有価証券上場規程」第 216 条第 6 項の規定に基づく監

査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ｅｓｔｉｅの 2024 年 1 月 1 日から 2024

年 12 月 31 日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連

結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事項及びその他の注記について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基

準に準拠して、株式会社ｅｓｔｉｅ及び連結子会社の 2024年 12月 31日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を、全ての重要な点において

適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。

監査の基準における当監査法人の責任は、「連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されて

いる。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の

基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容

その他の記載内容は、新規上場申請のための有価証券報告書（Ⅰの部） 第一部【企業情報】及び

第二部【提出会社の保証会社等の情報】に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこ

れらの監査報告書以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにあ

る。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における

取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の連結財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監

査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

連結財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程におい

て、その他の記載内容と連結財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違が

あるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆

候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に

は、その事実を報告することが求められている。



その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務

諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結

財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが

含まれる。

連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結財務諸表を作成するこ

とが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基

づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監

視することにある。

連結財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結財務諸表に不正又は誤謬に

よる重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場か

ら連結財務諸表に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能

性があり、個別に又は集計すると、連結財務諸表の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込

まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスク

に対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さら

に、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、

監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に

関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上

の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入

手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関し

て重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が

認められる場合は、監査報告書において連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重

要な不確実性に関する連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、連結財務諸表に対して除外

事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監

査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可

能性がある。

・ 連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結財務諸表の表示、構成及

び内容、並びに連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価

する。

・ 連結財務諸表に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分か

つ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結財務諸表の監査に関する指示、監督及び実施に関

して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で

識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているそ

の他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定

を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を

除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフ

ガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係



会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載す

べき利害関係はない。

以 上



独立監査人の監査報告書

2026 年 9 月 25 日

株 式 会 社 e s t i e

取 締 役 会  御 中

有限責任監査法人ト ー マ ツ

東 京 事 務 所

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 伊 藤 裕 之

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 川 村 拓 哉

監査意見

当監査法人は、株式会社東京証券取引所の「有価証券上場規程」第 216 条第 6 項の規定に基づく監

査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ｅｓｔｉｅの 2025 年 1 月 1 日から 2025

年 12 月 31 日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連

結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基

準に準拠して、株式会社ｅｓｔｉｅ及び連結子会社の 2025年 12月 31日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を、全ての重要な点において

適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。

監査の基準における当監査法人の責任は、「連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されて

いる。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表

監査に適用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人と

してのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な

監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容

その他の記載内容は、新規上場申請のための有価証券報告書（Ⅰの部） 第一部【企業情報】及び

第二部【提出会社の保証会社等の情報】に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこ

れらの監査報告書以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにあ

る。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における

取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の連結財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監

査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

連結財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程におい

て、その他の記載内容と連結財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違が

あるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆

候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に



は、その事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務

諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結

財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが

含まれる。

連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結財務諸表を作成するこ

とが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基

づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監

視することにある。

連結財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結財務諸表に不正又は誤謬に

よる重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場か

ら連結財務諸表に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能

性があり、個別に又は集計すると、連結財務諸表の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込

まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスク

に対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さら

に、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、

監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に

関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上

の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入

手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関し

て重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が

認められる場合は、監査報告書において連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重

要な不確実性に関する連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、連結財務諸表に対して除外

事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監

査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可

能性がある。

・ 連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結財務諸表の表示、構成及

び内容、並びに連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価

する。

・ 連結財務諸表に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分か

つ適切な監査証拠を入手するために、連結財務諸表の監査を計画し実施する。監査人は、連結財

務諸表の監査に関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対

して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で

識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているそ

の他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定

を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を

除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフ

ガードを適用している場合はその内容について報告を行う。



利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載す

べき利害関係はない。

以 上



独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2026 年 9 月 25 日

株 式 会 社 e s t i e

取 締 役 会  御 中

有限責任監査法人ト ー マ ツ

東 京 事 務 所

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 伊 藤 裕 之

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 川 村 拓 哉

監査人の結論

当監査法人は、株式会社東京証券取引所の「有価証券上場規程」第 216 条第 6 項の規定に基づき、

「経理の状況」に掲げられている株式会社ｅｓｔｉｅの 2026 年 1 月 1 日から 2026 年 12 月 31 日まで

の連結会計年度の中間連結会計期間（2026 年 1 月 1 日から 2026 年 6 月 30 日まで）に係る中間連結財

務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中間連結

キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に

公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ｅｓｔｉｅ及び連結子会社の 2026年 6月

30 日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レ

ビューを行った。期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レ

ビューにおける監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する

規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社及び連

結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法

人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない

中間連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す

ることが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作

成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任があ

る。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監

視することにある。



中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の

立場から中間連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レ

ビューの過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施す

る。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続そ

の他の期中レビュー手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続であ

る。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して

重要な不確実性が認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表に

おいて、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示さ

れていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関す

る重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸表の注記事

項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でな

い場合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められてい

る。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象

や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会

計の基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事

項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引

や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・ 中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証

拠を入手する。監査人は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関し

て責任がある。監査人は、単独で監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レ

ビュー上の重要な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定

を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を

除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフ

ガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載す

べき利害関係はない。

以 上



独立監査人の監査報告書

2026 年 9 月 25 日

株 式 会 社 e s t i e

取 締 役 会  御 中

有限責任監査法人ト ー マ ツ

東 京 事 務 所

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 伊 藤 裕 之

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 川 村 拓 哉

＜財務諸表監査＞
監査意見
当監査法人は、株式会社東京証券取引所の「有価証券上場規程」第 216 条第 6 項の規定に基づく監

査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ｅｓｔｉｅの 2024 年 1 月 1 日から 2024
年 12 月 31 日までの第 7 期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変
動計算書、重要な会計方針及びその他の注記について監査を行った。
当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に

準拠して、株式会社ｅｓｔｉｅの 2024年 12月 31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年
度の経営成績を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。

監査の基準における当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されてい
る。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、
監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分か
つ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、新規上場申請のための有価証券報告書（Ⅰの部）第一部【企業情報】及び第

二部【提出会社の保証会社等の情報】に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれ
らの監査報告書以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにあ
る。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における
取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法

人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、そ

の他の記載内容と財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどう
か検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるか
どうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に

は、その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表
を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ
る。



財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切
であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継
続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監

視することにある。

財務諸表監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による

重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財
務諸表に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があ
り、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合
に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスク

に対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さら
に、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査
人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連
する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上
の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手し
た監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重
要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認め
られる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確
実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外事項付意見を表明
することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいて
いるが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、
並びに財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で
識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているそ
の他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定

を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を
除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフ
ガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。
以 上



独立監査人の監査報告書

2026 年 9 月 25 日

株 式 会 社 e s t i e

取 締 役 会  御 中

有限責任監査法人ト ー マ ツ

東 京 事 務 所

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 伊 藤 裕 之

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 川 村 拓 哉

監査意見
当監査法人は、株式会社東京証券取引所の「有価証券上場規程」第 216 条第 6 項の規定に基づく監

査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ｅｓｔｉｅの 2025 年 1 月 1 日から 2025
年 12 月 31 日までの第 8 期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変
動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。
当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に

準拠して、株式会社ｅｓｔｉｅの 2025年 12月 31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年
度の経営成績を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。

監査の基準における当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されてい
る。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監
査に適用される規定を含む。）に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫
理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手し
たと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、新規上場申請のための有価証券報告書（Ⅰの部）第一部【企業情報】及び第

二部【提出会社の保証会社等の情報】に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれ
らの監査報告書以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにあ
る。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における
取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法

人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、そ

の他の記載内容と財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどう
か検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるか
どうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に

は、その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表
を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ
る。



財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切
であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継
続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監

視することにある。

財務諸表監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による

重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財
務諸表に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があ
り、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合
に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスク

に対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さら
に、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査
人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連
する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上
の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手し
た監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重
要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認め
られる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確
実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外事項付意見を表明
することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいて
いるが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、
並びに財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で
識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているそ
の他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定

を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を
除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフ
ガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。
以 上
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